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特定非営利活動法人の活動において、組織運営・事業経営に参考となるマニュアルは、基本的には、企業と変わりはないのですが、非営利活動での解説書等、わかりやすいものが見つかりません。
そこで、
法人が取り組まなければならない事項を順序で示し、ＰＣプログラムの質問に答えることで組み立てができるようにこのプログラムを作成しました。

ＮＰＯが、「ミッション」「ビジョン」を掲げ事業計画をして実施し、それを内部評価外部評価から改善していくＰＤＣＡのWindowsＰＣプログラムです。
ドラッカーのマネジメントをベースにロジックモデルとビジネスモデルを使っています。
 
これが有効に活用できれば、ＮＰＯ活動は違ったものになるではと思います。
 
是非プログラムをご覧いただきたく思います。
 
プログラムは下記サイトに置いてあります。
http://okadanet.sakura.ne.jp/Loupe2015/
 
http://okadanet.sakura.ne.jp/Loupe2015/出力例20151209.docx
ワード文章でプログラムが出力する文章です。
 
http://okadanet.sakura.ne.jp/Loupe2015/拡大鏡.zip
 
ZIP形式の書庫ファイルです。プログラム本体とフォルダーがあります。
フォルダーを「C:Loupe2015」に置いてください。
フォルダー内には、必要なファイルが入っています。
 
Loupe2015.exe これがプログラム本体です。
 


























【１．概要　】
　　　　　
 (
１．ミッション
(
使命
)
・ビジョン
(
目的
)
の確認・共有
)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　使命と目的を明確にする



 (
２．目的達成の為の特定非営利活動・事業組み立て
)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ビジョンを達成させる
特定非営利活動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業を組み立てる

 (
３．定款・諸規定及び社員総会・理事会の権能
)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　組織組み立てる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定款を精査する

 (
４．意志決定機関　
(
ＮＰＯ事務のてびき
)
)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　意志決定機関　
社員総会・理事会


 (
５．組織マネジメント
組織の役割と存続意義
組織と個人
マーケッテイングとイノベーション
)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なんの為に、
何をするのか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　組織存続意義と個人の
自己実現
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  廃棄するものは？
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　顧客のニーズは？

 (
６．特定非営利活動法人とは
)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定非営利活動法人とは？
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その社会的位置づけは？

 (
７．内部環境・外部環境　
(
強みと脅威　社会の変化
)
)                                                            マーケッテイング
                                                            イノベーション
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　強みを活かす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　変化を認知する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 (
８．ロジックモデルによる事業チェック
事業組み立て　
事業の目的・効果　　　
(
短期・長期計画
)
戦略的計画　　　　　　
(
事業効果と効率
)
)

                                                                    それぞれの事業に関連性があり無駄がない事業計画

 (
９．ビジネスモデルによる事業チェック
資源流通の工夫　
事業収益と費用
(
コスト
)
の確認
支援者・受益者・事業者の共助と連携の輪
収益＞費用のチェック
)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「やれない」のではなく
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   「ビジネスモデル」がないから
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　やれないのだ


 (
１０．年度事業計画
)


 (
１１．活動予算書　
(
事業費と法人管理費　フルコストチェック
)
)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フルコストとは？
 (
１．へ戻る
PDCA
P
（
Plan
）
D
（
Do
）
C
（
Check
）
A
（
Action
）
)


 (
１２．監査
会計監査・事業監査
)



 (
１３．内部環境・外部環境　
●外部情報収集
ＮＰＯ記者による訪問取材と広報
アンケート調査・顧客クレーム対応
　顧客反応
(
集客数、顧客の声
)
●内部情報収集
　職員・スタッフの満足度
　組織風土
　部門でのマネジメントリーダーの活躍
●人事　
(
内部・外部人材登用
)
マーケティングとイノベーションのサイクル
)









1-２．マネジメント・ロジックモデル・ビジネスモデル

   	マネジメントは、マーケティングとイノベーションであり、その繰り返し。
　　　 	ビジョンは、法人が掲げる目的であり理想とする到着点。
	現状と目的とのギャプを埋める弛まない努力がマーケティングとイノベーションであ
         る。

　　　	このプログラムは、マネジメンの考えを導入し、ロジックモデルで、事業の効率と中
期・長期の目標をたて、ビジネスモデルで、資源流通の工夫と収益＞費用を考える。
	外部評価・内部評価と監査により、改善と同時にマーケティングとイノベーションを
実施する。
　　　	
	公器としての組織存続価値を高め社会に貢献することと同時に、個人の活動の場と機
会を提供する組織運営を支援します。




 (
イノベーションを起こす
7
つの機会
予期せぬ成功・予期せぬ失敗
ギャップ
ニーズ
産業構造の変化
人工の変化
認識の変化
新知識の獲得、発明、発見
イノベーションとは、論理的な分析であるとともに、知覚的な認識である。イノベーションを行うには、外に出、見、問い、聞かなければならない。
[P
・Ｆドラッカー　イノベーションと企業家精神
]
)
















 (
組織が自らの使命を果たすための
5
つの目標
　　　　　　　　
[P
・
F
・ドラッカー
]
　
これらの五つのモノサシは、理想的な経営がなされているかを測る基準であるとともに、達成すべき「目標」。
マーケティング
マーケティングは顧客からスタートする。顧客の現実、欲求、価値からスタートする。
「我々の製品やサービスにできることはこれである。」ではなく、「顧客が価値ありとし、必要とし、求めている満足はこれである」という。
イノベーション
予期せぬこと、ギャップ、ニーズ、構造の変化、人口の変化、認識の変化、新知識の獲得、これら七つの機会のすべてを分析することが必要である。油断なく気を配るだけでは十分ではない。分析を体系的に行わなければならない。機会を体系的に探さなければならない。
経営資源
(
人、物、金
)
マネジメントは、人にかかわるものである。その機能は人が共同して成果をあげることを可能とし、
強みを発揮させ、弱みを無意味なものにすることである。
生産性
知識労働者に生産性を要求するのであれば、成果をあげることのできる部署に配置しなければならない。いかに懸命に働こうとも知識や技能が成果に結びつきようのない部署に配置してはならない。
社会的責任
社会や経済は、いかなる企業をも一夜にして消滅させる。企業は、社会や経済の許しがあって存続しているのであり、有用かつ生産的な仕事をしていると見なされるかぎりにおいて、存続をゆるされているにすぎない。
利益とは？
利益が重要でないということではない。利益は企業や事業の目的ではなく、事業継続の条件である。利益は、事業における意志決定の理由や原因や根拠ではなく、妥当性の尺度である。
)



































【　２．定款　】

2-１．ミッション・ビジョン

●何の為に何をするか？
非営利活動へ資源を提供するシステムを構築する。
	資源(資金、人材、知識)を提供し支援することで、誰でもが自由に非営利活動に活動及び参加でき自己実現を実現できる環境を創造する。

●法人のミッション
すべての人に自己実現へのチャレンジの機会を提供する。

●法人のビジョン
できることでお互いに助け合う互助の社会を創造する。
共助・協働の社会の実現。

●記入者  感想
	ミッション・ビジョンが明確でなければ、すべてが曖昧になる。
	これが、組織組み立てと経営のスタート。

●自己評価　　[ まあまあ ]

--------------------------------------------------------------------------------------------
「何のために。何をするのか？」
この問いは、組織が目指す方向性、使命を決定します。そして、その目的をスタッフ全員が共有すべき重要な事項です。
組織としての取り組みのスタートです。
短い言葉で表現する標語を作成して、繰り返し使用することで、その趣旨の共有化を促進します。

企業のスローガン例
[安心と喜びをお客様へ] トヨタ 1人ひとりが心を込めたモノづくり
[ideas for life ] Panasonicが創るのは、くらしを輝かせる「アイディア」です。
[Innovation for Tomorrow] DAIHATSU「世界中の人々に愛されるスモールカーづくり」を使命と考える。
[Chenges for the Better]  MITSUBISHI 常により良いものを目指して変革していく意志を表したもの。社員一人ひとりの心に掲げ、行動を起こすためのもの。


２－２．事業
●法人が定款に規定した目的
社会貢献をしようとするすべての人に対して、クラウドファンディングによる資源獲得(資金・人材・知識)の支援をすることにより、自己実現ができお互いに助け合う互助の社会を創造することに寄与する。

[特定非営利活動の種類] 静岡県てびき ⅠⅩ-34頁にあります。"

●特定非営利活動促進法第２条別表より選択した特定非営利活動の種類
	一 保健、医療又は福祉の増進を図る活動
	二 社会教育の推進を図る活動
	三 まちづくりの推進を図る活動
	四 観光の振興を図る活動
	五 農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動
	六 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動
	七 環境の保全を図る活動
	八 災害救援活動
	九 地域安全活動
	十 人権の擁護又は平和の推進を図る活動
	十一 国際協力の活動
	十二 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動
	十三 子どもの健全育成を図る活動
	十四 情報化社会の発展を図る活動
	十五 科学技術の振興を図る活動
	十六 経済活動の活性化を図る活動
	十七 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動
	十八 消費者の保護を図る活動
	十九 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動

●ビジョンを達成させる為の法人事業
	クラウドファンディング
	専門家研修・派遣事業
	情報交換支援事業
	委託事業



●法人事業の概要
	Ａ．クラウドファンディング
	　　1.活動を市民が評価できる活動評価事業
	　　2.活動資源提供
	Ｂ．専門家研修・派遣事業
	　　1.高齢者等への専門知識研修事業
	　　2.NPO法人へ専門家無償派遣事業　
	Ｃ．情報交換支援事業
	　　1.支援者と事業者とのコミユニケーション支援
	　　2.「できる人」と「してほしい人」との情報仲介

●記入者  感想
	定款は法人を自ら規定するもの。
	特定非営利活動促進法は、他の財団法人や社団法人の法より柔軟性があり、自由な活動ができる。

●自己評価　[ 良い ]

--------------------------------------------------------------------------------------------
法人事業の選択決定手順
●法人の目的 (ミッション・ビジョン)　　
ミッションは、「法人の社会的使命」　　ビジョンは「法人が目指す理想とする社会の状態」
●目的に合う特定非営利活動の種類を選択
●活動の種類に合う事業を揚げ定款に規定する
　ＮＰＯ法より、特定非営利活動の種類に関する事業でなければ、ＮＰＯ法人の非営利活動とは、認められない。
●定款に規定した複数の事業は、それぞれが連携し強め合うように事業計画をする

１．この法人は、定款に定めた事業のみを実施する。それ以外の事業は実施しない。
２．事業の成果を法人の目的としない。
３．事業は、法人の目的(ビジョン)を達成させる為の手段である。
４．法人の価値と存続の意義は、人の強みを活かし社会へ、新しいライフスタイルと価値創造の提供ができることである。
５．特定非営利活動法人は、多様で自由な社会貢献活動により、公益の増進に寄与することを目的とする。




●法人の目的
法人の目的を「○○事業をして、社会貢献をする」などとした場合。
  １．○○事業をするということを法人目的にしてしまうと、事業そのものの拡大や販売領域拡大などが目的となる。
  ２．○○の開発・促進・啓蒙を目的とすると、研究の成果や販売量・製品開発が目的になる。
３．○○事業と○○事業により社会に貢献とすると、異なる２事業により、目的が複数あるようになってしまう。

  事業は、目的を達成させるための手段であり、目的は、法人の外部への働きかけであり、社会への価値創造や新しいライフスタイルの提供である。
  つまり、法人の外部である社会への貢献でなければならなく、法人の内部の事業の拡大やあり方または、より良い製品そのものの開発改善ではない。

 これは、マネジメントの考え方であり、組織構築取り組みのスタートである。
 マネジメントの基本的な考え方が適切でなければ、以後全てが取り違えられてしまい意味が異なったものになる。"




















●定款　目的
定款に記載する目的は、ミッション・ビジョンと整合性がなければなりません。
 「ＮＰＯ事務のてびき」には、「この法人は、［ ① ］に対して、［ ② ］に関する事業を行い、[ ③ ]に寄与することを目的とする。」とあります。

  特定非営利活動を行うことを主たる目的とした法人であること等を明らかにする必要があります。
          例えば、目的には、
            ① 受益対象者の範囲
            ② 主要な事業_
            ③ 法人の事業活動が社会にもたらす効果
(どのような意味で社会の利益につながるのか）
            法人としての最終目標等を具体的かつ明確に伝わるように記載する。
         
 
1  特定非営利活動促進法第1条(目的）第1条に「公益の増進に寄与することを目的とする。」と記載がある。
     したがって、主要な事業の受益者が不特定多数の人であることが必須になります。
2  主要な事業は、特定非営利活動である特定非営利活動促進法第2条別表にある活動でなければなりません。
3 は、社会に価値の創造とより良いライフスタイル等の提供ができることを法人が掲げるミッションとビジョンでもって説明する。
    法人が掲げるミッションとビジョンと矛盾があってはならない。また、事業は、ビジョン達成の為の手段である。
          事業の成果＝ビジョンではない。
          法人が掲げるビジョンが、法人が目指し達成させようとする目的です。"


定款第5条(事業)
            定款第３条で掲げた目的(ビジョン)を達成させるための事業であること。
            定款第４条で掲げた特定非営利活動であること。
            「その他の事業」とは、特定非営利活動に係る事業以外の事業。
例、会員の為の事業(共益事業)や利益を目的とした事業を言う。

            全ての事業は、法人が掲げるビジョン達成の為に相互に活動を強め資源を集中し、連携がなければ、効果的な成果が得られない。
            「その他の事業」は特定非営利活動ではない。それらに資源が分散してしまうのは、
ビジョン達成について効率的ではありません。

２－３．社員総会の権能　理事会の権能

法人の意思決定機関
●社員総会の権能  最高意思決定機関
	(1)  定款の変更
	(2)  解散
	(3)　合併       注: (1)、(2)、(3)は法定
	(4)  事業計画及び活動予算の承認
	(5)  事業報告及び活動決算報告
	(6)  役員の選任又は解任、職務及び報酬
	  (7)  借入金（その事業年度内の収益をもって償還する短期借入金を除く。第48条において同
じ。）その他新たな義務の負担及び権利の放棄
	(8) その他運営に関する重要事項

●理事会の権能
	(1)  総会に付議すべき事項
	(2)　総会の議決した事項の執行に関する事項
	(3)  事務局の組織及び運営
	(4)  入会金及び会費の額
	(5)　その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項

●記入者  感想
	役員の選任・解任と職務・報酬については、総会の権能とした。
	定款には、その議決方法を具体的には記載しないので、内部規定の総会規程理事会規程に記載す
る必要がある。
	役員の重任について、重任できる期間を定めておく必要がある。

●自己評価　　改善が必要








２－４　定款 てびきより 総会抜粋


第５章　総会

（種別）
第20条　この法人の総会は、通常総会及び臨時総会の２種とする。
（構成）
第21条  総会は、正会員をもって構成する。
（権能）
第22条  総会は、以下の事項について議決する。
(1)  定款の変更
(2)  解散
(3)　合併       注: (1)、(2)、(3)は法定
(4)  事業計画及び活動予算並びにその変更
(5)  事業報告及び活動決算
(6)  役員の選任又は解任、職務及び報酬
(7)　入会金及び会費の額
(8)  借入金（その事業年度内の収益をもって償還する短期借入金を除く。第48条において同じ。）その他新たな義務の負担及び権利の放棄
(9)  事務局の組織及び運営
(10) その他運営に関する重要事項
（開催）
第23条  通常総会は、毎事業年度１回開催する。
２  臨時総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。
(1)　理事会が必要と認め招集の請求をしたとき。
(2)　正会員総数の５分の１以上から会議の目的である事項を記載した書面をもって招集の請求があったとき。
(3)　第14条第５項第４号の規定により、監事から招集があったとき。
（招集）
第24条  総会は、第23条第２項第３号の場合を除き、理事長が招集する。
２  理事長は、第23条第２項第１号及び第２号の規定による請求があったときは、その日から30日以内に臨時総会を招集しなければならない。
３  総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面をもって、少なくとも会日の５日前までに通知しなければならない。

（議長）
第25条  総会の議長は、その総会において、出席した正会員の中から選出する。
（定足数）
第26条　総会は、正会員総数の２分の１以上の出席がなければ開会することができない。
（議決）
第27条　総会における議決事項は、第24条第３項の規定によってあらかじめ通知した事項とする。
２　総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席した正会員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
３　理事又は社員が総会の目的である事項について提案した場合において、社員の全員が書面により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の社員総会の決議があったものとみなす。
（表決権等）
第28条　各正会員の表決権は、平等なるものとする。
２　やむを得ない理由のため総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項について書面をもって表決し、又は他の正会員を代理人として表決を委任することができる。
３  前項の規定により表決した正会員は、第26条、第27条第２項、第29条第１項第２号及び第49条の適用については、総会に出席したものとみなす。
４　総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加わることができない。
（議事録）
第29条　総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。
(1)　日時及び場所
(2)　正会員総数及び出席者数（書面表決者又は表決委任者がある場合にあっては、その数を付記すること。）
(3)  審議事項
(4)  議事の経過の概要及び議決の結果
(5)  議事録署名人の選任に関する事項
２　議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が署名、押印しなければならない。
３　前２項の規定に関わらず、正会員全員が書面により同意の意思表示をしたことにより、総会の決議があったとみなされた場合においては、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。
　　(1)　総会の決議があったものとみなされた事項の内容
　　(2)　前号の事項の提案をした者の氏名又は名称
　　(3)　総会の決議があったものとみなされた日
　　(4)　議事録の作成に係る職務を行った者の氏名


(入会金及び会費)
       第８条会員は、総会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならない。
(除名)
       第１１条会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、総会の議決により、これを除名することができる。

第４章  役員及び職員
(選任等)
        第13条  理事及び監事は、総会において選任する。
(解任)
       第１７条役員が次の各号の一に該当するに至ったときは、総会の議決により、これを解任することができる。
(報酬等)
       第１８条
       ２   役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。
       ３   前２項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。
(資産の管理)
       第４０条  この法人の資産は、理事長が管理し、その方法は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。
(事業計画及び予算)
       第４３条  この法人の事業計画及びこれに伴う活動予算は、理事長が作成し、総会の議決を経なければならない。
(予算の追加及び更生)
       第４５条  予算議決後やむをえない事由が生じたときは、総会の議決を経て、規定予算の追加又は構成をすることができる。
(事業報告及び決算)
       第４６条  この法人の事業報告、活動計算書、貸借対照表及び財産目録の決算に関する書類は、毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成し、監事の監査を受け、総会の議決を経なければならない。
(臨機の措置)
       第４８条   予算をもって定めるもののほか、借入金の借入その他新たな義務の負担をし、又は権利の放棄をしようとするときは、総会の議決を経なければならない。
(解散)
       第５０条  この法人は、次に掲げる事由により解散する。
1.  総会の議決
1. 以下略
２－５　定款 てびきより 理事会抜粋

第６章　理事会

（構成）
第30条　理事会は、理事をもって構成する。
（権能）
第31条  理事会は、この定款で定めるもののほか、次の事項を議決する。
(1)  総会に付議すべき事項
 (2)　総会の議決した事項の執行に関する事項
(3)　その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項
（開催）
第32条  理事会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。
(1） 理事長が必要と認めたとき。　      　　　　　　　　　　
(2)　理事総数の３分の１以上から会議の目的である事項を記載した書面をもって招集の請求があったとき。
(3)　第14条第５項第５号の規定により、監事から招集の請求があったとき。
（招集）
第33条  理事会は、理事長が招集する。
２  理事長は、第32条第２号及び第３号の規定による請求があったときは、その日
から15日以内に理事会を招集しなければならない。
３  理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書
面をもって、少なくとも会日の５日前までに通知しなければならない。
（議長）
第34条　理事会の議長は、理事長がこれに当たる。
（議決）
第35条  理事会における議決事項は、第33条第３項の規定によってあらかじめ
通知した事項とする。
２　理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長
の決するところによる。
（表決権等）
第36条　各理事の表決権は、平等なるものとする。
２　やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知され
た事項について書面をもって表決することができる。
３  前項の規定により表決した理事は、第35条第２項及び第37条第１項第２号
の適用については、理事会に出席したものとみなす。
４　理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に
加わることができない。
（議事録）
第37条  理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければ
ならない。
(1)  日時及び場所
(2)  理事総数、出席者数及び出席者氏名（書面表決者にあっては、その旨を付記
すること。）
(3)  審議事項
(4)  議事の経過の概要及び議決の結果
(5)  議事録署名人の選任に関する事項
２　議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が
署名、押印しなければならない。

(暫定予算)
          第４４条  前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しな
いときは、理事長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで全事業年度の予算
に準じ収益費用を講じることができる。
(細則)
         第５４条 この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長
がこれを定める。



２－６　総会の権能  理事会の権能　等　定款について

１．総会の権能
　定款で理事会等に委任しているもの以外はすべて、総会の議決事項　法14の5
　したがって、理事会の権能に記載されていない事項は、すべて総会の権能である。

　総会の権能としなければならない法定の必須事項は、定款の変更(法第２５条)、解散(法31条)及び合併(法34条)のみ
定款の変更、解散及び合併以外の事項について、理事会の権能とすることができる。
NPO法人の本来主体となるのが社員であり、(社員の入会に制限を設けることができない)最高意思決定機関は社員総会なので、手引きの記載は、総会主導型の定款となっている。

　法人運営、管理から考えると理事会主導型である方が、運営がらく。
また、NPO法人へ入会する社員は、条件を付することなく入会を認めなければならないことと、理事の選任を総会の権能とした場合とを検討すると、理事会主導型の方が危機管理上、リスクが低くなる。
　　　
--------------------------------------------------------------------------------例1　　内閣府事務のてびきの例

　　●　総会の権能
    第22 条 総会は、以下の事項について議決する。
    (1) 定款の変更
    (2) 解散
    (3) 合併
    (4) 事業計画及び活動予算並びにその変更
    (5) 事業報告及び活動決算
    (6) 役員の選任又は解任、職務及び報酬
    (7) 入会金及び会費の額
    (8) 借入金（その事業年度内の収益をもって償還する短期借入金を除く。第48 条に 
  おいて同じ。）その他新たな義務の負担及び権利の放棄
(9) 事務局の組織及び運営
(10) その他運営に関する重要事項



●　理事会の権能
第31 条 理事会は、この定款で定めるもののほか、次の事項を議決する。
(1) 総会に付議すべき事項
(2) 総会の議決した事項の執行に関する事項
(3) その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項


権能に記載されている事項が各条文で、詳細が定義されている。
　　　注：　条文と権能に記載されている事項との整合性チェックは重要。
　　　
●　条文　定款　記載事項
 (入会金及び会費)
第8条 会員は、総会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならない。
（除名）
第11条 会員が次の各号の一に該当するにいたったときは、総会の議決により、これを除名することができる。この場合、その会員に対し、議決の前に弁明の機会を与えなければならない。
　　注:　除名が総会の議決になっているが、総会の権能に記載がないのは、除名の記 
載が法人の任意による記載事項である為かと思われる。

（選任等）
第13条 理事及び監事は、総会において選任する。
　　注：　「役員の選任又は解任、職務及び報酬」を理事会の権能として、
　　　　　「理事及び監事は、理事会において選任する。」とすることも可能
　　　　　監事は、理事会の権能にできないという考え方があるが、法のどにも規定
 されていないようである。
　　　　　内閣府手引きには、「総会以外で役員を選任することも可能」とある。
　　　　　役員とは、理事及び監事のこと。
　　　　　しかし、
　　　　　監事は、法人、理事会を監査する立場なので、監事の選任を理事会での権
能にできない。


(解任)
　　 第17条　役員が次の各号の一に該当するに至ったときは、総会の議決により、
　　　　　 これを解任することができる。

(役員の費用弁償)
　第18条3項　総会の議決を経て、理事長が別に定める。
　　　注:　総会の権能に記載がない。　
第18条1項(報酬等)は、法2②一ロ　報酬に関する規定で必須記載事項
　　　　　第18条3項は、役員の費用弁償であり、必須記載事項でなく任意記載事
項。
　　　
　(資産の管理)
第40条 　この法人の資産は、理事長が管理し、その方法は、総会の議決を経て、
　理事長が別に定める。 
　　　注:　定款必須記載事項なのに手引きでは、権能に記載がない。記載すべきと思
われる。
　　　
（事業計画及び予算）
第43条　この法人の事業計画及びこれに伴う活動予算は理事長が作成し、総会の議
決を経なければならない。
　     注: 理事会の権能として、「理事会で議決、総会で報告」とすることが可。

　(暫定予算)
第44条　前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、
 理事長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収益費
用を講じることができる。
　
　(予算の追加及び更正)
第45条　予算議決後にやむを得ない事由が生じたときは、総会の議決を経て、既定予
算の追加又は更正をすることができる。
　　　　注:　「予算の準拠の原則」は、削除されている。予算の管理を行うか否かは
法人の任意であることから、予算管理を行わない場合又は内規等で予算管理
を行う場合は、記載を要しない(内閣府手引き)
　　　　


　(予備費の設定及び使用)
　　予算超過又は予算外の支出に充てるため、予算中に予備費を設けることができる。
　2.予備費を使用するときは、理事会の議決を経なければならない。
　　　　注:　内閣府手引きには、記載がない。記載するか否かは法人の選択。
　　　　　　以前の県手引きには、「暫定予算」「予備費の設定及び使用」を権能に記
載するようになっていた。
　
　(事業報告及び決算)
第46条 　この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等の決算に
関する書類は、毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成し、監事の監査を受け、総会の議決を経なければならない。
　　　　注:　これを理事会の権能とした場合は、総会では、報告又は承認事項とな
るのか？
　　　　　　報告では、審議事項にはならないから、報告事項とするより承認事項
とすべきか？　　　　　　（理事会で議決、総会で承認とする)

ＮＰＯ法には、明確に規定されていないので、法人が自由に決めることができると思われるが、
総会が法人の最高意思決定機関であるので、事業報告と決算は総会議
決とすることが好ましい。（理事会で審議し、総会で議決）
　　　　　　ＮＰＯ法そのものが、市民参加の議会議決でできたものという経緯か
らか、この点で、自由度が高いと思う。
それで、型にはまらない多様でさまざまな法人が活動できる。
この点に、財団法人や社団法人に関する法律との大きな違いがある。

　(臨機の措置)
第48条　予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担をし、又は権利の放棄をしようとするときは、総会の議決を経なければならない。
　　　　注：必須記載事項ではない。
　　　　
　(残余財産の帰属)
第51条 この法人が解散(合併又は破産による解散を除く。)した時に、残存する財産は、法第11条3項に掲げる者のうち、解散の時点における総会において議決された者に譲渡するものとする。
　　　　注：「解散の時点の総会において議決されたもの」とした場合は、必須記載
事項なので定款の権能に記載すべきと思われる。
　(細則)
第54条 　この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこれを定める。
　　
　　注:  暫定予算、予算の追加及び更正、予備費の設定及び使用、臨機の措置は、
記載するか否かは、法人の任意であるが、内規で既定しておく必要がある。
　  てびき定款例第43条「事業計画及び予算」については、法人が小規模の場合、 
総会、理事会の権能としないで、内規で定めて、総会では、報告事項にする事
が可。　又事業計画及び予算を理事会以外で議決作成して、理事会が承認と
いうことも可。（ＮＰＯ法に明確な規定がない。）
　  内閣府てびき24頁右上の注意書き、「予算管理を内規等で行う場合は、記載を
要しないと」とは、予算管理を内規で管理する事が可。
ＮＰＯ法は、総会の権能、理事会の権能について、自由度が高い。
組織の規模や経営にあった管理ができるように規定する必要がある。





-------------------------------------------------------------------------
例2　一般的な記載　　一般的な定款の内容

　●　総会の権能
　　　　　　(1) 定款の変更　　（（1）（2）（3）は総会の権能でなければならない。）
　　　　　　(2) 解散
　　　　　　(3) 合併
　　　　　　(4) 事業計画及び活動予算
　　　　　　(5) 事業報告及び活動決算
　　　　　　(6) 役員の選任又は解任、職務及び報酬
　　　　　　(7) 資産の管理の方法 注：記載するべきかと思う。
　　　　　　(8) 解散における残余財産の帰属　
                注:　「総会で議決した者」とした場合は、記載すべきと思う。
　　　　　　(9) その他運営に関する重要な事項
　　　　　　
　●　理事会の権能
　　　　　　第○○ 条 理事会は、この定款で定めるもののほか、次の事項を議決
する。
　　　　　　(1) 事業計画及び活動予算の追加変更
　　　　　　(2) 総会に付議すべき事項
　　　　　　(3) 総会の議決した事項の執行に関する事項
　　　　　　(4) 会員の除名
　　　　　　(5) 入会金及び会費の額
　　　　　　(6) 事務局の組織及び運営
　　　　　　(7) 借入金その他新たな義務の負担及び権利の放棄
　　　　　　(8) その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項

注: 各条文と矛盾がないように整合性をチェックすること。
--------------------------------------------------------------------------
   






２－７　理事会主導型定款例

特定非営利活動法人○○○○定款


第１章  総則

（名称）
第１条　この法人は、特定非営利活動法人○○○という。
（事務所）
第２条　この法人は、主たる事務所を○○県○○市○○区○○○町○○○丁○番○号に置く。
２　この法人は、前項のほか、その他の事務所を○○県○○市○○区○○○町○○○丁○番○号、…に置く。


第２章　目的及び事業

（目的）
第３条　この法人は、○○に対して、○○に関する事業を行い、○○に寄与することを目的とする。
（特定非営利活動の種類）
第４条　この法人は、その目的を達成するため、次に掲げる種類の特定非営利活動を行う。
　(1)
　(2)
（事業）
第５条　この法人は、その目的を達成するため、次の特定非営利活動に係る事業を行う。
①　○○○○○事業
②　○○○○○事業


第３章　会員

（種別）
第６条　この法人の会員は、次の○種とし、正会員をもって特定非営利活動促進法（以下「法」という。）上の社員とする。
(1)　正会員　この法人の目的に賛同して入会した個人及び団体
(2)　賛助会員　この法人の事業を賛助するために入会した個人及び団体
（入会）
第７条　会員の入会については、特に条件を定めない。
２　会員として入会しようとするものは、理事長が別に定める入会申込書により、理事長に申し込むものとし、理事長は、正当な理由がない限り、入会を認めなければならない。
３　理事長は、前項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書面をもって本人にその旨を通知しなければならない。
（入会金及び会費）
第８条　会員は、理事会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならない。
（会員の資格の喪失）
第９条　会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、その資格を喪失する。
(1)　退会届の提出をしたとき。
(2)　本人が死亡し、又は会員である団体が消滅したとき。
(3)　継続して１年以上会費を滞納したとき。
(4)　除名されたとき。
（退会）
第10条　会員は、理事長が別に定める退会届を理事長に提出して、任意に退会することができる。
（除名）
第11条　会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、理事会の議決により、これを除名することができる。この場合、その会員に対し、議決の前に弁明の機会を与えなければならない。
(1)　この定款等に違反したとき。
(2)　この法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。


第４章　役員及び職員

（種別及び定数）
第12条　この法人に次の役員を置く。
　　(1)　理事　○○人
(2)　監事　○○人
２　理事のうち、１人を理事長、○人を副理事長とする。
（選任等）
第13条　理事は理事会において選任し、監事は総会において選任する。
２　理事長及び副理事長は、理事の互選とする。
３　役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは３親等以内の親族が１人を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び３親等以内の親族が役員の総数の３分の１を超えて含まれることになってはならない。
４  監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねることができない。
（職務）
第14条  理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。
２　理事長以外の理事は、法人の業務について、この法人を代表しない。
３  副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故あるとき又は理事長が欠けたときは、理事長があらかじめ指名した順序によって、その職務を代行する。
４  理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び理事会の議決に基づき、この法人の業務を執行する。
５  監事は、次に掲げる職務を行う。
(1)  理事の業務執行の状況を監査すること。
(2)　この法人の財産の状況を監査すること。
(3)　前２号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを総会又は所轄庁に報告すること。
(4)  前号の報告をするため必要がある場合には、総会を招集すること。
(5)　理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述べ、若しくは理事会の招集を請求すること。
（任期等）
第15条　役員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。
２　前項の規定にかかわらず、後任の監事が選任されていない場合には、任期の末日後最初の総会が終結するまでその任期を伸長する。
３  補欠のため、又は増員によって就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現任者の任期の残存期間とする。
４　役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わなければならない。
（欠員補充）
第16条　理事又は監事のうち、その定数の３分の１を超える者が欠けたときは、遅滞なくこれを補充しなければならない。
（解任）
第17条  役員が次の各号の一に該当するに至ったときは、理事は理事会の議決により、監事は総会の議決により、これを解任することができる。この場合、その役員に対し、理事にあっては理事会において、監事にあっては総会において議決する前に弁明の機会を与えなければならない。
(1)　職務の遂行に堪えない状況にあると認められるとき。
(2)　職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき。
（報酬等）
第18条  役員は、その総数の３分の１以下の範囲内で報酬を受けることができる。
２　役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。
３  前２項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。
（職員）
第19条　この法人に、事務局長その他の職員を置く。
２　職員は、理事長が任免する。


第５章　総会

（種別）
第20条　この法人の総会は、通常総会及び臨時総会の２種とする。
（構成）
第21条  総会は、正会員をもって構成する。
（権能）
第22条  総会は、以下の事項について議決する。
(1)  定款の変更
(2)  解散
(3)　合併
(4)  事業報告及び活動決算
(5)  監事の選任又は解任
(6)  その他運営に関する重要事項
（開催）
第23条  通常総会は、毎事業年度１回開催する。
２  臨時総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。
(1)　理事会が必要と認め招集の請求をしたとき。
(2)　正会員総数の５分の１以上から会議の目的である事項を記載した書面をもって招集の請求があったとき。
(3)　第14条第５項第４号の規定により、監事から招集があったとき。
（招集）
第24条  総会は、第23条第２項第３号の場合を除き、理事長が招集する。
２  理事長は、第23条第２項第１号及び第２号の規定による請求があったときは、その日から30日以内に臨時総会を招集しなければならない。
３  総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面をもって、少なくとも会日の５日前までに通知しなければならない。
（議長）
第25条  総会の議長は、その総会において、出席した正会員の中から選出する。
  （定足数）
第26条　総会は、正会員総数の２分の１以上の出席がなければ開会することができない。
（議決）
第27条　総会における議決事項は、第24条第３項の規定によってあらかじめ通知した事項とする。
２　総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席した正会員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
３　理事又は社員が総会の目的である事項について提案した場合において、社員の全員が書面により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の社員総会の決議があったものとみなす。
（表決権等）
第28条　各正会員の表決権は、平等なるものとする。
２　やむを得ない理由のため総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項について書面をもって表決し、又は他の正会員を代理人として表決を委任することができる。
３  前項の規定により表決した正会員は、第26条、第27条第２項、第29条第１項第２号及び第47条の適用については、総会に出席したものとみなす。
４　総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加わることができない。
（議事録）
第29条　総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。
(1)　日時及び場所
(2)　正会員総数及び出席者数（書面表決者又は表決委任者がある場合にあっては、その数を付記すること。）
(3)  審議事項
(4)  議事の経過の概要及び議決の結果
(5)  議事録署名人の選任に関する事項
２　議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が署名、押印しなければならない。
３　前２項の規定に関わらず、正会員全員が書面により同意の意思表示をしたことにより、総会の決議があったとみなされた場合においては、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。
　　(1)　総会の決議があったものとみなされた事項の内容
　　(2)　前号の事項の提案をした者の氏名又は名称
　　(3)　総会の決議があったものとみなされた日
　　(4)　議事録の作成に係る職務を行った者の氏名


第６章　理事会

（構成）
第30条　理事会は、理事をもって構成する。

（権能）
第31条  理事会は、この定款で定めるもののほか、次の事項を議決する。
(1)  総会に付議すべき事項
(2)　総会の議決した事項の執行に関する事項
(3)　その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項
（開催）
第32条  理事会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。
（1） 理事長が必要と認めたとき。　      　　　　　　　　　　
(2)　理事総数の３分の１以上から会議の目的である事項を記載した書面をもって招集 の請求があったとき。
(3)　第14条第５項第５号の規定により、監事から招集の請求があったとき。
（招集）
第33条  理事会は、理事長が招集する。
２  理事長は、第32条第２号及び第３号の規定による請求があったときは、その日から15日以内に理事会を招集しなければならない。
３  理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面をもって、少なくとも会日の５日前までに通知しなければならない。
（議長）
第34条　理事会の議長は、理事長がこれに当たる。
（議決）
第35条  理事会における議決事項は、第33条第３項の規定によってあらかじめ通知した事項とする。
２　理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
（表決権等）
第36条　各理事の表決権は、平等なるものとする。
２　やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項について書面をもって表決することができる。
３  前項の規定により表決した理事は、第35条第２項及び第37条第１項第２号の適用については、理事会に出席したものとみなす。
４　理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加わることができない。
（議事録）
第37条  理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。
(1)  日時及び場所
(2)  理事総数、出席者数及び出席者氏名（書面表決者にあっては、その旨を付記すること。）
(3)  審議事項
(4)  議事の経過の概要及び議決の結果
(5)  議事録署名人の選任に関する事項
２　議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が署名、押印しなければならない。


第７章  資産及び会計
（資産の構成）
第38条  この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。
(1)　設立の時の財産目録に記載された資産
(2)  入会金及び会費
(3)  寄付金品
(4)  財産から生じる収益
(5)  事業に伴う収益
(6)  その他の収益
（資産の管理）
第39条  この法人の資産は、理事長が管理し、その方法は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。
（会計の原則）
第40条　この法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従って行うものとする。
（事業計画及び予算）
第41条  この法人の事業計画及びこれに伴う活動予算は、理事長が作成し、理事会の議決を経なければならない。
（暫定予算）
第42条  前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、理事長は、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収益費用を講じることができる。
２　前項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。
（予算の追加及び更正）
第43条  予算議決後にやむを得ない事由が生じたときは、理事会の議決を経て、既定予算の追加又は更正をすることができる。
（事業報告及び決算）
第44条  この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等の決算に関する書類は、毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成し、監事の監査を受け、総会の議決を経なければならない。
２　決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。
（事業年度）
第45条　この法人の事業年度は、毎年○月○日に始まり○月○日に終わる。
（臨機の措置）
第46条　予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担をし、又は権利の放棄をしようとするときは、理事会の議決を経なければならない。
第８章  定款の変更、解散及び合併

（定款の変更）
第47条　この法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の４分の３以上の多数による議決を経、かつ、法第25条第３項に規定する事項を変更する場合、所轄庁の認証を得なければならない。
（解散）
第48条  この法人は、次に掲げる事由により解散する。
(1)　総会の決議
(2)  目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能
(3)　正会員の欠亡
(4)  合併
(5)　破産手続き開始の決定
(6)　所轄庁による設立の認証の取消し
２　前項第１号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の４分の３以上の承諾を得なければならない。
３　第１項第２号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なければならない。
（残余財産の帰属）
第49条　この法人が解散（合併又は破産による解散を除く。）したときに残存する財産は、法第11条第３項に掲げる者のうち、【○○○】に譲渡するものとする。
（合併）
第50条　この法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の４分の３以上の議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。


第９章  公告の方法

（公告の方法）
第51条  この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載して行う。


第10章  雑則

（細則）
第52条  この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこれを定める。


附　則

１　この定款は、この法人の成立の日から施行する。

２  この法人の設立当初の役員は、次に掲げる者とする。
理事長　　　　  　○　○　○　○
副理事長　　　　　○　○　○　○
理事　　　　　　　○　○　○　○
同　　　　　　　　○　○　○　○

監事        　    ○　○　○　○
同　　　　　　　　○　○　○　○

３  この法人の設立当初の役員の任期は、第15条第１項の規定にかかわらず、成立の日から平成○○年○月○○日までとする。
４　この法人の設立当初の事業計画及び活動予算は、第41条の規定にかかわらず、設立総会の定めるところによるものとする。
５  この法人の設立当初の事業年度は、第45条の規定にかかわらず、成立の日から平成○○年○月○○日までとする。  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
６  この法人の設立当初の入会金及び会費は、第８条の規定にかかわらず、次に掲げる額とする。
(1)　正会員入会金　　○○○円
正会員会費　　　□□□円（１年間分）
(2)　賛助会員入会金　△△△円
　　   賛助会員会費　　▽▽▽円（１年間分）












２－８　定款　記載必須事項

特定非営利活動促進法
●定款に記載しなければならない事項 
定款の絶対的記載事項１４項目 (法第１１条)
1.目的
2.名称
3.その行う特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類
4.主たる事務所及びその他の事務所の所在地
5.社員の資格の得喪に関する事項
6.役員に関する事項
7.会議に関する事項
8.資産に関する事項
9.会計に関する事項
10.事業年度
11.その他の事業を行う場合には、その種類その他当該その他の事業に関する事項
12.解散に関する事項
13.定款の変更に関する事項
14.公告の方法

●定款 相対的記載事項
定款に記載を欠いても定款自体が無効となることはないけれども、定款に記載しておかなければその事項について効力が生じない事項
特定非営利活動促進法(NPO法)に決められている事項について、定款で別に定めればＮＰＯ法の要件よりも定款の記載が優先されるもの。

・理事の代表権の制限（第１６条）
・理事による法人の業務の決定の方法（第１７条）
・定款の変更に係わる特別多数要件の変更（第２５条第２項）
・社員による臨時総会の開催の請求に必要な社員数（第１４条の３）
・理事その他の役員に委任される法人の事務（第１４条の５）
・総会の決議事項の事前通知の原則の例外規定（第１４条の７）
・総会に関して社員の書面による表決及び代理人を出席させることができる権限に関する規定を変更する規定（第１４条の７）
・残余財産の帰属先（第３２条第１項）
・合併を決定する際の社員総会の議決における特別多数要件の変更（第３４条第２項）
・解散の決議に関する特別多数要件の変更（第３２条の２）
・解散の場合に、理事以外を清算人に選任する規定（第３１条の５）





●定款 任意的事項
定款に記載を欠いても、定款自体の有効、無効とは関係なく、また定款に記載しておかなければ、その事項について効力が生じなくなるようなものでもないが、法人の判断により、定款に記載できる事項です。運営ルールを固定しておくとか、簡単に変えたくないことがある場合に、定款に記載します。任意的記載事項とはいっても、いったん定款に記載された以上は、絶対的記載事項と効力の差はなくなります。

●定款以外の規定  (総会規定、理事会規定)　
任意的記載事項については、定款以外の規定を置いてそちらに委任することも可能です。定款に記載することが法律で義務付けられていない項目で将来変更する可能性のあるものについては、面倒な定款変更の手続きを踏まなくても変更ができるよう、定款ではなく、「規則」などの別の規定で定めておきます。

1. 理事長の選任方法  
理事会での互選の仕方。(理事会で選任し議事録が必要) 理事長の重任最大期間制限。
1. 理事の選任方法    
理事会で候補を選出して総会で議決する等候補選出方法又は、 委員会や部会から候補推薦方法など。
1. 理事会の議題      
理事会に諮る前に委員、事務員、理事を含めた会議を開き検討し議題を作成する。
1. 総会の議題
事業計画及び活動予算について理事会で承認後、総会で議決する等の方法
1. 監事の選任方法
理事会で候補を推薦し総会で議決
1. 副理事や常勤理事の委任
理事会で候補を推薦し、理事長が委任又は、理事長の専権で委任
  など、実務で必要なルールを規定しておく必要がある。





２－９　法人が定める定款以外の諸規定

●諸規定
	内部規定st総会規程
	理事会規程
	事務局規程
	会員規則
	会計規程
	就業規程
	業務規程
	役員費用報酬規程

●記入者  感想
	会員規則には、ボランティアの参加ルールや会費について詳細な規程を理事会で議決し定め、会員入会時に説明し承諾をとる必要がある。





















【　３．組織　】
	(プログラムが出力したデータ)

組織について考察　チェックリスト
●組織について、どのように考えていますか？

問１　　コミットする優れたリーダを必要とする。
	回答[ Yes ]     答え[ Yes ]
 (
情熱をもってコミットする者がいなければ、成功はない。
)




問2　　専門家の知識が必要。
	回答[ Yes ]     答え[ Yes ]
 (
今や専門知識なくてできる事業はない。
更に異なる分野の専門知識を必要とする。
)





問3　　マネジメントは、ものの考え方である。
	回答[ Yes ]     答え[ Yes ]
 (
マネジメントは、便利な道具ではない。
ものの考え方である。
考え方が理解できなければ、何も分からない。何もできない。議論がかみ合わない。
)






問4　　理事長は組織を統治する権限をもつ。
	回答[ No ]     答え[ No ]
 (
(
職務
)
　第１４条　
理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。
(
静岡県ＮＰＯ事務のてびきより
)
支配や独裁ではない。　統治＝
支配し、おさめること
。　
総理＝
総（すべ）てをとりまとめて管理すること
)



問５　　事業の成果達成は法人の目的。
	回答[ No ]     答え[ No ]
 (
事業成果達成は、法人が掲げる「ビジョン」達成の為の手段である。
定款に掲げる目的は、法人が目指す社会の在り方「ビジョン」である。
事業そのものの達成が、法人の目的ではない。
)






問6　　ビジョンは組織の事業目標である。
	回答[ No ]     答え[ No ]
 (
「ビジョン」は、組織が掲げる組織の外である社会への貢献。
「事業目標」は、それぞれの事業の事業達成目標であり、数値化して示すことができる。
「ビジョン」と「ミッション」及び「事業」とは何であるか明確に規定し共有することが、すべてのスタートである。
これらが明確でなければ、組織は混乱し効率が低下する。
すべての組織にとって、最も重要な事項である。
)










問7　　顧客は受益者及び支援者。
	回答[ Yes ]     答え[Yes ]
 (
非営利組織の顧客は、受益者と支援者。
組織の使命は、顧客のニーズに答えることであり、ニーズがあるところに顧客が居る。
組織の内部においても、受益者であるスタッフとそれを支援する支援者、マネージャが居る。
スタッフも顧客であり、受益者である。
)











問8　　マーケッテイングとイノベーションは創造的機能
	回答[ Yes ]     答え[ Yes ]
 (
マネジメントは、「マーケッティング」と「イノベーション」である。
すべては、陳腐化する。これは、避けがたい事実であるから、常に刷新改革により、新しくしなければならない。
昨日とは、違う今日を創造する弛まない努力を必要とする創造的機能である。
「ビジョン」と現状のギャプを「ミッション」で埋める終わることがない作業である。
)








問9　　マネージャーは、リーダーでなくてもよい。
	回答[Yes ]     答え[Yes ]
 (
「マネジメント」は、トップだけのものではない。すべての部門で必要とする。
「マネジメント」を実践するマネージャーは、カリスマや独裁者ではないし、カリスマを必要としない。
信頼され成果に責任をもつ者である。
)








問10　 専門家はボスを必要としない 
	回答[ Yes ]     答え[Yes ]
 (
専門家は、専門知識をもち知識を駆使して行動し発言する。
専門家は、その分野においてボスでありボスを必要としない。
専門知識を翻訳し誰でもが分かる言葉とする翻訳者を必要とする。
)





問11　 カリスマやボスは必要としない 
	回答[ Yes ]     答え[Yes ]
 (
非営利活動の次世代組織は、カリスマやボスを必要とせず、誰でもが参加でき自己実現が果たせ、それを支援する組織でありたい。
)



問12　 法人にとってスタッフも顧客である。
	回答[ Yes ]     答え[Yes ]
 (
組織は、個を犠牲にして運営することがなく、貢献しようとする者には等しく支援し、自己実現というニーズ答え、生活の糧を保証する。
その点では、非営利活動であっても一般企業と変わりがない。
)







問13　 ボランティアは無償の奉仕者。
	回答[ No ]     答え[ No ]
 (
「ボランティア」は、「報酬をあてにせず自らの意志で参加する者」の意。
無償である場合と実質に掛かった費用
(
交通費、人件費、消耗品費
)
を支払う場合がある。
必ずしも無償ということではなく、実質費用である交通費・人件費を支払うボランティアもある。
無償のボランティアであるから全くリターンがなくてよいということではない。
活動成果の満足、感動というリターンがなければならない。
)










問14　 事業において、利益があってはならない。
	回答[ No ]     答え[ No ]
 (
寧ろ事業において、収益＞費用となり利益があることが望ましい。
すべての事業は、収益－費用＝利益でなければ、組織の存続は難しい。
「利益があってはならない」ということではなく、「非営利活動は利益分配をせず、利益をあげる事を目的としない」ということである。
公益財団法人及び公益社団法人には、「公益目的事業に係る収入がその実施に要する適正な費用を補う額を超えないと見込まれるものであること」と公益認定基準１８項目にありますが、特定非営利活動促進法にはありません。
)










問15　 情報型組織の情報は、下から上にそして下へと循環する
	回答[ Yes ]     答え[Yes ]
 (
情報型組織の情報は循環する。上意下達ではない。
)




問16　 優れた部下は脅威
	回答[ No ]     答え[ No ]
 (
優れた部下を脅威に感じ粛清しようとする上司は最悪。
)




問17　 多数決での議決が当然
	回答[ No ]     答え[ No ]
 (
ほとんどの会議は、多数決により議決される。
「我々は」「私は」ではなく、「共有されている「ミッション」「ビジョン」達成の為には」と言わなければならない。
同じ方向性をもつ共通の場においての多数決であれば、問題は少ない。
同じく目指す目的への会議であれば、目的達成の為の行動的な役割分担の議決となる。
)








問18　 満場一致の会議は、法人経営がうまくいっている
	回答[ No ]     答え[ No ]
 (
反対や改善の意見がない会議は、日時をあらためてやり直す方がよい。
あるいは、議題そのものが会議にかけるまでのない事案である。
何の問題なくコミュニケーションが成立することは、稀である。
)








問19　 相手の意見に同意を示すのは負けの原因
	回答[ No ]     答え[ No ]
 (
コミュニケーションは勝ち負けではない。
勝ったと思っても相手は次の機会には、必ず勝つと思うだけである。
)





問20　 資源とは、資金のことをいう
	回答[ No ]     答え[ No ]
 (
「資源」は、資金のみでなく、知識、技術、人材、物資、情報などがある。
共助の力で、資源を流通させ提供する社会的な仕組みがあれば、非営利活動組織の活動は飛躍的に向上する。
非営利活動法人の最大の弱点は、資源獲得方法をもたないことであるから、資源獲得流通の仕組みが構築できれば、非営利活動は飛躍的に向上する。
部分的な活動支援よりも新しい社会システムを構築し活動の環境を変えることが急務である。
)










問21　 組織は個人の貢献に答えようとする
	回答[ Yes ]     答え[Yes ]
 (
特定非営利活動法人は、市民自ら構築した社会を構成する公器である。
公器である組織が個の貢献に報いることは、組織の使命であり、社会機能である。
組織が個人の貢献に答えることは、組織の使命なのだ。
)






問22　 組織は働く者の生活の糧を保証する
	回答[ Yes ]     答え[Yes ]
 (
非営利活動であるから最低賃金で良いということではない。
働く者の生活の糧を保証するということは、一般企業と変われがない。
)



問23　 責任と分担の情報型組織は新しい組織形態である
	回答[ Yes ]     答え[Yes ]
 (
縦組織でなく自由で自律的な組織形態は、社会の在り方を変える。
責任と分担の情報型組織が新しい社会を創造する唯一の方法。
)





問24　 人事は、法人がやろうとする事が明確に現れる
	回答[ Yes ]     答え[Yes ]
 (
トップ感情での人事は、何の考えもなく組織を滅ぼす。
人事ほど難しく、かつ、人事はトップの考えが明確に現れるものはない。
人材は、最大の資産であり、最大のコストがかかる。
組織の運命は、人事にある。
)







問25　 寄付者には、丁寧にお礼を言い、お返しを考える必要がない
	回答[ No ]     答え[ No ]
 (
寄付者は大切な顧客である。
顧客へのリターンを考えなければならない。
寄付者には、活動報告が配布される程度になってないだろうか？
寄付者の満足を得られなければ、成功とは言えない。
)








問26　 個人は組織の為に働く
	回答[ No ]     答え[ No ]
 (
個は組織が目指す「ミッション」による「ビジョン」実現の為に働く。その結果が組織の存続意義と価値となる。
個は、組織を通して活動することで、何倍もの社会貢献をし、自己実現を果たす。
個は組織の犠牲にならない。
)




問27　 組織は、組織の繁栄と継続を第一とする
	回答[ No ]     答え[ No ]
 (
組織が第一とするのは、「ミッション」による「ビジョン」の実現である。
その結果が、組織の繁栄と組織存続意義と価値を高める。
)





問28　 組織はスタッフの働きやすさを第一とする
	回答[ No ]     答え[ No ]
 (
働く場で、組織が第一とすべきは、「何の為に何をするのか」「どのような意義があるか」を明確に働く者に伝える事である。
)






問29　 専門家は情報を分析して、自らの役割をプロとして果たす。
	回答[ Yes ]     答え[Yes ]
 (
専門家でなければできない分野がある。寧ろ専門知識なしで、実行できる事業はない。
専門家は、プロとして役割を分担し、その責任を果たさなければならない。
)





問30　マネジメントはトップの仕事
	回答[ No ]     答え[ No ]
 (
トップマネージャー（リーダー）としてのマネジメントと各分野でのマネジメントがある。
マネジメントは、トップだけのものではない。
)








問31　 トップの権限で、人選は適切にされている
	回答[ No ]     答え[ No ]
 (
ＮＰＯ法人定款モデルには、理事の役職は、理事の互選とあり、理事の選任は総会の権能となっている。理事長が役員を選任する場合は定款を改定する必要がある。
また理事の役職を選任する場合、理事の互選であるならその方法（選挙又は推薦など）を内部規定に定めておく必要がある。必要であれば、理事長の重任期間について規定しておく。
)







問32　 組織は、個人にとっての自己実現の場ではない
	回答[ No ]     答え[ No ]
 (
組織は、貢献する者に自己実現の機会を提供し、評価するとともに活動を支援する。
)




問33　 マネージャーは「人の仕事に責任をもつ者」
	回答[ No ]     答え[ No ]
 (
マネージャーの役割
企業、病院、大学のいずれであれ、自らの組織特有の目的と使命を果たす。
仕事を生産的なものにして、働く人たちに成果を上げさせる。
自らが社会に与える影響を処理するとともに、社会の問題解決に貢献する。
（ドラッカー　「マネジメント」より）
ドラッカーは、マネージャーとは、「部下の仕事に責任をもつ者ではない」「組織の成果に責任をもつ者」と言います。
)
















問34　マネジメントの役割は、効率をあげ仕事の成果をあげることである
	回答[ Yes ]     答え[Yes ]
 (
非営利活動であっても、企業と同じように、戦略的な事業計画をたて、効率よく成果をあげなくてはならない。
組織にとって、「成果」「事業戦略」「効率」を考える基礎となるものは、共有されている「ミッション」「ビジョン」である。
これが共有されていなければ、「舵のない船」での航海となる。
波に翻弄され、さまようのみで、効率が悪く、どこにたどり着くか分からない。
)









問35　 マネージャーに必要な資質は真摯さである
	回答[ Yes ]     答え[Yes ]
 (
マネージャーに必要な資質は「真摯さ」である。
真摯さに欠けていては組織を破壊する。
組織にとって最も重要な資源である人間を破壊する。
組織の精神を損ない、業績を低下させる。
（
P
・
F
・ドラッカー　「マネジメント」　）
)








問36　 トップマネジャーは、組織の成果に責任をもつコンダクター
	回答[ Yes ]     答え[Yes ]
 (
明日の組織モデルは、オーケストラである。
２５０人の団員はそれぞれが専門家である。チューバだけでは、演奏できない。演奏するのは、オーケストラである。
オーケストラは、２５０人の団員全員が同じ楽譜をもつことによって演奏する。
（
P
・
F
・ドラッカー　「ポスト資本主義社会」　）
新しい社会の在り方。組織構成である。
)










[　組織について　自己評価　]

●自己評価
　自己評価点　［　５　］　　最大評価　5　　　　　　総合評価　100

記入者感想
 (
マネジメントは、組織経営の考え方。
組織は、社会を構成している。その組織が変われば、確実に社会が変わる。
それは、非営利活動法人が確実な成果をあげることである。
部分的な補助や支援でなく、社会の構造を革新するのでなければ、社会は変わらない。
少子高齢化への対応ができない。
自ら地域の問題解決を図る非営利活動法人の役割は大きい。
非営利活動組織であっても、効率的、生産的でなければならないのは一般企業と同じである。
非営利だからボランティアだからといって、提供するサービスの質が悪くても仕方がないということでなく、ますます高度なサービスを提供しなければニーズに対応できない。
非営利活動は経済活動ではないと言う人がいるようだけれど、そのようなことはなく、金銭だけでない資源の流通と受益者・支援者・事業者の共助システムから新しい雇用を生むものだと思う。
経済活動ではないと思えるのは、「資源流通と共助の仕組み」がないからである。
そして、社会を構成する非営利活動組織が「役割と責任の情報型組織」とならなければならない。
)





























【　４．特定非営利活動法人　】
	（プログラムの出力）

	【特定非営利活動法人】
　　　　　●特定非営利活動法人について考察　チェックリスト
		特定非営利活動法人について、どのように考えますか？

問1 ＮＰＯ法人は、法人を経営する役員のもの
 (
特定非営利活動法人は、特定の誰かのものということはない。
社会を構成する公器である。
)回答【 No 】      答え　【 No 】






問2 税法上の３４業種には、収益事業として課税されることがある
 (
税法上の３４業種は、課税される。
特定非営利活動であっても、税法上の３４業種があれば、課税されることがある。
)回答【 Yes 】      答え　【 Yes 】






問3　ＮＰＯは、市民自らが監督し、育てていくものだ
 (
ＮＰＯ成立の背景には、ＮＰＯ法人に対する行政の監督は、最小限に留め、「ＮＰＯは市民自らが監督し、育てていくものだ」という考え方がある。
（静岡県　ＮＰＯ法人事務のてびき）
)回答【 Yes 】      答え　【 Yes 】





問4　行政の監督は、最小限に留める
 (
ＮＰＯ成立の背景には、ＮＰＯ法人に対する行政の監督は、最小限に留め、「ＮＰＯは市民自らが監督し、育てていくものだ」という考え方がある。
（静岡県　ＮＰＯ法人事務のてびき）
)回答【 Yes 】      答え　【 Yes 】





問5　法人を設立するには、所轄庁の認定を受けなければならない
 (
特定非営利活動法人設立には、所轄庁の認証を受ける。
認定ＮＰＯ法人とは、ＮＰＯ法人のうち、運営組織及び事業活動が適正であり、公益の増進に資することにつき、一定の要件を満たすものとして、所轄庁の認定を受けたものをいいます。
認定ＮＰＯ法人には、寄付する側、される側、ともに税制優遇がある。
)回答【 No 】      答え　【 No 】








問6　収益がある事業が必要
 (
非営利活動においても、収益がなければ経営できない。
会費・寄付金や委託事業での入金は、収益
ＮＰＯ法人の事業型
公的資金型（委託事業、補助金）
自主事業型（収益がある自主事業）
寄付・会費型
上記の混合型
)回答【 Yes 】      答え　【 Yes 】











問7　販売が目的でなければ、チケット等の販売や物販をしてもよい
 (
特定非営利活動法人は、利益を得る事を目的としない。また、利益を分配してはいけない。
非営利活動への資金として、利益を得る目的でないチケット販売や物販での収益があってもよい。
チケット販売や物販は、税法上の３４業種にあるので、課税されることがある。
)回答【 Yes 】      答え　【 Yes 】










問8　非営利であれば、特定非営利活動である
 (
非営利であり且つ、特定非営利活動促進法第２条第１項、別表にある活動に該当する活動であって、不特定且つ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とするものでなければならない。
)回答【 No 】      答え　【 No 】







問9　共益事業や利益目的の事業はまったくできない
 (
特定非営利活動促進法第５条
特定非営利活動法人は、その行う特定非営利活動に係る事業に支障がない限り、当該特定非営利活動に係る事業以外の事業（以下「その他の事業」という。）を行うことができる。
この場合において、利益を生じた時は、これを当該特定非営利活動に係る事業のために使用しなければならない。
)回答【 No 】      答え　【 No 】









問10　法人解散時の残余財産は役員に分配してもよい
 (
特定非営利活動促進法第１１条３項
残余財産の貴族すべき者に関する規定を設ける場合には、その者は、特定非営利活動法人
)回答【 No 】      答え　【 No 】














問11　社員総会や理事会の議事録は、定款に記載事項が規定されている
 (
静岡県ＮＰＯ事務の手引き
Ⅱ－１３　総会　第２９条　議事録
Ⅱ－１５　理事会　第３７条　議事録
法第１１条　会議に関する事項は、定款記載必須事項である。
)回答【 Yes 】      答え　【 Yes 】








問12　ＮＰＯ法人は、特定非営利活動であれば課税されない
 (
特定非営利活動であっても、その活動事業に税法上の３４業種があれば課税される。
)回答【 No 】      答え　【 No 】





問13　定款に定めがなければ、役員全員に代表権がある
 (
静岡県　ＮＰＯ法人事務のてびき　　定款第１４条
法１６条　理事の代表権
理事はすべて特定非営利活動法人の事業について、特定非営利活動法人を代表する。
ただし、定款をもって、その代表権を制限することができる。
)回答【 Yes 】      答え　【 Yes 】








問14　法人の資産の総額は、毎年登記しなければならない
 (
組合登記令　第２条２－６　別表
登記しなければならない。
)回答【 Yes 】      答え　【 Yes 】







問15　会員の入会に年齢や性別の制限を設けることができる
 (
法　第２条　社員の資格の得喪に関して、不当な条件を付さないこと。
入会・退会に、条件は付けない。
)回答【 No 】      答え　【 No 】






問16　特定非営利活動法人は、公益法人である。
 (
法　第３条　特定非営利活動法人は、特定の個人又は法人その他の団体の利益を目的として、その事業をおこなってはならない。
)回答【 Yes 】      答え　【 Yes 】






問17　法人の役員は、社員にはなれない
 (
（監事の兼職禁止
）　法　第１９条　監事は、理事又は特定非営利活動法人の職員を兼ねてはならない。
監事は、職員を兼務できないが、理事は、職員を兼務できる。
監事及び理事は、社員総会で議決権をもつ正社員になることができる。
)回答【 No 】   答え　【 No 】








問18　法人の監事は、事務職員を兼務することができる
 (
（監事の兼職禁止
）　法　第１９条　監事は、理事又は特定非営利活動法人の職員を兼ねてはならない。
)回答【 No 】   答え　【 No 】








問19　監査は、法人の会計が健全であることを確認することでよい
 (
（監事の職務
）　法　第１８条　監事は、次に掲げる職務を行う。
一　理事の業務執行の状況を監査すること。
二　特定非営利活動法人の財産の状況を監査すること。
会計監査と業務監査がある。
)回答【 No 】   答え　【 No 】








問20　社員とは、法人の役員と事務職員のことを言う
 (
ＮＰＯ法人事務の手引き
第３章　会員
(
種別
)
　第６条　この法人の会員は、次の【　】種とし、正社員をもって特定非営利活動促進法
(
以下「法」という
)
　上の社員とする。
(
１
)
正社員　この法人の目的に賛同して、入会した個人及び団体
正会員は社員総会において議決権をもつ。
役員及び職員は正会員になることができる。
)回答【 No 】   答え　【 No 】











問21　監事は、理事会に出席する必要がない
 (
ＮＰＯ法人事務のてびき　第６章　理事会　
(
構成
)
　第３０条　理事会は、理事をもって構成する。
監事は、理事会において議決権はもたないが、「理事の業務執行の状況を監査すること」が職務である。
ＮＰＯ法人事務のてびき　定款
(
職務
)
　第１４条　理事会に出席して意見を述べ若しくは理事会の招集をすることができる。
)回答【 No 】   答え　【 No 】











問22　正会員は、社員総会で議決権をもつ
 (
正会員は社員総会で議決権をもつ。
ＮＰＯ法人事務のてびき　定款第２１条　総会は、正会員をもって構成する。
社員総会では、正会員のみが議決権をもつ。
)回答【 Yes 】      答え　【 Yes 】







問23　社員は１０人以上いなければならない
 (
法　
(
認証の基準等
)
　第１２条　当該申請に係る特定非営利活動法人が十人以上の社員を有するものであること。
)回答【 Yes 】      答え　【 Yes 】







問24  社員総会は、最高意思決定機関である
 (
法　
(
社員総会の権限
)
　第１４条５
特定非営利活動法人の業務は、定款で理事その他の役員に委任したものを除き、すべて社員総会の議決によって行う。
特定非営利活動促進法には、理事会についての規定はない。
)回答【 Yes 】      答え　【 Yes 】








問25  理事３人以上監事１人以上を置かなければならない
 (
法　第１５条　特定非営利活動法人には、役員として、理事３人以上及び監事１人以上を置かなければならない。
)回答【 Yes 】      答え　【 Yes 】






問26 税法上の収益事業は、継続して事業場を設けて行われるものをいう
 (
税法上収益事業とされている事業は、３４事業ある。
一事業年度を通じて行っている等継続性がある事業が該当し、年に１、２回のバザーの収入は対象外。
)回答【 Yes 】      答え　【 Yes 】







問27  法人職員の年間給与を昇給した
 (
一般的水準での給与であれば、年間給与を昇給することに問題ない。
非営利活動であるから、低賃金でよいということではない。
)回答【 Yes 】      答え　【 Yes 】






問28  利益があったので、ボーナスを支給した
 (
利益があったとして、臨時的なボーナス支給は、利益分配とみなされる。
年間計画で計画されているボーナスは給与。
)回答【 No 】  答え　【 No 】






問29  役員は暴力団の構成員はなれない、などの欠格事由がある
 (
法　
(
役員の欠格事由
)
　第２５条５　暴力団の構成員等
)回答【 Yes 】      答え　【 Yes 】









問30　役員は報酬を受け取ることができるが親族の数等に制限がある
 (
法　第２条ロ　役員のうち報酬を受け取る者の数が、役員総数の三分の一以下であること。
ＮＰＯ法人事務のてびき　
(
報酬等
)
　第１３条　役員は、その総数の三分の一以下の範囲で報酬を受けることができる。
)回答【 No 】      答え　【 No 】








問31  役員には、職務執行のために要した費用を弁償することができる
 (
ＮＰＯ法人事務のてびき　
(
報酬等
)
第１８条　役員は、その総数の三分の一以下の範囲で報酬を受けることができる。
２．　役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。
)回答【 Yes 】      答え　【 Yes 】







問32  理事は、法人の事務職員を兼務できない
 (
特定非営利活動促進法に、理事の事務職員兼務を禁止する規定はない。
)回答【 No 】      答え　【 No 】






問33 無償提供するサービスについては、品質の高さは要求されない
 (
非営利活動であるとか、無償サービスであるという理由でサービスの質が問われないということはない。
一般企業と同じく、サービスの質と責任は問われる。
)回答【 No 】      答え　【 No 】







問34  ＮＰＯ法人は、他の組織と連携を図り社会的な役割を果たす
 (
ＮＰＯ法人は、社会貢献する自由な組織として、社会を構成している公器である。
法人特有の強みを活かした活動で社会的な役割をもち、他と連携した活動をする。
)回答【 Yes 】      答え　【 Yes 】







問35 ＮＰＯ法人のボランティア活動には、専門性は要求されない
 (
専門知識を必要としない事業はない。
専門性をもつプロフェショナルでなければならない。
質の高いサービスを提供できるプロの専門家集団である。
)回答【 No 】      答え　【 No 】







問36 　ＮＰＯ法は、一般社団・財団法人に関する法律より、経営の自由度が低い
 (
特定非営利活動促進法と社団法人及び財団法人に関する法律を比較してみると、法人を規定する事項は、特定非営利活動促進法の方が、
自由
度が高い。
特定非営利活動促進法は議員立法であり、市民が法の作成に参加して作成されました。
)回答【 No 】      答え　【 No 】







【　特定非営利活動法人について　自己評価　】

	●自己評価　　自己評価点　【　５　】　　最高自己評価点　５　　総評価点　【１００】
記入者感想
 (
特定非営利活動法人の活動は、市民が自ら地域の問題解決に活動する自由な活動である。
非営利活動組織は、顧客サービスの対価を得る手段をもたないことで、支援者を必要とし、資源流通の工夫を考える必要がある。これは営利活動にはない点で難しいところである。
これを克服できれば、その活動により、確実に社会を変えることができる。
)




【　５．法人の内部外部の環境   資源と強み　】
（プログラム出力例）

●スタッフ強み
	会計及びＩＴの専門家がいる。
	中間支援事業経験者がいる。
	多くのＮＰＯ法人会員がいてその人脈に通じる者がいる。
	コンサルに実績がある者がいる。

●スタッフの強みを活かす
	クラウドファンディング
	専門家育成・派遣
	ＮＰＯコンサル
	ＮＰＯ取材記者による人材マッチング事業と広報支援

●法人内部の強み
	ＨＰを専門家の指導で作成している。
	ＮＰＯ設立相談の実績がある。

●法人内部の強みを活かす
	専門家育成
	設立相談からコンサルタントへのレベルアップ

●法人内部の弱み
	法人の役割が理解されていない。
	ミッションが共有されていない。

●法人内部の強みを活かし、弱みを問題でなくなるようにする
	ミッション・ビジョンの再構築

●法人外部の機会・ニーズ・潜在的な顧客
	潜在的な起業家
	社会貢献をしようとする個人
	事業継続経営に困難なＮＰＯ法人


●機会を得チャレンジする。 顧客を創造する。 顧客のニーズは？  
	積極的な情報収集
	ＮＰＯ取材記者の育成

●法人の弱みは？
	行政指導
　　　　　　　委託事業による収益で経営するＮＰＯ法人にとって、最も脅威となる。
　　　　　　　自らのミッションを共有し行政と協働できる事業組み立てとしなければならない。
　　　　　　　
●弱みを補うには？   協働・役割分担・専門特化？
	コミュニケーションの拡大
	自主事業と委託事業の協働
　　　　　　　フルコストをチェック。

●記入者  感想
	スタッフに法人のミッション・ビジョンを伝える機会がなかなか得られなくて、進む方向が共有できていない。
	そのために、個人的な考え方・利害損得が優先されている。



[内部環境・外部環境]
  　内部や外部の法人をとりまく環境は、必ず変化します。
    ●内部環境変化
      スタッフの高齢化、退職、役員の交代など 
    ●外部環境変化
      団塊世代の高齢化、少子化、法令等の改定、ニーズの変化、価値観の変化など"  _
      必ず変化する環境に対して無関心であったり、対応を怠れば、法人の事業は必ず陳腐化し
ます。
    ●内外環境の変化を監視し、顧客のニーズや要求に対応した計画をする「マーケッテイング」が重要なのです。
      弛まないマーケッティングの努力が、新しい顧客を生む「イノベーション」につながります。_
       
法人が目指す高い倫理でのビジョン(社会の状態)と現在とのギャップを埋め、環境の変化に即応する日常の努力が社会改革を生みます。
                        

【　６．事業組み立て　】
　ロジックモデル

（プログラム出力例）
●事業名リスト  (定款に記載した事業)
1 クラウドファンディング
2 専門家研修・派遣事業
3 情報交換支援事業
4 委託事業
--------------------------------------------------------------------------------
●事業別  事業詳細●
================================================================================
●事業名  (定款に記載した事業)
· クラウドファンディング
●事業の内容
· ＨＰによるＮＰＯ法人の事業紹介
· 必要な事業資金を提示し寄付を募集
· 必要事業資金額に到達するまでは、集金しない。
· 寄付者へ事業資金寄付募集に関する契約書を送付する。事業資金の５％を事業法人の手数料とする。
· 事業資金の１５％をＮＰＯ活動支援活動費とする。
· 使用用途等詳細を資金受託ＮＰＯ法人に報告。
●事業を作業に分解したプロジェクト
1 ＩＴ管理事業  
2 ＮＰＯ法人評価表彰  
3 契約管理事業  
--------------------------------------------------------------------------------
1 ＩＴ管理事業
Ａ．プロジェクトの内容
クラウドファンディング
ＨＰの管理
利用者への説明と交流
情報の更新と連絡業務
Ｂ．直接の効果
地域外の人からの寄付。
寄付者と受益者とのコミュニケーション促進。
活動の公平適切な評価・表彰により、寄付者からみた寄付先の選択が容易にできる。
寄付者及び受益者それぞれ事業法人との契約による信頼と安心。
Ｃ．事業年度の成果目的  短期成果
寄付者が寄付先を選択できる。
Ｄ．２年目の成果目的  中期成果
当事業法人の仲介で、寄付者と受益団体の交流が盛んになる。
Ｅ．ビジョン達成に必要不可欠な成果目的  長期成果
多くのＮＰＯ法人との実績により信頼を得る。
非営利活動の情報交換の発信原となる。
--------------------------------------------------------------------------------
2 ＮＰＯ法人評価表彰
Ａ．プロジェクトの内容
公平な内部評価と外部評価の評価方法を確立。
自己評価をすることで、法人の内容を理解し、改善策を計画できるようになる。
優秀な法人のプレゼンと公開表彰のイベント開催。
Ｂ．直接の効果
寄付者が安心して寄付できるＮＰＯ法人を選択できる。
活動内容の理解が深まる。
Ｃ．事業年度の成果目的  短期成果
表彰できる法人を公募とアドバイスにより助成育成する。
Ｄ．２年目の成果目的  中期成果
活動報告プレゼン大会が開催される。
Ｅ．ビジョン達成に必要不可欠な成果目的  長期成果
定期的に活動報告プレゼン大会が開催され、寄付者とのコミニュケーションが盛んになる。
参加しようと思うＮＰＯ活動がみつかりやすくなる。
--------------------------------------------------------------------------------
3 契約管理事業
Ａ．プロジェクトの内容
寄付者と当事業法人との契約。
受益団体と当事業法人との契約。
寄付金の確定。寄付金の契約解除。集金方法。寄付金使用目的の説明。　活動成果につい
て説明。
イベント案内通知
寄付者と受益団体との仲介
Ｂ．直接の効果
寄付使用目的が明確になる。
寄付者と受益団体からの信頼獲得とコミニュケーションの拡大。

Ｃ．事業年度の成果目的  短期成果
寄付の具体的使用目的が明確な寄付先が提示される。
Ｄ．２年目の成果目的  中期成果
寄付が寄付者からの事業委託であるという認識がされるようになる。
Ｅ．ビジョン達成に必要不可欠な成果目的  長期成果
営利活動と同じように、非営利活動においても、受益者との契約により確実に実施されるようにな
る。
非営利活動が新たな産業として認知される。

================================================================================
●事業名  (定款に記載した事業)
· 専門家研修・派遣事業
●事業の内容
· 高齢者などに、さまざまな知識獲得の機会を設け、誰でもが、自ら他を支援する活動に参加できる仕組みを
構築する。
· 専門家の、ＮＰＯ支援コンサルとして活躍できるように派遣事業をする。ＮＰＯへは、無償、専門家には、報酬
を保証する。
●事業を作業に分解したプロジェクト
· 1 専門家育成  
· 2 専門家派遣  
· 3 マニュアル作成  
--------------------------------------------------------------------------------

1 専門家育成
Ａ．プロジェクトの内容
さまざまな専門家の育成
陶芸家、書家、人形作家などの講座開催ができる人材育成。
専門家の知識を活かし、事業を企業する人材育成。
お互いに教え合うことができる環境を構築。
専門家の工房を支援。
Ｂ．直接の効果
街中に、工房が増え、さまざまなものづくりの現場に会える
ネット上の、専門家情報から
直接会いに行くことができる。


Ｃ．事業年度の成果目的  短期成果
お互いに教え合う機会を提供する。
参加しやすい講座を開催する。
Ｄ．２年目の成果目的  中期成果
プロ専門家が多く輩出する。
専門家として高齢者や主婦が参加する。
街中に人気を集め活躍する人がいる。
Ｅ．ビジョン達成に必要不可欠な成果目的  長期成果
物をつくつている現場を見ることができる「ものづくり」の街になる。
--------------------------------------------------------------------------------
2 専門家派遣
Ａ．プロジェクトの内容
専門家を無償でＮＰＯ法人などに派遣する。
派遣専門家への報酬を保証する。
ＮＰＯセクターのマネージャー
マッチング仲介者
Ｂ．直接の効果
ＮＰＯ法人が専門家スタッフを獲得できる。
Ｃ．事業年度の成果目的  短期成果
専門家の支援を受けた団体の活動を評価・表彰する。
自分たちによるさまざまな講座が開催される。
Ｄ．２年目の成果目的  中期成果
ＮＰＯ法人の経営の質が向上し、確実な成果を生むようになる。
Ｅ．ビジョン達成に必要不可欠な成果目的  長期成果
高齢者や主婦に働く環境ができ、社会に参加しやすくなり活き活きしている。

--------------------------------------------------------------------------------
3 マニュアル作成
Ａ．プロジェクトの内容
専門家知識を自らマニュアルにして、異業種の事業に活かすことができる環境をつくる。
Ｂ．直接の効果
専門家の知識を得る環境ができる。
Ｃ．事業年度の成果目的  短期成果
さまざまな専門家マニュアルができ公開される。

例：
ＨＰ作成
健康レシピ
書道・陶芸入門
ＮＰＯ内部・外部評価てびき
ＮＰＯ会計てびき
Ｄ．２年目の成果目的  中期成果
他の異業種の事業と協同することで新しい活動を生む。
例：
高齢者嚥下対応レシピより
作成した日替定食宅配事業。
Ｅ．ビジョン達成に必要不可欠な成果目的  長期成果
専門家の言葉が、わかりやすいマニュアルとなっている。

================================================================================
●事業名  (定款に記載した事業)
· 情報交換支援事業
●事業の内容
· ＮＰＯ記者(コンサルができるＮＰＯ取材記者)を育成し、積極的に直接ＮＰＯ取材をして、広報や経営支援を
する。取材したＮＰＯや商店からの情報をＨＰに掲示したり、参加会員のＨＰ作成を支援する。
· 独自のサーバー運営によりセキュリティが高く、コマーシャルが入らないサイトを作成する。会員が書き換えできる
ＨＰ頁を提供する。
●事業を作業に分解したプロジェクト
· 1 ＮＰＯ取材記者育成  
· 2 ＳＮＳ・ＨＰ管理運営  
--------------------------------------------------------------------------------
1 ＮＰＯ取材記者育成
Ａ．プロジェクトの内容
積極的な取材により情報を収集する。
ＮＰＯの専門知識によるコンサルをする。
取材等のマナーをわきまえたコンサルタントを育成する。
Ｂ．直接の効果
ＮＰＯ法人が相談しやすい人材がいる。
異業種コーディネートによる事業提案がされる。
Ｃ．事業年度の成果目的  短期成果
記者を育成する。
コンサル研修
ＮＰＯ評価マニュアルが活かされる。
Ｄ．２年目の成果目的  中期成果
直接現場に行き共に問題解決できる人材がいる。
Ｅ．ビジョン達成に必要不可欠な成果目的  長期成果
ＮＰＯセクターにＮＰＯ法人をマネジメントする人材が輩出される。
--------------------------------------------------------------------------------
2 ＳＮＳ・ＨＰ管理運営
Ａ．プロジェクトの内容
一般的なSNSではなく、独自サーバーによる地域ＮＰＯと商店・企業参加の安全な情報サイトを
構築する。
Ｂ．直接の効果
安全に子供や高齢者でもアクセクできる信頼の情報網。
Ｃ．事業年度の成果目的  短期成果
地域ＮＰＯセクターで情報をマネジメントでき管理運営に活かす。
Ｄ．２年目の成果目的  中期成果
ＩＴによる高齢者等への連絡交信通信網ができる。
Ｅ．ビジョン達成に必要不可欠な成果目的  長期成果
地域のＴＶや新聞等のマスコミとも連携がとれ、災害時にも対応する安全安心の連絡網ができる。
================================================================================
●事業名  (定款に記載した事業)
· 委託事業
●事業の内容
· 法人のミッション達成に矛盾がない事業内容であること。
· 委託事業があれば確実な収益が見込まれる。
	
	協同事業となるように、クラウドファンディング(収益がある寄付者との契約による事業を法人自主事業とする。)　以外の事業を受託事業として受託できるようにする。
●事業を作業に分解したプロジェクト
· 1 委託事業  
--------------------------------------------------------------------------------
1 委託事業
· Ａ．プロジェクトの内容
· 当法人のミッションを達成するきょうどう協働事業となるように、再度事業計画を見直す。
· Ｂ．直接の効果
· 確実な収益の確保
· Ｃ．事業年度の成果目的  短期成果
· Ｄ．２年目の成果目的  中期成果
· Ｅ．ビジョン達成に必要不可欠な成果目的  長期成果
--------------------------------------------------------------------------------

●記入者  感想
	定款に規定した事業を達成するのに必要なプロジェクト(作業)に分解し、それぞれのプロジェクトでの短　期中期長期成果目的を設定する。
目的＝ビジョン(社会の状態)　目標＝事業目標(数値目標とした事業の達成度)と定義し、目的と目標の意味を位置づけた。


	特定非営利活動法人　○○ＮＰＯ中間支援センター


●ロジックモデルとは
　ロジックモデルでの作業手順
	
1. 定款に規定した事業をすべて書き出す。
法人のミッション・ビジョンに沿わない事業は、定款を書き換え廃棄する。
2. 定款に規定した事業ごとに、その事業に関するすべての作業を書き出し、事業を分解する。
3. 分解した作業（事業）ごとに事業内容を検討する。
4. それぞれの事業内容について、
「直接の効果」----事業をすることで、得られる直接的な効果　
（実行することで社会へ与える変化）
「短期成果」-----事業年度で得られる効果　（１年間の活動で得られる社会の変化）
「中期成果」-----２年目の成果目的　（期待され得られるビジョン）
　　　　　　「長期成果」-----法人が掲げるビジョン達成に必要不可欠な成果目的
　　　　　　　　　　　　　　　ビジョンを達成させるのに必要で必須な社会環境の変化へ対
応する準備である。
　　　　　　　　　　　　　　　ビジョンを達成させる為には、準備（周知・啓蒙・戦略的計画）
を、しなければならない。

5. 定款に規定した事業すべてが、ビジョン達成への事業であり相乗効果で強め合い関連性をもつようにする。
法人の効率化を図り、戦略的な事業計画とする。
法人が目指す成果は、社会へ貢献する「ビジョン」達成にある。
それ以外の活動は、廃棄する勇気をもたなければならない。
【　７．ビジネスモデル　】


●資源流通と工夫   法人と支援者及び顧客更に他団体(協働)との連携と助け合いによる資源流通

--------------------------------------------------------------------------------
[定款に記載した事業の事業名]
● クラウドファンディング
事業費用合計 [35,045,000]
事業収益合計 [36,550,000]
収益－費用   [1,505,000]
--------------------------------------------------------------------------------

1.  ＩＴ管理事業

Ａ．プロジェクトの内容
· クラウドファンディング
· ＨＰの管理
· 利用者への説明と交流
· 情報の更新と連絡業務

Ｂ．資源流通の工夫
· NPO法人へ知識・技術を支援すると共に適切な評価をし公開することで寄付支援先がわかる。
· 計画事業資金に寄付金が達した時点で、寄付金を調達する。
· 寄付者と事業法人とは、事業内容を明記した契約書により実施する。

Ｃ．資源提供者・支援者
· 寄付者
· ＩＴ技術者
· ＨＰ購読者
· 企業・商店主

Ｃ１．資源
· 寄付・専門知識
· ＨＰ購読顧客

Ｃ２．魅力・意義
· 情報獲得
· ＮＰＯ活動の認知
· 寄付先の選択

Ｄ．受益者
· ＮＰＯ法人
· 一般市民
· 起業家
· 企業CSR

Ｄ１．事業の目的  社会の状態・ライフスタイルの変化・価値創造
· 信頼できる寄付先の選択ができる。
· 地域ＮＰＯ情報が得られネットワークができる。

Ｄ２．サービス提供
· 専門知識
· 資源獲得(寄付・人材・知識)
· 商店等他団体の情報獲得

Ｅ．他の団体等との協働  役割分担
· 地域ＮＰＯ法人活動の認知度が向上し、一般市民から支援先を選択しやすくなる。協同のパートナーを探しやすくなる。地域情報発信から企業との情報交換ができるようになる。

--------------------------------------------------------------------------------
2.  ＮＰＯ法人評価表彰

Ａ．プロジェクトの内容
· 公平な内部評価と外部評価の評価方法を確立。
· 自己評価をすることで、法人の内容を理解し、改善策を計画できるようになる。
· 優秀な法人のプレゼンと公開表彰のイベント開催。

Ｂ．資源流通の工夫
· ＮＰＯ活動を広く広報することと同時に一般市民から活動評価を得るイベント。
· 企業・商店主から賞金を
· 提供していただき、協同事業の切っ掛けをつくる。
Ｃ．資源提供者・支援者
· ＮＰＯ法人
· 企業・商店主
· 支援者

Ｃ１．資源
· 情報
· 奨励金

Ｃ２．魅力・意義
· 広告
· 協同
· 活動意義確認
· 活動承認

Ｄ．受益者
· ＮＰＯ法人
· 一般市民
· ＮＰＯ支援者

Ｄ１．事業の目的  社会の状態・ライフスタイルの変化・価値創造
· ＮＰＯの活動を広報する。

Ｄ２．サービス提供
· ＮＰＯ活動が市民に評価される。

Ｅ．他の団体等との協働  役割分担
· ＮＰＯ活動を理解していただき、協同のパートナーを得る。
· 支援者は、安全な寄付先や参加団体をみつける。

--------------------------------------------------------------------------------
3.  契約管理事業

Ａ．プロジェクトの内容
· 寄付者と当事業法人との契約。
· 受益団体と当事業法人との契約。
· 寄付金の確定。寄付金の契約解除。集金方法。寄付金使用目的の説明。　活動成果につい
て説明。
· イベント案内通知
· 寄付者と受益団体との仲介

Ｂ．資源流通の工夫
· クラウドファンディング事業で支援者とＮＰＯ法人や企業家とを仲介。
· 支援者からみて安全な寄付先情報を提供。
· 寄付者と支援先とのマッチングを図り寄付活動を契約により促進する。

Ｃ．資源提供者・支援者
· ＮＰＯ法人　　支援者　　企業家	クリエーター

Ｃ１．資源
· 事業提案企画

Ｃ２．魅力・意義
· 資源獲得の機会

Ｄ．受益者
· ＮＰＯ法人
· 寄付者
· 支援者
· 企業家

Ｄ１．事業の目的  社会の状態・ライフスタイルの変化・価値創造
· 地域社会貢献

Ｄ２．サービス提供
· 活動に必要な知識・ノウハウ

Ｅ．他の団体等との協働  役割分担
支援者から委託され約束した地域貢献活動成果を契約により明確・確実なものとする。参加ＮＰＯ法人等へ
内部・外部評価の自主的な実施をうながし確実に成果をあげる団体へとレベルアップを図る。

------------------------------------------------------------------------------------------------------
[定款に記載した事業の事業名]
● 専門家研修・派遣事業
事業費用合計 [2,667,500]
事業収益合計 [2,620,000]
収益－費用   [-47,500]
--------------------------------------------------------------------------------

1.  専門家育成

Ａ．プロジェクトの内容
· さまざまな専門家の育成
· 陶芸家、書家、人形作家などの講座開催ができる人材育成。
· 専門家の知識を活かし、事業を企業する人材育成。
· お互いに教え合うことができる環境を構築。
· 専門家の工房を支援。

Ｂ．資源流通の工夫
· 専門家の知識を翻訳しＮＰＯ活動にマネジメントできる人材を育成。
· 輩出した人材は、コンサルタントとしての活動の機会を提供する。

Ｃ．資源提供者・支援者
· 専門家	介護士・保健士	ＩＴ技師	会計士	陶芸家・画家　　芸術作家

Ｃ１．資源
· 専門技術・ノウハウ

Ｃ２．魅力・意義
· 知識での地域貢献
· 専門分野ネットワーク

Ｄ．受益者
· 主婦・高齢者　　クリエーター　　学生

Ｄ１．事業の目的  社会の状態・ライフスタイルの変化・価値創造
· 自由な働き方ができる機会獲得
· 在宅就労
· Ｄ２．サービス提供
· 専門知識・ノウハウ

· Ｅ．他の団体等との協働  役割分担
· ＮＰＯコンサルとして活動。ＮＰＯと企業の仲介。
--------------------------------------------------------------------------------
2.  専門家派遣
Ａ．プロジェクトの内容
· 専門家を無償でＮＰＯ法人などに派遣する。
· 派遣専門家への報酬を保証する。
· ＮＰＯセクターのマネージャー
· マッチング仲介者

Ｂ．資源流通の工夫
· ＮＰＯ法人などに無償で専門家を派遣する。
· プロ活動としてレベルアップ。
· 異業種とのコラボ

Ｃ．資源提供者・支援者
· 当法人の講座受講生
· ＮＰＯ法人役員
· 会計士・介護士などの士業関係者
· ＮＰＯアドバイザー
· ＮＰＯコンサル

Ｃ１．資源
· 専門知識・ノウハウ

Ｃ２．魅力・意義
· ＮＰＯ活動連携
· 自己実現

Ｄ．受益者
· ＮＰＯ法人
· 企業家
· プロボノ
Ｄ１．事業の目的  社会の状態・ライフスタイルの変化・価値創造
· 事業に必要な知識を得やすい。
· チャレンジの機会が得やすい。

Ｄ２．サービス提供
· 地域貢献への参加
· 自己実現

Ｅ．他の団体等との協働  役割分担
· ＮＰＯ活動へ企業がもつノウハウや経験を活かす活動。
· 高いスキルをもつ高齢者や主婦が、社会貢献活動へ参加する。
· 専門家を派遣する。
--------------------------------------------------------------------------------
3.  マニュアル作成
Ａ．プロジェクトの内容
· 専門家知識を自らマニュアルにして、異業種の事業に活かすことができる環境をつくる。

Ｂ．資源流通の工夫
· 専門知識を分かりやすいマニュアル本として、そのノウハウをＮＰＯ活動へ活かす。
· 地域貢献活動へ取り組みへのきっかけとし、個人のチャレンジの機会とする。

Ｃ．資源提供者・支援者
· プロポノ	専門家	陶芸・画家などのクリエーター

Ｃ１．資源
· 分かりやすい専門知識やノウハウ

Ｃ２．魅力・意義
· 地域貢献参加

Ｄ．受益者
· 主婦　高齢者　学生　子供　商店

Ｄ１．事業の目的  社会の状態・ライフスタイルの変化・価値創造
· 誰でもが、社会貢献への機会を得られる社会環境がある。

Ｄ２．サービス提供
· 専門知識・ノウハウ
· クリエーターへの切っ掛け

Ｅ．他の団体等との協働  役割分担
· 分かりやすいマニュアルにより、専門知識を活動へ導入しやすくする。
--------------------------------------------------------------------------------
[定款に記載した事業の事業名]
● 情報交換支援事業
事業費用合計 [2,260,000]
事業収益合計 [2,780,000]
収益－費用   [520,000]
--------------------------------------------------------------------------------

1.  ＮＰＯ取材記者育成
Ａ．プロジェクトの内容
· 積極的な取材により情報を収集する。
· ＮＰＯの専門知識によるコンサルをする。
· 取材等のマナー倫理をわきまえたコンサルタントを育成する。

Ｂ．資源流通の工夫
· 取材による人脈・情報を各部門に情報伝達しマッチング作業をする。
· コーディネイトできる人材を育成し、埋もれている資源を発掘する。
· 専門家または専門家として育成された人材を記者として育成。

Ｃ．資源提供者・支援者
· 学生
· ＮＰＯ法人役員
· 主婦・高齢者

Ｃ１．資源
· 人材

Ｃ２．魅力・意義
· 地域貢献活動参加
· 自己実現
Ｄ．受益者
· ＮＰＯ法人　あらゆる個人　商店	企業

Ｄ１．事業の目的  社会の状態・ライフスタイルの変化・価値創造
· どのような人にも、チャレンジの機会がある。

Ｄ２．サービス提供
· 自己実現の機会

Ｅ．他の団体等との協働  役割分担
· どのような団体にも、専門家としてアプローチができる人材が排出される。

--------------------------------------------------------------------------------
2.  ＳＮＳ・ＨＰ管理運営
Ａ．プロジェクトの内容
· 一般的なSNSではなく、独自サーバーによる地域ＮＰＯと商店・企業参加の安全な情報サイトを
· 構築する。

Ｂ．資源流通の工夫
· 独自サーバーによる地域情報ネットワーク及び人材バンクを構築
· 地域資源の流通を図る

Ｃ．資源提供者・支援者
· 商店・企業　ＮＰＯ法人　ＮＰＯ記者　個人

Ｃ１．資源
· イベント開催
· 専門知識・ノウハウ
· マッチング情報
· 貢献事業参加先情報

Ｃ２．魅力・意義
· 地域貢献

Ｄ．受益者
· 一般市民
Ｄ１．事業の目的  社会の状態・ライフスタイルの変化・価値創造
· さまざまな地域における問題解決の窓口がＨＰより検索できる。

Ｄ２．サービス提供
· 窓口情報
· イベント情報
· 商店情報

Ｅ．他の団体等との協働  役割分担
· 災害時にも効果がある地域どくとくの情報ネットワークをつくること。
· 「困ったこと」情報に「やれるよ」情報で相互支援ができること。
· 新聞のように、一般市民日常の情報媒体となる。

--------------------------------------------------------------------------------
[定款に記載した事業の事業名]
● 委託事業
事業費用合計 [0]
事業収益合計 [0]
収益－費用   [0]
--------------------------------------------------------------------------------

1.  委託事業

Ａ．プロジェクトの内容
· 当法人のミッションを達成する協同事業となるように、再度事業計画を見直す。
Ｂ．資源流通の工夫

Ｃ．資源提供者・支援者

Ｃ１．資源

Ｃ２．魅力・意義

Ｄ．受益者
		

Ｄ１．事業の目的  社会の状態・ライフスタイルの変化・価値創造


Ｄ２．サービス提供


Ｅ．他の団体等との協働  役割分担
		
--------------------------------------------------------------------------------
	特定非営利活動法人　○○ＮＰＯ中間支援センター



●ビジネスモデルとは
ビジネスモデルでは、ロジックモデルで事業を分解した各事業（タスク）ごとに係る収益と費用を計算して計上します。

ここで、分解した事業に落ちがあると事業実施時に費用に当てる予算がなくなり事業が実施できなくなります。

非営利活動では、事業において、収益＜費用となることもあります。
しかし、実施する全体の事業での収益と費用の合計で、収益＞費用となればよいわけです。
どの事業で収益がある確認します。収益事業が確実に実施されなければ、事業は破綻します。この収益がある事業が最重要管理項目となります。

事業での人件費と事業に係る経費及び法人を管理するための人件費・経費を合計したフルコストでなければ、法人管理に係る費用がありません。フルコストをチェックします。

非営利活動では、受益者・支援者・事業者の連携と資源の流通の工夫がなければ、経営できません。
どのようにして、人材を動かし、資源を獲得するかの工夫により、人・資金・知識・情報などの資源を流通させます。
このビジネスモデルがなければ、事業は、健全に経営できません。




●ロジックモデル・ビジネスモデルから分かること
非営利活動には、第１の顧客としての受益者と第２の顧客として支援者が居ます。
それぞれの顧客のニーズや要求に資源(人材、知識、技術、物など)を最大限に活用して、答える事ができなければなりません。

法人事業全体として、利益＝＞収益－(事業費用＋法人管理費用)でなければ、継続した経営ができません。
非営利活動は、受益者に格安あるいは、無償のサービスを提供しようとするので、どのような事業で収益を上げるかは、重要な課題です。

事業が単独で終わるのではなく、法人のビジョンを達成させるように、連携した事業計画でなければ、効率が悪くなります。

それぞれの事業は、プロジェクト(作業)に分解し、作業ごとの費用と収益を計算します。この総集計と法人管理費用を加えたものが「活動予算書」になります。

「事業計画書」は、法人の目的と事業年度で目指す「短期成果」で事業を説明します。目的での成果は、「ビジョン成果」であり事業目標ではありません。

目的の成果は、「短期成果」で記載した活動の結果である社会の状態です。 
_
各事業の目標は、プロジェクトでの「回数」の欄の数値で数値目標としてあげることができます。

法人の活動評価は、ビジョンへの達成度で評価します。事業目標はビジョン達成への手段としての事業評価となります。
法人と支援者・受益者を結び資源を流通させることで連携させ、社会へ新しい価値やライフスタイルの提供をすることが法人の目的です。

この資源流通及び資源獲得の工夫が大切です。
「資源がないから活動できない」のではなく、工夫がないから活動できないのです。
                        [目的]＝[ビジョン]
                        [目標]＝[事業目標 (事業回数などの数値目標)]      





【　８．事業費用と事業収益　】
プログラム出力例

	
	
	
	

	
	
	
	

	●事業費用と事業収益   プロジェクトごとの費用と収益を計算する。
	

	
	
	
	

	--------------------------------------------------------------------------------------------------------

	
	
	
	

	定款に記載した事業名  [クラウドファンディング]
	
	

	  【 費用 】
	
	
	

	プロジェクト名  [ＩＴ管理事業]
	
	
	

	項     目
	回数
	単価
	費用

	                常勤1名
	1 
	3,500,000 
	3,500,000 

	              社会保険料等
	1 
	350,000 
	350,000 

	      サーバー等　事務機器レンタル
	1 
	130,000 
	130,000 

	               事務消耗品
	1 
	210,000 
	210,000 

	         クラウドファンディング
	24 
	1,200,000 
	28,800,000 

	
	
	合計 
	32,990,000 

	
	
	
	

	---------------------------------------------------------------------------------------------------------

	プロジェクト名  [ＮＰＯ法人評価表彰]
	
	
	

	
	
	
	

	項     目
	回数
	単価
	費用

	        活動報告評価表彰イベント
	1 
	100,000 
	100,000 

	         講師ハシリテーター謝金
	1 
	50,000 
	50,000 

	         スタッフ、ボランティア
	1 
	25,000 
	25,000 

	           活動評価 表彰状等
	1 
	80,000 
	80,000 

	                 特別賞
	3 
	50,000 
	150,000 

	
	
	合計 
	405,000 

	
	
	
	

	---------------------------------------------------------------------------------------------------------

	プロジェクト名  [契約管理事業]
	
	
	

	
	
	
	

	項     目
	回数
	単価
	費用

	            管理　非常勤1名
	1 
	600,000 
	600,000 

	                通信郵送
	1 
	50,000 
	50,000 

	               事務消耗品
	1 
	100,000 
	100,000 

	       ＮＰＯ評価報告　ＮＰＯ支援
	18 
	50,000 
	900,000 

	
	
	合計 
	1,650,000 

	
	
	
	

	---------------------------------------------------------------------------------------------------------

	定款に記載した事業名  [クラウドファンディング]  
	費用合計  
	35,045,000 
	

	
	
	
	

	  【 収益 】
	
	
	

	
	
	
	

	プロジェクト名       [ＩＴ管理事業]
	
	
	

	                  項     目                   
	 回数 
	        単価  
	      収益  

	クラウドファンディング寄付金]    
	24 
	1,500,000 
	36,000,000 

	                           寄付金]    
	5 
	50,000 
	250,000 

	                     企業・商店広告収入]    
	50 
	3,000 
	150,000 

	
	
	合計 
	36,400,000 

	
	
	
	

	--------------------------------------------------------------------------------------------------------

	プロジェクト名    [ＮＰＯ法人評価表彰]
	
	
	

	                  項     目                   
	 回数 
	      単価  
	      収益  

	 企業・商店特別奨励金]    
	3 
	50,000 
	150,000 

	
	
	合計 
	150,000 

	
	
	
	

	--------------------------------------------------------------------------------------------------------

	プロジェクト名     [契約管理事業]
	
	
	

	                  項     目                   
	 回数 
	        単価  
	      収益  

	
	
	
	

	
	
	合計 
	0 

	--------------------------------------------------------------------------------------------------------

	プロジェクト名              []
	
	
	

	                  項     目                   
	 回数 
	        単価  
	      収益  

	
	
	
	

	
	
	合計 
	0 

	
	
	
	

	--------------------------------------------------------------------------------------------------------

	
	
	
	

	
	
	
	

	--------------------------------------------------------------------------------------------------------

	定款に記載した事業名
[クラウドファンディング]  
	収益合計
	36,550,000 
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	定款に記載した事業名  [専門家研修・派遣事業]
	
	

	
	
	
	

	  【 費用 】
	
	
	

	プロジェクト名  [専門家育成]
	
	
	

	項     目
	回数
	単価
	費用

	                講師謝金
	6 
	50,000 
	300,000 

	              事務消耗品費
	1 
	15,000 
	15,000 

	                連絡事務
	1 
	15,000 
	15,000 

	               管理人件費
	1 
	70,000 
	70,000 

	
	
	合計 
	400,000 

	
	
	
	

	--------------------------------------------------------------------------------------------------------

	プロジェクト名  [専門家派遣]
	
	
	

	項     目
	回数
	単価
	費用

	          専門家派遣　24団体
	24 
	55,000 
	1,320,000 

	                事務管理
	1 
	130,000 
	130,000 

	
	
	合計 
	1,450,000 

	
	
	
	

	--------------------------------------------------------------------------------------------------------

	プロジェクト名  [マニュアル作成]
	
	
	

	
	
	
	

	項     目
	回数
	単価
	費用

	          マニュアル作成人件費
	10 
	50,000 
	500,000 

	                印刷製本
	150 
	1,000 
	150,000 

	                  宅配
	150 
	450 
	67,500 

	                消耗品費
	1 
	100,000 
	100,000 

	
	
	合計 
	817,500 

	
	
	
	

	--------------------------------------------------------------------------------------------------------

	
	
	
	

	
	
	
	

	--------------------------------------------------------------------------------------------------------

	定款に記載した事業名  [専門家研修・派遣事業]  
	費用合計  
	2,667,500 
	

	  【 収益 】
	
	
	

	プロジェクト名   [専門家育成]
	
	
	

	
	
	
	

	                  項     目                   
	回数
	   単価  
	      収益  

	           講座・研修　6回x25名x10
	250 
	1,000 
	250,000 

	           企業・商店事業賛同　寄付]    
	1 
	220,000 
	220,000 

	
	
	合計 
	1,720,000 

	--------------------------------------------------------------------------------------------------------

	プロジェクト名    [専門家派遣]
	
	
	

	
	
	
	

	                  項     目                   
	 回数 
	 単価  
	      収益  

	
	
	
	

	
	
	合計 
	0 

	--------------------------------------------------------------------------------------------------------

	プロジェクト名   [マニュアル作成]
	
	
	

	                  項     目                   
	 回数 
	 単価  
	      収益  

	                      マニュアル本販売]    
	300 
	3,000 
	900,000 

	
	
	合計 
	900,000 

	--------------------------------------------------------------------------------------------------------

	定款に記載した事業名  [専門家研修・派遣事業]  
	収益合計
	2,620,000 
	

	=========================================================================================================






	定款に記載した事業名 [情報交換支援事業]
	
	
	

	
	
	
	

	  【 費用 】
	
	
	

	プロジェクト名  [ＮＰＯ取材記者育成]
	
	
	

	項     目
	回数
	単価
	費用

	           講座・研修　人件費
	6 
	15,000 
	90,000 

	             資料・案内送付
	60 
	1,000 
	60,000 

	                消耗品費
	1 
	10,000 
	10,000 

	
	
	合計 
	160,000 

	--------------------------------------------------------------------------------------------------------

	プロジェクト名  [ＳＮＳ・ＨＰ管理運営]
	
	
	

	項     目
	回数
	単価
	費用

	           記者派遣　24団体
	24 
	50,000 
	1,200,000 

	           HP  管理人件費
	1 
	850,000 
	850,000 

	                消耗品費
	1 
	50,000 
	50,000 

	
	
	合計 
	2,100,000 

	
	
	
	

	--------------------------------------------------------------------------------------------------------

	定款に記載した事業名  [情報交換支援事業]  

	
	費用合計  
	2,260,000 
	

	
	
	
	

	  【 収益 】
	
	
	

	
	
	
	

	プロジェクト名              [ＮＰＯ取材記者育成]
	
	
	

	
	
	
	

	                  項     目                   
	
	
	

	
	 回数 
	        単価  
	      収益  

	              研修と講座６回x10名x3000]    
	
	
	

	
	6 
	30,000 
	180,000 

	
	
	
	

	
	
	合計 
	180,000 

	---------------------------------------------------------------------------------------------------------

	

	プロジェクト名              [ＳＮＳ・ＨＰ管理運営]
	
	
	

	
	
	
	

	                  項     目                   
	
	
	

	
	 回数 
	        単価  
	      収益  

	                       商店・企業広告]    
	
	
	

	
	30 
	10,000 
	300,000 

	                     商店・企業ＨＰ作成]    
	
	
	

	
	10 
	200,000 
	2,000,000 

	                        ＳＮＳ参加費]    
	
	
	

	
	300 
	1,000 
	300,000 

	
	
	
	

	
	
	合計 
	2,600,000 

	

	--------------------------------------------------------------------------------------------------------

	

	定款に記載した事業名  [情報交換支援事業]  
	
	
	

	
	収益合計
	2,780,000 
	







	定款に記載した事業名  [委託事業]
	
	
	

	
	
	
	

	  【 費用 】
	
	
	

	
	
	
	

	プロジェクト名  [委託事業]
	
	
	

	
	
	
	

	項     目
	
	
	

	
	回数
	単価
	費用

	
	
	合計 
	0 

	--------------------------------------------------------------------------------------------------------

	

	
	
	
	

	
	
	
	

	記入者 感想
	
	
	

	
	
	
	

	クラウドファンディング事業（ＮＰＯ法人寄付金交付と寄付者への仲介）は、当事業法人の自主事

	支援者(寄付)＋事業法人＋受益者に資源を流通させ、収益をあげるビジネスモデルを考える。

	委託事業があれば、収益に余裕ができる。

	法人収益事業をどのように設定するかは重要な問題。
	
	
	

	
	
	
	

	特定非営利活動法人　○○ＮＰＯ中間支援センター（仮例）
	
	
	

	
	
	

	
	
	
	


















【　９．事業計画書　出力例　】

[　　　　　事業年度 事業計画書]                                                                                2015/12/08
                                        特定非営利活動法人　○○ＮＰＯ中間支援センター
--------------------------------------------------------------------------------------

１．事業実施の方針
例
本年度は、設立当初であるので、広く活動の趣旨を伝え、ＮＰＯ法人会員の会員数の増加を図る。
最も収益が大きいクラウドファンディング事業と参加ＮＰＯ法人の活動報告広報イベントの成功を図る。

--------------------------------------------------------------------------------------
２．事業の実施に関する事項
特定非営利活動に係る事業
●事業名(定款に記載した事業)    [クラウドファンディング]
具体的な事業内容              
ＨＰによるＮＰＯ法人の事業紹介 必要な事業資金を提示し寄付を募集。必要事業資金額に
到するまでは、集金しない。 寄付者へ事業資金寄付募集に関する契約書を送付する。
事業資金の５％を事業法人の手数料とする。 
事業資金の１５％をＮＰＯ活動支援活動費とする。 
使用用途等詳細を資金受託ＮＰＯ法人に報告。


当該事業の実施予定日時      年間
当該事業の実施予定場所      インターネットサイト
従事者の予定人数               常勤１名 ボランティア


受益対象者の範囲               ＮＰＯ法人・寄付者
予定人数                          ＮＰＯ法人２４団体


事業費の予算額                  35,045,000
--------------------------------------------------------------------------------------



●事業名(定款に記載した事業)    [専門家研修・派遣事業]
具体的な事業内容               
高齢者などに、さまざまな知識獲得の機会を設け、誰でもが、自ら他を支援する活動に参加できる仕組みを構築する。 
専門家の、ＮＰＯ支援コンサルとして活躍できるように派遣事業をする。
ＮＰＯへは、無償、専門家には、報酬を保証する。


当該事業の実施予定日時      年間
当該事業の実施予定場所      相手先事務所等
従事者の予定人数               担当１名


受益対象者の範囲               ＮＰＯ団体
予定人数                          24団体


事業費の予算額                  2,667,500
--------------------------------------------------------------------------------------

●事業名(定款に記載した事業)    [情報交換支援事業]
具体的な事業内容              
ＮＰＯ記者(コンサルができるＮＰＯ取材記者)を育成し、積極的に直接ＮＰＯ取材をして、広報や経営支援をする。取材したＮＰＯや商店からの情報をＨＰに掲示する。参加会員のＨＰ作成を支援する。 独自のサーバー運営によりセキュリティが高く、コマーシャルが入らないサイトを作成する。会員が書き換えできるＨＰ頁を提供する。


当該事業の実施予定日時      年間
当該事業の実施予定場所      インターネットサイト 相手先事務所等
従事者の予定人数               担当１名

受益対象者の範囲               個人・寄付者等支援者 商店
予定人数                          訪問月２件以上

事業費の予算額                  2,260,000
--------------------------------------------------------------------------------------
●事業名(定款に記載した事業)    [委託事業]
具体的な事業内容              
法人のミッション達成に矛盾がない事業内容であること。委託事業があれば確実な収益が見込まれる。協働事業となるように、クラウドファンディング(収益がある寄付者との契約による事業を法人自主事業とする。)以外の事業を受託事業として受託できるようにする。

当該事業の実施予定日時      未定
当該事業の実施予定場所      
従事者の予定人数               


受益対象者の範囲               
予定人数                          


事業費の予算額                  0
--------------------------------------------------------------------------------------


















【　１０．収益・費用　事業別一覧　】
	科目
	クラウドファンディング事業
	専門家研修・派遣事業
	情報交換支援事業
	委託事業　　　(未定)
	事業部門計
	管理部門
	合計

	Ⅰ．経常収益
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	   1.会費
	0
	0
	0
	0
	0
	653,000
	653,000

	   2.賛助会員会費
	0
	0
	0
	0
	0
	1,582,000
	1,582,000

	   3.受取寄附
	36,000,000
	220,000
	0
	0
	36,220,000
	100,000
	36,320,000

	   4.用途制限付寄附
	250,000
	0
	0
	0
	250,000
	0
	250,000

	   5.助成金
	150,000
	0
	300,000
	0
	450,000
	0
	450,000

	   6.受託費
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	   7.事業収益
	150,000
	2,400,000
	2,300,000
	0
	4,850,000
	0
	4,850,000

	   8.その他収益
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	   経常収益計
	36,550,000
	2,620,000
	2,600,000
	0
	41,770,000
	2,335,000
	44,105,000

	Ⅱ．経常費用
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	   (1)人件費
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	   1.人件費
	625,000
	2,020,000
	2,140,000
	0
	4,785,000
	250000
	5,035,000

	   2.役員報酬
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	   3.給料手当
	3,500,000
	0
	0
	0
	3,500,000
	3,500,000
	7,000,000

	   4.法定福利費
	350,000
	0
	0
	0
	350,000
	350,000
	700,000

	   人件費計
	4,475,000
	2,020,000
	2,140,000
	0
	8,635,000
	4,100,000
	12,735,000

	   (2)その他経費
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	   1.諸謝金
	
	
	
	
	0
	0
	0

	   2.福利厚生費
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	   3.会議費
	0
	0
	0
	0
	0
	250,000
	250,000

	   4.旅費交通費
	0
	0
	0
	0
	0
	120,000
	120,000

	   5.業務委託費
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	   6.印刷製本費
	0
	150,000
	0
	0
	150,000
	350,000
	500,000

	   7.使用料
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	   8.通信運搬費
	180,000
	82,500
	60,000
	0
	322,500
	258000
	580,500

	   9.水道光熱費
	0
	0
	0
	0
	0
	120000
	120,000

	   10.地代家賃
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	   11.減価償却費
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	   12.消耗品費
	310,000
	115,000
	60,000
	0
	485,000
	258000
	743,000

	   13.図書費
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	   14.支払寄附
	28,800,000
	0
	0
	0
	28,800,000
	0
	28,800,000

	   15.支払助成金
	150,000
	0
	0
	0
	150,000
	0
	150,000

	   16.支払手数料
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	   17.研修費
	0
	0
	0
	0
	0
	80,000
	80,000

	   18.諸会費
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	   19.修繕費
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	   20.保険料
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	   21.雑費
	0
	0
	0
	0
	0
	
	0

	   その他経費計
	29,440,000
	347,500
	120,000
	0
	29,907,500
	1,436,000
	31,343,500

	経常費用計
	33,915,000
	2,367,500
	2,260,000
	0
	38,542,500
	5,536,000
	44,078,500

	  当期経常増減額
	2,635,000
	252,500
	340,000
	0
	3,227,500
	-3,201,000
	26,500

	
	
	
	
	
	
	
	




この表を注記に掲載する。
各事業別の収益・費用が分かるので、どの事業で収益が多いのかが分かる。
一般的な収支決算書では、事業ごとの内容が分からない。
活動予算書も事業別に収益・費用が分かる書き方とする。

事業費には、人件費と諸費用があり、費用の二分の一近くが人件費でしめている。
















【１１．内部評価・外部評価　】

プログラム出力例

【　内部評価・外部評価　】
活動成果について考察・チェックリスト
内部評価・外部評価について、どのように考えますか？


【　内部評価　】
1． ガバナンス　（意志決定・合意形成）

Ａ.　社員総会・理事会
問．社員総会・理事会の運営は適切か？
	役員選任・解任・任期・重任期間について適切な運営がされているか？

答．　普通（一般的な状態）
 (
社員総会・理事会の運営方法及び役員の選任・解任・任期は、定款に規定されています。
定款には、社員総会・理事会の権能として上記事項が規定されているだけで具体的な運営施工方法は規定されていません。
定款を補う運営規定（施工基準）を内部規定で定めておく必要があります。
理事会について、特定非営利活動促進法には、なにも規定されていません。
したがって、理事は選任しなければなりませんが、極端な場合理事会をおかなくてもよいのです。
社員総会については、特定非営利活動促進法に
（社員総会の権限）
第十四条の五
 　特定非営利活動法人の業務は、定款で理事その他の役員に委任したものを除き、すべて社員総会の決議によって行う。
とあります。
特定非営利活動法人の最高意思決定機関は、社員総会です。
)


















Ｂ．スタッフの役割と責任
問．スタッフの役割と責任が明確か？　チームマネジメントリーダーはいるか？

答．　まあまあ（特に問題点がなく良い状態である）
 (
新しい組織形態は、命令や上意下達ではなく、役割と責任の情報型組織。
多様な社会では、一人で成すことは難しく、チームワークは、大きな成果を生みます。
チームワークは、チームマネジメントによる経営により、専門分野の役割を分担することで、単独の管理者が指導する方法に比べて、管理能力の幅や管理の行き届く範囲を広げやすいです。
)







Ｃ．事業意義・成果目標
問．「我々は、何のために、何々をする」
　　ミッションが共有され明確な目的とビジョン達成の目標を立てているか？

答．　普通（一般的な状態）
 (
「ミッション」「ビジョン」の確立と共有がすべてのスタートであり、行動規範です。
事業は、ビジョン達成のための手段であり、事業を実施することが法人の目的ではありません。
法人の目的（ビジョン）は、定款の目的に記載されています。
この目的を、「事業実施とその拡大・成功である」としたのであれば、すでにスタートを誤っています。
)


















【内部評価】　　プログラム出力例

２．コンプライアンス（定款・内部規定・マニュアル・倫理・社会的責任等の遵守）

Ａ．会計規定・就労規定・組織風土
問．諸内部規定は遵守されているか？　組織風土は健全か？

答．　まあまあ（特に問題がなく良い状態である。）
 (
役員は、定款・諸内部規定を熟知している必要がある。
組織風土は、組織に大きな影響力をもちます。
自由に意見が言え、意見を取り上げる仕組みがある組織風土が必要です。
組織風土は、目に見えない組織の文化です。
)








３．マネジメント（資源・資産・リスクを管理し、効果を最大限にする手法）

Ａ.　ミッション・ビジョン
問．ミッション・ビジョンを全員が共有しているか？
　　日常それらが語られ話題となるか？

答．　普通(一般的な状態)
 (
ミッション・ビジョンを組織の行動基準とし、それに沿わない事項は実施しない、あるいは、廃棄するという強い意志と情熱が必要です。
情熱をもってコミットするマネージャーがいなければ、成果は上がらない。
)











Ｂ．人事
問．強みを活かした人事で、活き活きしているか？　役割と責任の人事か？　コミットする人材はいるか？

答．普通（一般的な状態）
 (
第一が仕事の中身をつめることである。
第二が候補者を複数用意することである。
第三が候補者の強みを見ることである。
第四が候補者の上司や同僚など複数の意見を聞くことである。
第五が発令の数ヶ月後「仕事の中身を理解しているか？」を確認することである。
新しいポストで何をやるつもりか？」を聞かなければならない。もちろん人事が失敗だったならば、元のポスト、あるいは、それに相当するポストに戻すことである。
人事の失敗は、動かされた者の責任ではない。動かした者の責任だ。
何人かの者が立て続けに失敗したポストは廃止することである。
（Ｐ・Ｆ・ドラッカー）
)














Ｃ．成果
問．活動成果の満足度・ビジョンの達成度などが外部評価から成果が評価されているか？

答．　普通(一般的な状態)
 (
何をもって成果とするか？
法人の目的は、法人が掲げるビジョンの達成であり、評価すべきは、ビジョン達成の度合いである。
事業は、ビジョン達成の為の手段であり、事業の成功は法人が目指す成果ではない。
事業は、数値で表す目標をたてることができる。事業の達成度はその数値より評価できる。
事業活動の結果、組織の外である社会へ如何に貢献したか、どの程度ビジョンを達成できたかは、
内部評価のみでは、評価できない。
法人の成果は、外部からの評価なくして、評価できない。
顧客・支援者・受益者からの声を積極的に聞かなければならない理由である。
)











【　外部評価　】

1． マーケッテイング（価値の提供）・イノベーション（改革）

Ａ.ミッション・ビジョンが共感され支援されているか？
問．ミッション・ビジョンとはなにか？
　　マーケッテイング・イノベーションとどのような関係があるのか？

答．　改善が必要(問題点を認識している)
 (
地域問題解決は、法人の使命。
法人が示すミッション・ビジョンにより、新しいライフスタイルと価値を提供し、活動が地域で必要とされ受け入れられていることが、法人の存在意義であり価値である。
現実とビジョンとのギャップを埋め、マーケッテイングにより顧客を創造し、イノベーションをおこす。
マネジメントは、マーケッテイングとイノベーションである。
)










Ｂ．提供するサービスや顧客対応など評価されているか？
問．積極的に顧客からの情報を収集しているか？
　　提供するサービスの見直しをしているか？

答．　改善が必要(問題点を認識している)
 (
今日提供しているサービスは、将来変わらず必要とされるとは限らない。すでに代替えできるサービスがあり、陳腐化しているかもしれない。
今日の成功は明日の成功を保証するわけではない。
顧客の声を聞き、鳥瞰的に内部・外部を見る視野をもち変化に対応しなければならない。
)










2． 他の団体・個人との情報交換・協働・パートナーシップ
Ａ．他の団体や行政との情報交換やパートナーシップが得られたか？
問．単独な活動でなく、他とのパートナーシップをもち、社会的な役割をもっているか？
　　個人からの情報も収集し、その強みを活かす支援をしているか？

答．　まあまあ（特に問題点はなく良い状態である）
 (
ＮＰＯ法人は、強みによる特有の役割をもって、社会を構成している公器である。
連携する活動とネットワークでＮＰＯセクターを構築し、他の企業セクターや行政セクターと対等なパートナーシップをくむ。
個人の要求に答え、支援することは、ＮＰＯ法人であれば、可能である。
多くの社会貢献活動は、最初の一人の努力によることが多い。その最初の一人にＮＰＯ法人は、そのネットワークを活かし知識とチャレンジの機会を提供することができる。
組織内においても、個人の強みを活かし生産性を高めることは、法人の使命である。
組織外の個人に対しても同様の使命をもつ。
)











Ｂ．地域社会で役割と責任を果たしているか？
問．組織の役割と責任はなにか？　　組織は社会のどの位置にいるのか？

答．まあまあ(特に問題点はなく良好である)
 (
ＮＰＯ法人は社会を構成している公器である。
法人の社会での役割や責任を、法人がもつ特有の強みで分担し、他の組織と連携し、ＮＰＯセクターを構成する。
社会において、どのような役割を負担しているのか？　社会でのどのような場にいるのかを認識している必要がある。
)













3． アンケート実施と情報収集
Ａ．外部の要求・要望・ニーズ
問．要求やニーズを掘り起こし顧客創造に努力しているか？

答．　改善が必要(問題点を認識している)
 (
少子高齢化、雇用の変化、など社会情勢や顧客のニーズは、常に変化している。その変化に対応できなければ、すべてが陳腐化する。
現状の変化は確実に将来に影響し社会を変える。つまり、現状の変化は、今起きている将来である。
将来を予知することは、難しいが現在起きていることから、予測することができる。
積極的な外部情報収集、たとえば、ＮＰＯ取材記者をおくなどして、顧客のニーズ、要求を収集する必要がある。
)









4． 受益者や資源提供者とのコミュニケーション
Ａ．コミュニケーション
問．顧客及び支援者に、コミュニケーションの機会をつくり連携と共助の輪ができているか？

答．　まあまあ(特に問題点がなく良い状態)
 (
支援者からの寄付等が、たとえ少額であったとしても支援者へのリターンを考えなくてはならない。
「リターン」は、活動報告、参加招待、受益者の声などが考えられる。
「共助の輪」は、支援者からの「できる情報」と受益者の「ニーズ情報」があり、それを仲介する
事業者との仕組みであり、コミュニケーションである。
)







5． 支援提供者と受益者の満足度？
Ａ．顧客は、満足しているか？
問．受益者・資源提供者・スタッフは、満足しているか？

答．　普通(一般的な状態)
 (
非営利活動において、最大の価値は、利益があることではなく。
受益者・支援者が満足し、更に事業者・スタッフが満足する社会貢献のことである。
三方よし「売り手よし、買い手よし、世間よし」でなければならない。
)


【　内部評価・外部評価　　自己評価　】
プログラムの出力例

	【評価点】
	自己評価点　　[改善が必要　(問題点を認識している)]
　　
	内部評価点　[６６]　　　　外部評価点　[６６]

	記入者感想
 (
法人の成果は、外部評価より評価される。
外部からの評価情報は、
積極的な外部情報
(
顧客の要求、ニーズ
)
を取得する努力をすることで得られる。
)
  

























【　１２．監査　】

12-1　監事の業務
     特定非営利活動促進法 第18条_
     監事は次に掲げる職務を行う
           一  理事の業務執行の状況を監査すること。
           二  特定非営利活動法人の財産の状況を監査すること。
           三  前二号の規定による監査の結果、特定非営利活動法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した場合は、これを社員総会又は所轄庁に報告すること。
           四  前号の報告をするために必要がある場合には、社員総会を招集すること。
           五  理事の業務執行の状況又は特定非営利活動法人の財産の状況について、理事に意見を述べること。
               監査というと会計監査だけが監査であるかのように誤解があるが、適切な運営がされているか法人の業務についても監査しなければならない。
               監事は理事会に出席して、意見を述べることも大切な業務です。

               活動計算書は、事業別に収益・費用が分かるように作成する。
               財務諸表の注記に事業ごとの収益・費用の詳細が分かるように記載すること。

               収支計算書では、非営利活動事業別の収益・費用の状態が分からない。
　　　　　　　 















12-2　会計監査
	プログラム出力例
[image: 監査1]
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【　１３．　評価　グラフ　】
	プログラム出力例
[image: 評価グラフ]

































	

	マネジメント

	「何によって憶えられたいか」の問い

	

自らの前にある機会と挑戦は何か、自らの拠り所、指針とすべき基本と原則は何かを考える。








	P.F.ドラッカーはマネジメントの父と言われている。そのメッセージは今もっとも社会が必要としていて、未来を予言する専門家の言葉だ。　　「もしドラ」はその言葉を分かりやすく翻訳した。　　　　　　　　　　　P.F.ドラッカー著上田惇生編訳　マネジメント　エッセンシャル版　より、そのメッセージを紹介する。






	okada

	2011/09/11




●もしﾄﾞﾗ　　　　　萌系の表紙　　
もし高校野球の女子マネジャーがドラッカーの「マネジメント」を読んだら
出版社　　　　ダイヤモンド社、　著者　岩崎夏海

ダイヤモンド社は、経済書・経営書を得意とする出版社。雑誌「週刊ダイヤモンド」などの出版も行っている。
「もしドラ」はこの会社にとっての「イノベーション」

●マネジメントの役割
①　自らの組織に特有の使命を果たすために存在する。それぞれの目的を果たすために存在する。
市場と個人のニーズ、すなわち消費者と従業員のニーズについて、予期し、識別し、満足させる。

②　働く人を活かす。「人は最大の資産」
生計の資、社会的な地位、コミュニティとの絆を手にし、自己実現を図る手段。
人の強みを生産的なものとすること。----　組織の目的

1. 自らの組織が社会に与える影響を処理するとともに、社会の問題の解決に貢献する役割。
マネジメントは、すでに知られているものを「管理する」---管理的活動
「企業家となる」　知られているものを陳腐化し、明日を創造する。---企業家的活動

●管理的活動と企業家的活動
マネジメントの仕事と組織は、それ自体が絶対的かつ無条件のものではない。
それらのものは、果たすべき役割によって決定される。

●企業(組織)(非営利組織)とはなにか。
企業(組織)の目的はそれぞれの企業(組織)の外にある。
企業(組織)は社会の機関であり、その目的は社会にある。

目的の定義は一つしかない。それは顧客を創造すること。顧客を満足させること。
企業が何かを決めるのは顧客である。

基本的な機能	それはマーケティングとイノベーションである。	
マーケティングとイノベーションだけが成果をもたらす。



組織とは、個としての人間一人ひとりに対して、また社会を構成する一人ひとりの人間に対して、何らかの貢献を行わせ自己実現させるための手段である。---マネジメントの正統性

組織の中の人間が成果をあげ貢献できるようにする組織構造は、すべて正しい答えである。
なぜなら、人のエネルギーを解き放ち、それを動員することが組織の目的であって、均整や調和が目的ではないからである。成果こそ組織の目標であり、その良否の判定基準である。

●マーケティング
マーケティングの目標は、二つの基本的な意思決定の後でなければ設定できない。　　

1 集中の目標と市場地位の目標である。
市場において、目指すべき地位は最大でなく最適である。

②顧客の欲求からスタートする。　　
すなわち顧客の現実、欲求、価値からスタートする。

「顧客が価値ありとし、必要とし、求めている満足がこれである」と言う。
マーケティングの理想は、販売を不要とし、おのずから売れるようにすること。

●イノベーションとは
	科学や技術そのものではなく価値である。　新しい満足を生みだす。
	組織のなかではなく、組織の外にもたらす変化。　外の世界への影響である。
	イノベーションは製品ではなく常に市場に焦点をあわせなければならない。

すでに発生していながら、その経済的な衝撃がまた現れていない変化がイノベーションの機会となる。

		イノベーションの戦略は、既存のものはすべて陳腐化すると仮定する。
イノベーションの戦略は、古いもの死につつあるもの、陳腐化したものを計画的かつ体系的に捨てること。


●利益
利益とは、原因ではなく結果である。
成果の判定基準。　不確定性というリスクに対する保険。　よりよい労働環境を生むための原資
社会的なサービスと満足をもたらす原資。
社会及び経済にとって必要不可欠なものとしての利益については、弁解など無用である。
●マネジャー
命令する権限ではない。貢献する責任である。組織の成果に責任をもつもの。
組織の目標を専門家の用語に翻訳してやり、逆に専門家のアウトプットをその顧客の言葉に翻訳する。

マネジャーは専門家のボスではない。
事業のマネジメント、人と仕事のマネジメント、社会的責任の遂行という三つの役割と、ただちに必要とされているもの(現在。短期)と、遠い将来に必要とされているもの(未来。長期)を調和させていく。

●マネジャーの資質
学ぶことができなく、後天的に獲得ができない資質、初めから身につけていなければならない資質が才能ではなく、真摯さである。　　「真摯さ＋信頼」

●人事に関わる意思決定
成果中心の精神を高く維持するには、人事に関わる意思決定こそ、最大の管理手段である。
組織のなかの人間に対して、マネジメントが本当に欲し、重視し、報いようとしているものが何であるかを知らせる。

●真摯さなくて組織なし
何が正しいかよりも、誰が正しいかに関心を持つ者をマネジャーに任命してはならない。
強みよりも弱みに目を向ける者をマネジャーに任命してはならない。
真摯さよりも、頭のよさを重視する者をマネジャーに任命してはならない。
部下に脅威を感じる者を昇進させてはならない。
自らの仕事に高い基準を設定しない者をマネジャーに任命してはならない。
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●組織とは、個としての人間に対して何らかの貢献を行わせ自己実現させるための手段。
●組織社会　多くの社会問題が個人や家族だけで解決が困難になった。
●知識社会　マネジメントの力　不可欠の道具、機能、機関として、仕事のプロが身につけておくべき常識、教養。
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特定非営利活動法人　　組織

●行おうとする事業が特定非営利活動に該当するか否かは、その法人が定款に定めた目的によって判断される。目的をどう定めるかは、重要な事項。

●自ら掲げた目的を果たすために活動する自由な市民活動。
目的により活動が制限される。

●特定非営利活動法人の特定とは、NPO法第2条第1項、別表の17項目の活動をいう。

●営利を目的としない自由な市民の公益な社会貢献活動。社会的使命の追及を目的とし、自発的、継続的に活動する団体。
●強みを生かし、その組織の特有の使命(社会的な役割)を果たすために存在する。

●自ら考え決断し参加した市民の集まりであり、フラットな組織である。

●組織は誰のものでもなく、社会のみんなのもの。

●特定非営利活動法人は、受益者の負担と支援者の負担という二つの財布をもつ。
支援者がいなければ継続的な運営が困難。

●支援者を募るために、透明な会計処理と広く広報する必要がある。

●非営利活動だから課税されないということはない。
NPO法上の特定非営利活動であっても、税法上の収益事業(34業種)に該当すれば、課税される。

●会計は、管理費と事業ごとに処理する。管理費とは、その法人を維持するための経費。

●社会を構成する一部である。

●他の法人との連携・協働により市民自らのセーフティネットを構築し新たな市民社会を創造する。

















もしドラのストーリー　　　http://moshidora.jp/　　　
　　　　　　　　　　　　　http://www.diamond.co.jp/book/9784478410233.html

●みなみが野球部のマネジャーになる動機
	純粋に、入院している友人有紀をはげまそうとした。有紀は野球部のマネジャー
	みなみは、実は野球を嫌っていた。

●「マネジメント」に出会う。
○マネジャーの資質　　　真摯さ　P129～130　
頁は、P.F.ドラッカー著上田惇生編訳　マネジメント　エッセンシャル版より
○組織の定義　　　　　「われわれの事業は何か」の問い。
わかりきった答えが正しいことはほとんどない。P23
「野球をすること」----わかりきった答え
○夕紀がマネジャーになった動機
夕紀が感動した小学校の大会決勝で、みなみがサヨナラヒットを打ったこと。
その感動をまた味わいたい。

●野球部のマネジメントに取り組む
○企業の目的と使命を定義する出発点は一つしかない。顧客によって定義される。

○「われわれの事業は何か」の問いは、企業を外部すなわち顧客と市場の観点から見て、初めて答えることができる。P23

○「顧客とは誰か」企業の使命を定義するうえでもっとも重要な問いである。
P23～P24
やさしい問いではない。答えがわかりきった問いではない。この問いに対する
答えによって、企業(組織)が自らをどう定義するかがほぼ決まってくる。P24

○「野球部員」も顧客　　すべての顧客が野球部に求めていたものは「感動」

○野球部の定義　　「顧客に感動を与えるための組織」

○野球部の目標　　「甲子園に行く」

○企業の目的は、顧客の創造　
その基本的機能は、マーケティングとイノベーション　P16　
○マーケティング
	販売に関係する全職能の遂行　
----　製品からのスタート　P17
	顧客が価値ありとし、必要とし、求めている満足がこれである　
-----　顧客からのスタート


●マーケティングに取り組む
現マネジャーで部員の信頼が篤い夕紀がマーケティングをするための段取りを精力的に組んでいった。
(直接みなみがやったわけでなく段取りをした。夕紀がそれを重要と理解し引き受けた。)
働く人に成果をあげさせる。P57
責任を持たせる。P74　生産的な仕事。　フィードバック情報。　
継続的学習が不可欠
	　　　　部員それぞれの「価値ありとし、必要とし、求めているもの」がわかった。-----　成果

○マネジメントの組織化
チームで行うようにしようとした。　トップマネージメントチーム
専門家　　専門家の言葉の通訳　P125　
　	
○イノベーションの機会
成長には準備が必要である。機会がいつ訪れるかは予測がつかない。
準備しておかなければならない。準備ができていなければ、機会は去り、他所へ行く。P262

○組織の目的は、人の強みを生産に結び付け、人の弱みを中和すること。P80

○人は最大の資産である。

○消費者運動はマーケティングにとって恥である。(練習をさぼる)


●人の強みを生かす
	監督　-----　専門家
	文乃　-----　専門家の通訳　　　新しい練習メニューの作成

○仕事を生産的なものとするもの
分析　プロセスとして編成　管理　道具

○自己目標管理　P140
強い動機づけをもたらす。　　
自らの仕事をマネジメントできるようになる。

○責任を組織する　　　
働きがい　チームごとのリーダに自己管理させた。　役割の担当を決めた。
責任をもたせるのに成功するのは、唯一の専門家である分野において、知識と経験が生かされる。


●イノベーション
イノベーションの実現　　「何を捨てるか」　　文乃の意見と監督の意見が一致
	
新しい指針の発表　　捨てるもの　----　高校野球が変わる
	
陸上部の女子キャプテンと二階正義がマネジメントチームに加わることによる活動の広がり。
他の部との合同練習　　陸上部　家庭科部　吹奏楽部　柔道部　
社会の問題についての貢献　　少年野球部　　私立大学との協力関係構築

· 感想
「もしドラ」は、専門書ドラッカーの「マネジメント」の解説書。専門書の通訳。
主人公みなみは、マネジメントチームリーダーとして、何をしたか。
具体的な活動は、文乃、二階正義、監督が実行していて、何もしていない。

　　チームをマネジメントしただけ、重要な場面で人事を決定している。

友人である夕紀は、みなみの最大の支援者。
　　友人夕紀の存在は重要。

　　真摯さと信頼がなければ、できないこと。
　　得た成果は、チーム、会場の観客、友人、関わったすべての人と共有した「感動」。
　　お金に換算できない。お金で購入することができない。価値あるもの。


　　組織は、役割と責任の組織であり、命令する権限の組織ではない。
組織の成果は、組織の外にもたらす変化であり、顧客を創造すること。
　　組織の目的は、人の強みを生産的なものにすることである。
　　組織とは、個である人間一人に対して、何らかの貢献を行わせ、自己実現をさせるための手段である。
　　組織は、貢献する個に対して報いようとする組織でなければならない。

　　「マネジメント」の意味がわかった。
　　　組織とは、何かがわかった。

　　　マネジメントは、遭遇する場面で、何をすればよいかを教える。
　　　常に行動をともなう躍動的な思考方法であると思う。














平成２８年１月４日　岡田　哲志





















非営利組織のマネジメント
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●マネジメントとは。

Ｐ・Ｆ・ドラッカーは、言います。
「マネジメントとは何か。諸々の手法と手品の詰め合わせか。それとも、ビジネススクールで教えるように、分析道具のセットか。
もちろん、道具としてのマネジメントも重要である。体温計や解剖学が、医者にとって大切であるのと同じである。
だが、マネジメントの歴史、すなわちその成功と失敗の数々は、マネジメントとは、何にもまして、ものの考え方であることを教えている」
（『チェンジ・リーダーの条件』）

マネジメントが、ものの考え方であり、組織管理・経営に使う事ができる誰でもが、使いやすい道具ではないのです。

このことを理解しないで、スタートすると、多分、マネジメントは、理解できないものになってしまいます。
マネジメントという専門書は、書いてあることは、理解しても、なぜそこに書かれているのか、何を言わんとしているのかが、まったく分からない。
何度か読み返す内に、書かれている事と、読み手である自分の状態、知りたいという事とが、合致したとき、なるほどそう言う事かと合点がいく。
それまでは、分からないままか、分かったような気がしていただけでした。















●マネジメント

１．「科学的管理法」     (物・製品からスタートしたマネジメント)
産業革命時にマネジメントの対象となったのは、物・製品です。生産効率を上げる為に、用具の標準化・生産手順の標準化・生産時間の標準化を図り、熟練工でなくても、取り組むことができるようにした。

組織内の管理項目は、製品の品質・量産・生産工程の改善・生産量・材料在庫管理・出荷管理・生産計画・原価管理・製品開発管理など。

組織の外である市場に対しては、製品の搬送・製品の販売方法と販売エリア・テリトリーなど。

すべてが内部からの視点で開始されるマネジメント。



２．「創造的機能」 (顧客からスタート)
作れば売れるという時代には、よりコストを削減し、大量に生産・消費することで、良かった。
この時代には、如何に製品を管理し生産するかが重要。その結果、今日物があふれ、ほとんどの物が身の回りにあり本当にほしいものは、ない。
物に作り手の思いはなくなり、一律どれも同じで差がない。
加工された物は、もとの形が分からなくなり、何から誰がどのようにして作ったのかが分からない。物に価値の差がなくなった。

どの工場も生産力と技術力は高い。単純に生産効率をあげ良い製品をつくるということでは、社会の変化に対応ができず、限界にある。
付加価値を付けて、他と差別化するには、もはや既存製品の性能向上や価格では対抗できない。

我々は何のために何をすべきか、最も大切にしなければならない価値は何か。という製品からではなく、顧客のニーズや社会への貢献と使命からスタートするマネジメントは、いままでにない視点と展開をもたらした。



「顧客からスタート」というこのスタートの違いが目的とする成果を製品のコスト削減や販売量や製品の善し悪しから、新しい価値を提供し、社会のライフスタイルを変え、いかにより良い社会創造に貢献したかに変えた。
さらに、個と組織及び社会との関係、個や組織のあり方や社会のあり方を変えつつある。
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●マネジメント 基本と原則  
(マネジメント エッセンシャル版 P・F・ドラッカー 上田惇生 編訳)
マネジメント＝管理・経営 という単純なことではない。
マネジメントのタイトルになぜ「基本と原則」とあるかが、分からなかった。



1. 組織   
組織はその成果を通じて、社会に貢献する。組織の存在に価値があるのではなく、その成果に価値がある。
組織は、社会を構成する要素である。
人が複数集まり、行動しようとするならそれは組織である。家庭もまた組織である。
すべての人が何らかの組織に所属して、自らの立ち位置を獲得している。
人は、まったく他の関係を断ち一人で居るということは、できない。
間接的直接的に組織に関与している。



1. 社会と個人と組織とマネジメント
個人は組織を通じて自己実現を果たす。それは、何倍にも増幅され、個々では、考えられない成果を生む。
組織は、個人に、その貢献に報いようとして、生活の糧と社会的地位、役割、自己実現の機会、社会貢献の機会を与える。
社会貢献をする組織に社会は、「自由と尊厳」を与える。
マネジメントは組織と個人に成果をあげさせる機関。

尊厳---自らの存在意義、大切な存在であるという自覚、他者との関わりでの人としての意義。

自由---他者から拘束されず、自己自身の意志に従って行動し自己実現を果たす。
何をしてもよいということではなく他者の自由をも尊重する。
自由と同時にあり切り離せない責任とは、自分の判断で自分の行動を律する態度と自らの行動の結果を他人に起因するとしないことを意味する。




1. マネジメントの役割
1. 仕事を通じて働く人を活かす。組織は、一人ひとりの人間にとって、生計
の糧を得る場。
1. 社会的な地位、コミュニティとの絆を手にし、自己実現を図る手段である。
1. 組織が使命・目的を果たせるようにする。


マーケティングにより、社会のニーズを検知し、価値を創造し提供することで社会貢献をする。社会の問題の解決に貢献する役割をもつ。

マーケティング---顧客の要求を理解し、販売という行為を不要にし、自然と売れるようにすること。

イノベーション---技術や知識の発明ということではなく、新しい価値創造により、大きな価値を提供し社会の行動やライフスタイルに変化をもたらすもの。

マーケティングとイノベーションは「顧客創造」に必要な基本機能



４．マネジメント・マネジャー
マネジメントは、明確な方向性(ミッション)と到達点のイメージ(ビジョン)をもっています。

意思決定は、このマネジメントがもつ方向に合っているか、そして到達点への一歩前進であるかを判断基準とします。

トップマネジメントも各部門のマネジメントも共有する使命（ビジョン）と目的(ミッション)を判断基準とし、どの部門においても意思決定に矛盾がないようにします。

マネジャーとは、ミッションを明確にし、ビジョンへと方向づけし、強みを活かして成果をあげさせ、その成果に責任をもつ仕事をする者を言う。

マネジャーの資質---ヒローやカリスマではない。  
[「真摯さ」だと、P・F・ドラッカーは言います。]
マネジャーの能力---目標設定能力、体系化する能力、動機づけ・コミュニケーション能力、評価測定能力、人を育てる能力。
真摯さ---先天的資質であり、学ぶことができない資質。一貫して変わることがない正直さ、誠実さを持つ人。何が正しいかだけを考え、誰が正しいかを考えない。

マネジメントは、命令ではなく、それぞれの責任において役割を果たす機能であり権力や権威ではない。
責任と役割の組織。
マネジャーは、信頼と責任において、マネジメントする。

権威は、その行動と決断についてくるもの、あるいは、マネジャーが元々持っていたものである。

権限は、マネジャーが信頼と責任において、どのように答え行動したかにより与えられる。
しかし、権威や権限でもってマネジメントするわけではない。

権威---その人の力量、周りが認める優れた人格、知識、技術を持つ者。
権限---組織が与えた他に及ぼすことができる力。
その組織外では意味をもたない力。
権力---地位と権限 



５．ミッション・ビジョン

明確なミッションとビジョンが共有されていて、それを基準として、価値を判断する。

こういう社風があれば、判断はかなり簡単に周囲の合意を得られ決断することができるはずだ。

組織に理想とする建前があり、個としては、本音(自己の利害)でもって行動する
理想と建前の組織は、行動に矛盾が生じ、精神は混乱し、組織は病む。

現代人は、何らかの組織に所属し、人と関わりをもち生活している。その関わりを無視して生活できない。

それなのに、利他を考えず、思考の基礎を自己の利益優先におき生活する。
この矛盾が、社会が、病み、精神が混乱する原因。
ある会議でのこと。いろんな意見がでて、「なるほど、それはいいね」と発言したら「言いくるまれてどうするよ」と声が聞こえた。

会議は、議論闘争ではなく、どちらが優位にたつとか、主導権を得るとか、勝利するとか、言い負かすということではない。
そのような会議において、会議に勝利したとしても、相手は、納得している訳ではなく、次の機会には、勝利しようと考えているに過ぎない。

良いと思っても賛成の意思を示すことなく、黙っている。
会議の結果は、誰がコミットし責任を負うかも曖昧なものになる。
また、だれも支援しようとも助けようともしない。

行動に繋がらない非効率な無駄な会議が何回も繰り返される。

すべては、明確なミッションとビジョンが共有されていないことに、起因する。

誰々が正しいではなく、ビジョンを達成させるに有効であり、我々のミッショ
ンであると言わなければならない。



６．意思決定
如何に意思決定をするかは、組織の運命を左右する。

決定がどのような結果をもたらすかは、未知であり、リスクをともなう。
しかし、決定をいちいち上司の承認を得なければならないのでは、時間がかかり、報告された時には現場の状態は、変化してしまう。

どの部門に置いても、部門で判断でき、即断できる組織にする必要がある。







即断することができる組織
1. 部門にチームマネジャーがいる。
1. ミッション・ビジョンが明確で、それを共有し重要とする社風・文化がある。
1. 個々の強みが活かされ、活き活きとしていて、積極的にコミットすることができている。
1. 傍観者でなく、自らのできることで、お互いをサポートし助けることができるチームがある。
1. 組織は、個を一方的に粛清・無視・左遷をしないという信頼がある。
1. 組織は、貢献する者には、仕事と生活の糧を保障し、貢献に報いようとする。
1. 誇りに思える明確な役割があり、それを担う責任と貢献の意識が高い。


７．生活習慣・積小為大

マネジメントは、考え方であり、目に見えて認識できる道具のように目には見
えません。

何か決断するとか、判断し行動しようとしたときに、マネジメントは、目に見
えて目の前にあるわけではありません。

ですから、マネジメントがどのようなものか、その基本が身についていなけれ
ば、誰でもが今までの思考方法で、物事をとらえてしまうので、マネジメント
は機能しません。

●生活習慣
糖尿病、脳卒中、心臓病、脂質異常症、高血圧、肥満など多くの病は、毎日の
生活習慣が引き金となる「生活習慣病」。

 (
健康長寿の最大の阻害要因となるだけでなく、国民医療費にも大きな影響を与えています。その多くは、不健全な生活の積み重ねによって内臓脂肪型肥満となり、これが原因となって引き起こされるものですが、これは個人が日常生活の中での適度な運動、バランスの取れた食生活、禁煙を実践することによって予防することができるものです。
（構成労働省HPより）
)  







生活習慣病の予防にかかせないのが、日常の生活での良い習慣。
と同じように、
日常の思考の仕方、考え方の習慣を自己中心的なものから、自己を律し、全体
を把握し状況情報を獲得して、自らが確信し揺るがない目的への一歩として、
決断行動する習慣の蓄積が成果を生みます。

日常の些細な事、些細な行動、何気ない言葉にも、その習慣から発するものは、
まったく違う意味をもつようになります。

その蓄積が成果を生むのであって、
偉大な成果は、突然にして成されるものはなく、日常の目的に向かっての一歩
の蓄積にあります。まさに、積小為大なのです。

肥満体であるので日常の生活習慣を改善しようと、運動しようとか、どのよう
にして減量しようかと思うのですが、なかなか続けることができなく三日坊主
になってしまいますが、少しでも生活習慣を改善しようとする意識をもち努力
することが、如何に大切かを、最近身にしみて思うようになりました。





















８．次のステージでの組織  「未来の組織」
どのような事であっても、突然何の関係もなく革新的なものが出現することはない。
すでにあり気にもかけなかった事やまったく違う分野にモデルがあったりする。

蟻や蜂の組織としての仕組み、どのようにして役割をもち営巣し、子孫をのこしているかは、
興味深い。


1. 蟻の社会
蟻には、それぞれの役割をもつ女王蟻、働き蟻(雌)、兵隊蟻(雌)、雄蟻がいる。

女王蟻は、雄蟻か雌蟻を生むかは、産み分けができるのだそうだ。

危険な巣の外にでて、餌探しをするのは歳をとった蟻で、若い蟻は外に出ないで、卵や幼虫の世話をする。合理的なシステムと思う。

蟻の社会でそういった分担やルールは、女王の命令(フェロモン)で、決定するのだろうか？

女王が計画をもって、組織組み立てをしているとも思われないから、その時の状態・温度・湿度など外的な情報の入力により、DNAプログラムにしたがって出力しているに過ぎないのかと思う。

餌を見つけた蟻は、臭いのついた分泌物で印をつけながら巣に戻り仲間に伝える。その情報は、鼠算式に全体に伝わる。
人間のように、個の思惑や考えを交えずストレートに伝達されるから、最初と全体に伝わった情報に変化がない。

それぞれの蟻は、その情報を受けて、それぞれの役割の仕事をする。情報がない時には、何もしないでじっとしているのだそうだ。
だから蟻は決まった役割以外の仕事はしない。

長期計画やミッションやビジョンもない。あるのは、外から餌があるとか敵が来たとかの情報や気温・湿度や仲間の数などの情報が入力で、その時の条件に合ったそれぞれ個の役割が正確な出力となって対処され、維持されているのかと思う。　

情報を入力とし、それに対応する明確な役割での行動が出力として、この社会を支えている。
  人の社会は、「こんなことしていて、いいのだろうか」「自分だけ負担が多い」
「やりたくない」など自己の利益を考える、そもそも役割を認識していないなど、するから、このようなシステムは、さらに複雑な人の組織組み立ての参考モデルにはならないと思うが、正確な情報伝達・情報認知とそれぞれがもつ役割分担が重要な子孫保存システムの要であることは、理解する。































1. P・F・ドラッカー  「未来の組織」
ドラッカーは、「未来の組織は、情報を中心とする組織、つまり情報型組織である。」と言っています。
（プロフェッショナルの条件 P・Ｆ・ドラッカー著 上田惇生編訳頁177～181）

ここに書かれている事も、最初読んだ時は、さほど気にならなかった。というより、何を言っているのかが、良く分かりませんでした。「組織とは、どのようなものか」ということなど、考えたこともなかったのですから。
      
さまざまな組織のあり方があるが、どの組織形態もうまく機能しなく難しく複雑な社会で、どうすれば良いかが分からず鬱々とした状態に、唯一希望がもてる未来の組織は、「情報型組織」なのだと、これを読んで確信しました。

      モデルとなるのは、オーケストラ。
          (プロフェショナルの条件  P・F・ドラッカー著 上田惇生編訳 P179～P181)
 (
柔軟性と多様性をあわせもつ組織
情報型組織においては、
(
略
)
それぞれの部門は、演奏すべき楽譜を知っているがゆえに共演できる。たがいに協力し合えるのは、権限によるものではなく、むしろ共通の情報をもつからである。
(
略
)
情報型組織は多様性を許容する。たとえば、同じ組織構造の中に、既存のものの最適化を担当するマネジメント部門と、既存のものを陳腐化し、今日とは違った明日をつくり出すことを担当する起業家部門とを共存させる。
従来の組織は、基本的には指揮命令の権限に基礎を置いていた。流れは上から下へ向かっていた。これに対し、情報型組織は責任に基礎を置く。流れは下から上へと向かったあと、再び下に向かって循環する。
情報型組織は、組織内の個人と部門が、自らの目標、優先順位、他との関係、意志の疎通に責任をもつときのみ有効に機能する。したがって情報型組織においては、みなが「いかなる貢献と業績が期待されているか」「何が責任か」「自分がおこなおうとしていることを、組織内の誰が知り、理解すれば、協力し合えるか」「組織内の誰に、いかなる情報、知識、技術を求めるべきか」「誰が、自分の情報、知識、技術を求めているか」「誰を支援すべきか」「誰に支援を求めるべきか」を問わなければならない。
従来の組織は、軍をモデルにしている。ところが情報型組織は、オーケストラに似ている。すべての楽器が同じ楽譜を演奏する。受けもつパートは異なる。いっせいに演奏するものの、同じ音を合奏することはめったにない。バイオリンの数が多いからといって、第一バイオリンがホルンのボスであるわけではない。第一バイオリンは、第二バイオリンのボスでさえない。しかるにオーケストラは、一晩に、演奏様式も楽譜もソロの楽器もみなまったく異なる曲を五つも演奏する。
ただし、オーケストラにあっては、楽譜はあらかじめ指揮者と演奏者に渡されている。企業にあっては、楽譜は演奏中に書かれていく。情報型組織の中の人間はみな、あらかじめ明確にされ、合意された目標をもって、楽譜を知る手がかりとしなければならない。したがって、目標と自己管理によるマネジメントすなわち目標管理が、当然のこととして、情報型組織を統合する原動力となる。
かくして情報型組織は、高度の自己管理を要求するがゆえに、迅速な意思決定と対応を可能にする。さらに柔軟性と多様性を内包する。
自己管理と責任からなるリーダーシップ
情報型組織のこのような利点は、組織内に相互理解と共通の価値観、なかんずく相互信頼があって、初めて現実のものとなる。
(
略
)
)




















情報型組織は、縦組織ではなく、権限や命令によるものでもなく、共通の情報をもち協力し合うフラットな責任に基礎を置く組織。

オーケストラの指揮者は、演奏をしない。
命令するわけでもなく。

作曲者の意図を最大限に引き出し、役割の小さな楽器をもひきたて、オーケストラの全体のできを素晴らしいものにするように演奏させ、演奏者と聴衆を一体とした感動へと導く使命と目的を持つリーダー。

演奏者は、それぞれ幼い時から訓練されたプロフェショナル。
指揮者が示す目標をもって、楽譜を理解し、プロフェショナルとして、自己を管理し最大の努力で、その期待に答えようとする。

相互理解と共通の価値観、相互信頼があって初めて現実のものとなり成果をあげることができる。情報型組織は、相互の信頼と責任に基礎を置くフラットな組織。




· フラットな組織   (ドラッカー プロフェショナルの条件 情報と組織 P179)

 (
従来の組織は、基本的には指揮命令の権限に基礎を置いていた。流れは上から下へむかっていた。
これに対し、情報型組織は、責任に基礎を置く。流れは下から上へ向かったあと、再び下に向かって循環する。
情報型組織は、組織内の個人と部門が、自らの目標、優先順位、他との関係、意志の疎通に責任をもつときのみ有効に機能する。
(ドラッカー プロフェショナルの条件)
)













· フラットな情報型組織

マネジャー ---「ボス」ではない。「人の仕事に責任を持つ者」でもない。
               組織の成果に責任を持つ者である。
               専門家として組織に貢献している人である。

マネジメント ---働き方(考え方)である。すべての従業員の働き方を意味している。それぞれの働き
		　　方を的確に行ったとき、組織の成果に最大の貢献をもたらすものと考えられる。 

     非営利活動法人 ---社会に貢献しようとして集まったフラットな組織

トップマネージャ ---オーケストラの指揮者。 組織の明確な使命と目的(楽譜)を示し、個々の強みを
			活かし、成果をあげさせ、その成果に責任を持つ者

マネージャの資質 ---信頼されていること。真摯であること。専門家であること。

スタッフ ---それぞれの部門において、自己管理し、部門での知識・技術の向上を目
指し、成果をあげることに責任をもつ。

情報型組織 ---命令による組織ではない。役割と責任の組織。お互いの信頼を基礎とする専門家組織。
ボスがいるわけではない。
相互理解と共通の価値観、相互信頼と責任に基礎を置くフラットな組織。














●「ものの考え方である」マネジメントとは。

１．チャレンジするマネジメント。
顔が違うように、人それぞれ考え方が異なる。
同じ組織内の同僚であっても、大まかには意見があっても、基本的な発想の元になるところが立場や地位・役割などにより微妙に異なっている。むしろそれが自然。

それを理解した上で、考えの方向・道を指し示し共有することで、行動の結果である成果がどのようなものかをイメージさせ、個々の強みを活かし組織を経て成果を上げ、その努力に報いようとし、さらに組織の外である社会に新しい仕組みと価値を創造させるのが、行動をともない、無常の社会にチャレンジするマネジメント。

マネジメントは、働く人を活かし、組織が自ら設定した使命やビジョンを達成させ、社会問題の解決に貢献する。

個を活かし、チャレンジの機会を与え組織を通して自己実現を果たさせ生活の糧を与える。個は全体の為に犠牲にならない。

組織は、社会を構成し、新たな価値と社会創造にチャレンジし、社会貢献することで自由と尊厳を得る。

これは、組織のあり方をいままでにない価値のあり方と社会の仕組みを指呼する。

こういうマネジメントは、単に理想でしかないのか？
ＮＰＯ法人でこのようなマネジメントが機能していることを聞いたことがない。

しかし、ＮＰＯ活動の次のステージで必要とされるのは、間違いなくこのマネジメントであり、全く新しい、価値創造のチャレンジなのだ。









２．自由と尊厳を獲得するマネジメント

· 自由度が高い  特定非営利活動促進法
ＮＰＯ法(特定非営利活動促進法)では、第１７条に特定非営利活動法人の業務は、「定款に特別の定めが
ないときは、理事の過半数をもって決する。」とあります。

NPO法を「理事会」で検索しても一行も検索に掛からない。
ＮＰＯ法には、理事に関する規定はあっても、理事会に関する規定がなにもないことが分かる。
また、「社員総会」については、総会の議決事項法第１４条５に「社員総会においては、第１４条の４
の規定により予め通知した事項についてのみ、決議をすることができる。

ただし、定款に別段の定めがあるときは、この限りでない。」とあり、社員総会での議決事項としてＮＰＯ法で規定されている事項は、「定款の変更法第２５条、定款の変更・解散及び合併　法第３１条」のみであり、他にない。また、法１４条５に「特定非営利活動法人の業務は、定款で理事その他の役員に委任したものを除き、すべて社員総会の議決によって行う」とあります。

役員の定数として、法１５条に理事３人以上監事１人以上を置かなければならないとあり、法第１２条
４「当該申請に係る特定非営利活動法人が１０人以上の社員を有するものであること」とあります。

このことから、特定非営利活動法人は、理事３人監事１人の役員を含む社員数(正会員)が１０人以上であれば、法人を設立でき、全ての意思決定を総会で議決するとして、理事会を置かなくてもよく、または、理事会主導の法人として、総会での議決事項を定款の変更、解散及び合併、事業報告及び活動決算と監事の選任解任のみとし、その他の議決事項を定款で理事会等での議決事項とすることができる。

ＮＰＯ法人は、法人の設立・運営にについて、環境や成り立ち、文化、歴史、活動に基づき自由な法人設立ができる。他の団体である一般社団法人・一般財団法人・公益社団法人・公益財団法人と比べても、法人設立・運営に格段に自由度が高い。

ＮＰＯ法人に対する行政の監督は、最小限に留め、「ＮＰＯは市民自らが監督し、育てていくものだ」という考えがある。行政の監督は、最小限にあり、法人設立・運営に自由度が高く、ＮＰＯ法人の多様性と活動の自由を認めている。
ＮＰＯ法そのものも、議員立法であり、市民が参加して制定した法律です。自由度が高い法人設立・運営ができることを市民が参加して獲得したものなのだ。



注)総会の権能  
NPO法人の最高意思決定機関は総会ですから、法定の定款の変更、解散及び合併のみでなく事業報告及び活動決算と監事の選任解任は、総会の議決事項としなければならないと思います。

法人の自由度が高ければ、それに見合った自律が必要です。法人監査について、より厳格に実施され総会で報告される仕組みが必要かと思います。








· 自由と自律
自由であるから、何の規律もなく、好き勝手に活動できるということではない。
自ら規定した定款と内部規定である総会規定や理事会規定をもうけ、法人の理念と進む方向を明確に示し、それらとＮＰＯ法を厳守することで自らを拘束する。定款は社会に公約した約束であり、自ら定めた活動のルール。

法人設立時に一部の担当が定款を定形で作成し、法人を設立してしまい、定款の内容は、形だけの説明で、誰も質問する人がなく、理事も定款の内容を理解していなく、法人の目的も共有されないで、活動がスタートしてしまうことが、あるのではと憂慮する。

コンプライアンス、マネジメントがスタート時から機能していなく、すべてが場当たり的に実施される。その都度改善されるとしても、根本となる基本が確立されていなければ、元の木阿弥、何度も失敗することになる。

ＮＰＯ法人にとって、定款は、自らの組織の構成と目的を社会に示し目的達成を契約し、組織を律し、法人活動の役割に責任もつことで自由と尊厳を獲得する重要な書類。










· 自由であるための社会的仕組み
自由であるために、ＮＰＯが自ら律する社会的な仕組みが必要です。
非営利組織は、それぞれが社会貢献の役割をもち、社会を構成しＮＰＯセクターを成している。
ＮＰＯ法人の経営にマネジメントが必要であるように、組織が集まって構成するＮＰＯセクターに、その活動を評価し、技術・知識を提供することでサポートし、組織に自由と尊厳を与えるマネジメントの仕組みが必要です。

自己評価するということも大切であるが、他者から評価されるということで、組織や個は、自由と尊厳を獲得することができるのであって、そうでなければ自己満足・欺瞞でしかない。

市民が身の回りの社会問題を自ら解決しようとし、その活動を特定の団体がということでなく、市民が評価し表彰する社会的なマネジメントの仕組みが新しい社会を創造する。

非営利活動をする組織の弱みは、資源獲得の手段に弱いというところにある。
対価を直接受益者からいただこうとしない経営は、営利活動をする企業より難しい。

市民によるＮＰＯ活動を評価・表彰し、資源獲得のサポートとマネジメントができる社会的な仕組みを構築することが、何より急務である。現状のままであれば、ＮＰＯ法人の活動は、自由がない小規模な運営にとどまる。

ＮＰＯ法人は、法第２９条所轄庁に事業報告等を提出しなければならい。とあり、法第３０条には、所轄庁は事業報告書等閲覧又は謄写の請求があったときは、都道府県又は指定都市の条例で定めるところにより、これを閲覧させ、又は謄写させなければならない。とあります。

現状では、ＮＰＯ法人の情報公開は、所轄庁を通して公開されるのが一般的であって、ＮＰＯ法人自ら公開している法人は少ない、また一般市民から法人の活動を評価・表彰する仕組みはない。
これでは、せっかく獲得した自由は、自由でなくなる。
自由は自らを律するところに存在する。

３．マネジメント 自己相似性
最近報道されるＮＰＯ法人の不祥事、これらの活動を未然に見抜き、誰も支援しなければ、そのような法人は自然淘汰される。
活動が悪いということを指摘するのでなく、良い活動を適切に評価し支援者に広報することで、法人は支援され、存続することができる。

社会は、自律し成果を上げる組織に自由と尊厳を与える。
組織は、個の強みを活かし組織を通して社会貢献させることで、個に自由と尊厳を与える。
自由な個が、多様性と柔軟性をもつ社会を構成する。

個と組織と社会の構造は、そのような相似性(フラクタル)をもつ。自然のあらゆるものは、そういう単純な自己相似性もつ。

全てに通じる無理がなく美しいと感じる形はそういうものではないかと思うのです。
個の可能性は、組織の可能性であり、社会の可能性である。個の可能性は、全体を含み、成して終わりということがない無限の機会とチャレンジと可能性を含むのです。





自己相似性
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      モデルとなったシダの葉           　ンピュータで計算し描画したもの   　　　　　　　　　　　　
部分と全体が相似である 自己相似性
(ウィキペディアより引用)                              (かたちの科学より 引用)


個は全体と同じであり、あらゆるものを内蔵し、無限の可能性をもつ。
「できない」「だめだ」と思うネガティブ思考は、単なる思い込みにすぎない。

４．マネジメントはトップだけのものではない。
どのような成り立ちの組織であっても、社会貢献という目的を達成できる組織であればＮＰＯ組織のあり方は、こうでなければならないという形式や方法があるわけではない。

· 独裁組織
独裁組織であっても、目的に魅力があり共有され、組織が向かう方向を明確に示すことができ、成果が表れ目的達成の意義が実感できれば、そんなリーダーの無理難題な要求に従う人もいる。

「私に報告なく勝手にやるな。勝手にやる者は、即排除する。」と言うようなリーダーであっても、その事業が、その時に人気があり、行政支援があり地域で盛大に行われていて、次々に参加したいという人がおるような状態ならば、即決即断で意思決断ができ、効率的で良いし、決断が良くも悪くもないものであっても、事業に勢いがあれば、不思議なことにそんなリーダーを支えるプレーンがいて、それなりの成果をあげたりする。
また、支えるブレーンがいなければ、機能しないのであり、リーダーのみではない。

事業そのものに魅力があったから成果を上げることができるが、事業が衰退するか資金が尽き、事業に勢いがなくなってくると、消滅するか、名前だけの休眠組織になってしまう。

独裁組織のリーダーは、支配するリーダーであってマネジメントとは程遠い。マネジメントは支配することではない。

トップリーダへ集まる情報は、都合が良い情報は直接集まるが都合が悪い情報は、陰口として集まる。
こういうリーダーは、誰も信用していないのだが、なぜか陰口は、信用する。
それは、マネジメントであり得ない。

ブレーンによるマネジメントも順調な時は、良いのだが、うまくいかなくなると、ブレーンを信用していないリーダーであることを知っているから、一気にモチベーションが下がり全てが無気力になり惰性的で生産性がなくなる。独裁的なリーダーでさえも、ブレーンが居なくてはなにもできない。

· 一人ではない
一人でこつこつ腕に磨きをかけ、大成した陶芸家、画家、書家などであっても、まったく一人で、成すということは、まずあり得ない。
不遇な時に、生活を支え、その手順や方法を教えた者がいる。また、他からの評価と支えがあって社会から本物であることを認知されるのであって、一人では、できない。
個の強みを活かしてサポートし自己実現を果たさせるのは、マネジメントである。
そういうマネジメントがあったからこそ、やることができたのだ。
· リーダーの目
「何か問題はないかね」と、現場に来るたびに質問する。そう言われて、自分がした仕事の不具合を報告する人がいるだろうか？

告げ口には、恣意的な感情や、誇張がともないそのまま信じるには、値しない。
このリーダーにとっての情報収集は、その程度しかない。

問題が発生したその時でまだ問題が隠れていない時期に素早く発見し、適切な処理をすれば、全体に支障が及ばす早期に問題が収束するし、対処もしやすい。

この時点では問題は隠れず現れているのだから発見しやすい。それでも問題に気がつかないで、進行してしまうとか、気がついても躊躇していて対策しないでいれば、その問題を解決するのに、問題があった欠陥の上に作られた何の不具合のないものまでを取り除かなければ、深部にある欠陥を改善できなくなり、取り返しがつかない状態となってしまう。

欠陥が深いところにあり全てをやり直さなければならないこともある。

問題は、早期に発見し、早急に対策しなければならない。問題の報告を待っているのでは、手遅れになる。リーダーは、全体の状況を把握していて、現場での不具合は、一見して見抜く力と、即改善する勇気がなければならない。

鳥瞰的な視野と、「我々は何をしようとしているか」の目的を常に念頭におき、瞬時の判断ができなければならない。
しかし、全て万能である人は、いない。一人の人に入ってくる真の情報は、少ない。全てを見通せる視野をもつことも、たやすくできることではない。これを解決するのが、チームマネジメント。

異なる強みと視野をもつ者複数でマネジメントを分担する。トップは、それらを総合判断して、マネジメントをする。

マネジメントは、トップマネジメントのみでなく、各部門においてもマネジメントが機能しなければならない。各部門に全体と全体のどこに位置するかを見る目をもつマネジャーがおり、マネジメントが機能していなければ、情報が遅延したり途切れたり、情報そのものが発信されない。




５．フラットな組織のマネジメント

· フラットな組織
一般的に組織図を書くときは、上に最高決定機関あるいは、最高責任者を置き、命令系統ごとに下へ部署を置く階層型組織図が描かれるのが普通。

部署と部署を繋ぐ、命令系統を示す線は垂直線で上から下に繋げる。繋がりが複数あれば、その垂直線を水平線で繋げ束ねてから上の部署と繋ぐのが一般的である。

対等な部会を複数置き、部会と部会が情報を交換しあい相互に支援しながら活動するという意味で、それぞれの部会を直接水平線で繋げた組織図を作成した。これを見て「この水平線は何か？このような組織図はありえない。作り直せ。」と言われた。

ＮＰＯ法人設立には、社会問題に取り組もうとする有志があつまり役員を構成する。もともと、ＮＰＯ法人の理事は、全員が法人の代表権をもち、その議決権は平等で対等である。
株式会社のように持ち株で議決権に差があるということはない。
ＮＰＯ法人の組織は、各事業部は、対等で、上下の関係がなく、相互に連携して活動する組織となるのではないでしょうか？

縦組織ではないフラットな組織は、従来の組織図では、表現が難しい。
つまり、どのようなものかが、まだ社会に認知されていない新しい組織形態なのだ。
  
認知され共有されていないものを説明するのは、難しく、困難をともなう。




· 役割と責任
法人の設立は、志を同じくする者に声かけし、参加を呼び掛ける。集まった者は、さまざまな経験と知識をもち、他の団体の役員であるというような背景をもっている。

設立時の経緯や状態・人事がどのようであったかにより、法人の性格や意思決定の仕組みなどが、その時にすでに定款より先に暗黙のうちに出来上がっている。これは、後に議論で変わるようなことがない力として、後々まで、大きな影響力で法人経営に作用する。後になって変えようとすると、かなりの抵抗を受け難しい。

非営利組織の人事は、難しい。
理事は全員が対等で平等であるから、理事長・副理事長・常務理事・事務局長などの役職は、権威や権限の上下ではなく、それぞれが果たさなければならない役割と責任を表す職名となる。だから、役職への任命は、役割を実行することができる強みや経験・知識とくに信頼から選任されるべきで、役員全員に何らかの役割を分担させ、コミットできる組織環境とすべきだと思う。

組織の成功は、適切な役割分担と情熱と行動でもって、コミットする役員が居て、それを支えるブレーンと支援者が居るか否かに掛かっている。
組織マネジメントは、相互に支援できて、担当者が責任を持って働くことができる、そういった環境を構築できるかが重要になる。



６．コミュニケーションの成立
議論をする。相手を言い負かす。論争をする。などは、徒労であり無駄な努力でしかない。
議論で勝っても相手には、本当に大切なところが、伝わっていて納得したわけでなく、次の機会には、勝つことを考えるにすぎない。

こちらの伝えなければならない事は、相手が聞く準備が整っていなければ、伝わることはない。準備ができ心のドアが開くまで、それまでひたすら聞く側になり、相手の状態、要求が何なのかを観察しなければならない。相手の要求から話せば、相手は理解する。それからがコミュニケーションのスタート。

ＩＴに詳しいスタッフが、画像処理ソフトの使い方や解像度とか画像の縮小拡大について、説明した。
ＩＴ関係の専門用語は特にそうだと思うがやたらとカタカナで表記する横文字が多い。
説明の最初から最後まで、英単語の羅列で、まったく何を話しているのか理解できなかった。その知識には、すごいと思うし、その人の実際の画像作品等はすばらしものだった。だから理解しようと努力したが、分からないままであった。

ＩＴ技術に限らず、専門用語で説明されるものは多くある。専門用語は、その語句に読んだ発音のみでなく、一つの概念・考え方を表しているから、単語のみ知っていても、その単語が表すものを知らなければ、まったく理解できない。話しては、聞き手がどの程度その知識があるかが分からなければ、そういった単語は使用しないで、話さなければ、相手に伝わらない。
相手を見て相手の言葉で話さなければ、決して通じないのだ。

人は、それぞれが、その人なりの物の見方や考え方をもっている。さらに、その人の立場・地位や背景・所属団体なども考え方に影響する。
基本的に最初から自分と見方考え方が同じであるということは、ありえない。
相手を理解し、なぜそうなのかを知ることが、コミュニケーションのスタートなのだ。

感動という体験を共有することが、そのプロセスを含む全体の理解に繋がり、設定した使命と目的が意味する物を明確にする。言葉の意味と行動とを結びつける。

コミュニケーションと行動体験の積み重ねが、組織の価値を高め文化を創る。
コミュニケーションから行動体験へと繋がって初めて真のコミュニケーションが成立するのだ。
   体験し感動を共有することが、最もよく双方が分かりあえる。
· 「和を以て貴しとなす」
「わをもってとうとしとなす」聖徳太子が制定した十七条憲法の第一条に出てくる言葉。
 (
一曰、以和爲貴、無忤爲宗。人皆有黨。亦少達者。以是、或不順君父。乍違于隣里。然上和下睦、諧於論事、則事理自通。何事不成。
一に曰く、
和
（やわらぎ）を以て貴しと為し、忤（さか）ふること無きを宗とせよ。人皆党（たむら）有り、また達（さと）れる者は少なし。或いは君父（くんぷ）に順（したがわ）ず、乍（また）隣里（りんり）に違う。然れども、上（かみ）和（やわら）ぎ下（しも）睦（むつ）びて、事を論（あげつら）うに諧（かな）うときは、すなわち事理おのずから通ず。何事か成らざらん。
(ウィキペディア)
)










これは、コミュニケーションの極意。また現代に継承されている日本の文化だと思う。

「和」とは、皆と同じであるようにするとか、自分の意見を言わず大勢に従うとかでは、ないのであって、
相手に逆らって、言い争うとか言い負かす、言い含める、強引に自説を通す、というような事をしないということ。

言い争う論争をするということでなく、相手の言い分を聞き、なぜそうなのかを考え相手の真意を察し、極端な判断をしないで、自らの目的とを擦り合わせして、合意を図ること。
これは、相手に逆らうということではなく、相手に近づき、真の要求が何であるかを考え、相手を思うこと。
相手を敵と見るのではなく、争うことなく、差別なく自らとは違うものを覆い包み込む寛容な精神。

  協働、共存、共助は、そういう精神なくて、成果を成さない。
 (
十曰、絶忿棄瞋、不怒人違。人皆有心。々各有執。彼是則我非。我是則彼非。我必非聖。彼必非愚。共是凡夫耳。是非之理、
詎
能可定。相共賢愚、如鐶无端。是以、彼人雖瞋、還恐我失。、我獨雖得、從衆同擧。
十に曰く、忿（こころのいかり）を絶ちて、瞋（おもてのいかり）を棄（す）て、人の違うことを怒らざれ。人皆心あり。心おのおのの執れることあり。かれ是とすれば、われ非とす。われ是とすれば、かれ非とす。われ必ずしも聖にあらず。（略）
(
十七条憲法の第十条  
(ウィキペディア)
)
)











さらに、十条には、人はそれぞれ違った思いがあり、人と自分が違うことは、極自然な事だ。違うからといって怒ることのないように。いつも自分が正しいということもないのだから。と言っている。

 (
十七曰、夫事不可獨斷。必與衆宜論。少事是輕。不可必衆。唯逮論大事、若疑有失。故與衆相辮、辭則得理。
十七に曰く、夫れ事独り
さだ
断
むべからず。必ず衆（もろもろ）とともに宜しく論（あげつら）ふべし。（略）
(
十七条憲法の第十七条  
(ウィキペディア)
)









また、そのように、意見の違いがあるということだから、何事も一人で判断することなく、必ず皆とよく話し合うことが大切だ。といっている。

 (
十七条憲法
十七条憲法
では、第一条と第十条、第十七条にそれぞれ協調の精神が謳われている。そこでは、議論をする事を通して、皆で正しい道理を見つける態度。その背景に「共に
凡夫
 
のみ」という自覚を元にする仏教的な人間観がある。
(
十七条憲法  
(ウィキペディア)
)








· 「和して同せず」
  「仲良くするが、意見は違う」という意味では、ないと思う。
相手と違うからといって相手を中傷したり、非難したりするということをせず、心を開いて、意見を聞き、相手の存在を尊重し、争うことなく、相手の立場言い分を考え解決策をたてるが、利己でなく自らが確信している事、貢献の使命目的に沿わない事には、安易に妥協したり、協調したりせず、誠意をもって説明し、凛とした態度で対応する姿勢。



[君子は和して同ぜず 小人は同じて和せず]「論語・子路」が出典だそうだ。
君子は誰とでも調和するものだが、道理や信念を忘れてまで人に合わせるようなことはしないということ。

  意見が異なること、利害が相反することがあれば、和することはできないはずで、
「仲良くするが、意見は違う」と言うような、本音と建前では、精神が安定せず、良い結果とはならい。

元々相手と相違があるのは、必然。その距離を埋めようとする努力がなければ、争いを生む。
相手を思い真意を理解することで、解決策を考える双方理解の歩み寄りが「和」を生む。
双方理解の歩み寄りがなければ、「和」は生まれない。



· 日本
日本的な考え方というのは、西洋とも大陸の中国・韓国さらに米国とも違うようだ。
      	浅学な私には、その違いを述べることは、難しいのですが、最近特にそう思います。
      	確固な個の確立からスタートして、全てを理解しようとする考え方と、個である自分も含めて鳥瞰的に俯瞰した見方からスタートするのでは、同じ物を見ていてもかなり異なってくる。
        むしろ、まったく異なった世界を見ているといっても良いと思う。
  
        大陸でのように、何度もの侵略に合い、文化・歴史までも奪われてしまい、負けてしまえば民族が入れ替わってしまうような環境では、自己の要求を明確に主張し妥協しないのが勝利であり、相手の主張に納得や妥協するとか、譲れば、負けで、全てを失う。
そうであれば、妥協しない、譲らない、納得しないということが思考の基礎と
なるのは必然なのだろう。
本心納得できても絶対に言葉にしないのだ。
相手に弱みがあれば、論旨となんの関係もなくても、徹底的に追及し追い込む戦略にもなる。
相手に勝ということに価値がある。
個とその周りの世界との葛藤、それらを調整・論理づけ絶対的なものとして定義する思考は、それらを思考する個が世界よりも優れているという立場からスタートする。

「和を以て貴しとなす」とし、「争うことなかれ」としたことは、世界的に見るとかなり特異な思考なのかと思う。争いをさけ、勝ち負けではなく、曖昧であっても調和・平和と寛容に価値を置く。
元々世界は、混沌であり、人知では、とらえようのないものだからというところからスタートする。たぶん、世界に同様な思考法はないのではと思う。

和を以て貴しとするには、鳥瞰的に俯瞰した見方で、全体を把握する必要があり、俯瞰した見方で、全体から自己をみるので、自己より全体の方がはるかに大きくみえます。
ですから危機に合った時には、自己より全体の調和が優先され、自己のできることで全体に貢献しようとする思考方法かと思う。

特に自己犠牲から貢献するという発想ではなく、俯瞰した情報から最善であると自然と判断するものであり、１０００年の文化なのだと思う。



最近、高齢者の孤独死や餓死まである社会状況、個々がばらばらで繋がりが希薄な社会、子どもへの虐待、奇異な事件など、どうもおかしい。
新聞やテレビの中の事で関係ないと思っていたが、そうでなく身近に影響が及んできた。
社会が病んでいる。日本の文化が汚染されて病んでいるのが原因に違いない。
日本特有の考え方、文化を取り戻さなければならない。










2. 震災  未曾有の自然の脅威、津波が奪うことができなかったもの。
     2011年3月11日東日本大震災。この震災後、震災前とは、生活や価値観が変わったと言う人が多くいる。
何もかしこも、無くなってしまって、住む家もない状態、大きな生活の変化を虐げ
られている。

特に、価値観の変化は、被災地の人々だけでなく、日本中の価値観を変えた。

· 世界が称賛
震災時被災者の冷静な対応などが世界中から称賛された。
略奪がおきず我慢強く列をつくって待つ姿や「自分は大丈夫だから。他の人を」ということなどが、外国から見れば、あり得ない事、驚きの出来事なのだろう。
  
震災前までは、ちょっと気に入らなければキレル若者や自分さえよければ、という風潮は強かったが、震災後は、被災地のみでなく日本中が、変わり、他を思いやる心日常のなにげない事の大切さや、絆のつながりを大切にと言う人が増えた。
  
そういう気質は、突然に現れたのではなく、もともとDNAに持っていたものであり、津波がそれらに覆いかぶさっていたものを洗い流したから、表にでてきたにすぎない。
  
日本人の気質は、３年や５年で、きづかれたものではなく、１０００年以上の文化なのだから、自然の逆らう事ができない猛威でもってさえ奪うことができなかったのだ。
未曾有の災いではあったが、この気づきから、新生日本を構築しなければならない。
まさに、今がその時であり、今成さなければ取り返しがつかなくなるように思える。












８．そして未来へ
· 我々の事は、我々で解決   
公共のサービスは、行政がやることと思っていた。しかし、市民は要求するか提言するなどをすれば、なんとかなった時代ではなくなった。

ＮＰＯ法が施行されて十数年ＮＰＯ法人も増え、行政に変わって公共サービスを担うようになってきた。
我々の身の回りで、できることは、我々でやる。それが可能ならば、選挙で議員を選ぶという選択肢に新たな選択肢が増えるわけだ。
  
それを可能にするには、自立したＮＰＯ法人が、それぞれの得意とする分野で役割をもち活動できるように、専門知識や資源獲得の支援をする社会的な仕組みが必要であり、自立したＮＰＯセクターを構築することを必要とする。

 (
NPO
セクター
)

                                       社会を構成する３セクター
 (
行政
セクター
) (
企業
セクター
)                                             自立したＮＰＯセクターはあるか。
                                                    企業・行政と対等であるか。





◆ＮＰＯセクター
社会の仕組みとしてのNPO支援仕組み
  1.NPOセクターを代表する支援センター
       NPO法人のほとんどが会員として登録されている。
       NPOを代表して、企業・行政セクターと協働事業・協定や提言。
2.クラウドファンディング（市民ファンディング）
       NPO活動の資源獲得の仕組み。
銀行を介さない資金提供。
           非営利活動の評価と表彰。
           支援者が選択できる支援先情報提供とＮＰＯ法人の評価方法の確立。
           支援者と活動団体等の仲介。コミニケーション、情報伝達支援。
           一般広告が入らないサバ―経営。情報セキュリティ向上。
3.知識、技術、ノウハウの開発研究と知識流通
       主婦、高齢者等に知識、技術、ノウハウを提供し、第2のライフスタイルを支援。
       NPO活動団体等への専門家派遣支援---生活の糧を得る。
       すべての人にチャレンジの機会を提供。

マネジメント・ドラッカー
経済関係の書籍を読んだこともなく、学んだこともない私が、マネジメントにであったのは、「もしドラ」からでした。ですからマネジメントについて、正確に書くことなどできないのですが、直感的に、このマネジメントの考え方が、必ず社会に大きな影響力をもつようになるだろうと思っています。
マネジメントはP・F・ドラッカーの発明なのですが、米国においては、科学的管理方法の経済学に人気があり、このマネジメントでは、大学において単位が取得できないと、ネットニュースにありました。
マネジメントは、論理的な概念の積み重ねで計算できるものというより、数多くの組織観察から考察されたもので、かなり情緒的であると感じます。しかし、論理的でないとうことでなく、無形の組織について、その時々における組織の状態にどのように対応すべきかが、事例とともに明確に書かれています。
専門書は、読んでも書いてあることは、分かっても何を示し言わんとしているかがなかなか理解できません。「もしドラ」は、高校野球のドラマですが、マネジメントを翻訳し、チームの成長に合わせたマネジメントが書かれています。もし、これに出会わなかったら、ドラッカーに合うこともなく、マネジメントも理解できなかったかと思います。
P・F・ドラッカーは、とても親日家だそうで、「イノベーションの戦略は、既存のものはすべて市場において陳腐化することを前提とする。」など日本的な思考がマネジメントにあるように思います。それが、「もしドラ」に共感をよびヒットさせたのかもしれません。

今日現実のさまざまな身の回りにおける問題を解決させるのは、行政でも企業でもなく、公共のサービスを担うようになったNPO以外にないと思う。
まだ力不足なＮＰＯの活動に、知識・技術などの資源を流通させより高度な専門性をもち、社会貢献へ役割をもつように、ＮＰＯが支援される社会的な仕組みが構築され、NPO活動に、マネジメントが取り入れられることになれば、必ず今以上に社会に貢献でき新しい価値とライフスタイルを生むに違いないと思っています。
踊り場にあるＮＰＯ活動への切り札となるはずです。











 (
出所 引用 参考文献
    マネジメント  基本と原則 [エッセンシャル版]  P・F・ドラッカー著 上田惇生編訳 ダイヤモンド社
    非営利組織の経営   P・F・ドラッカー著 上田惇生訳  ダイヤモンド社
    プロフェッショナルの条件  P・F・ドラッカー著 上田惇生編訳  ダイヤモンド社
    究極のドラッカー  國貞 克則著   角川グループパブリッシング
    ドラッカーのリーダー思考法 藤
屋伸二著  中経出版
図解で身につく！  ドラッカーの理論  久恒啓一著  中経出版
ＮＰＯ法人会計基準 [完全収録版 第2版] ＮＰＯ法人会計基準協議会著
    ドラッカー図解 
http://www.visualthinking.jp/
    特定非営利活動法人 「てびき」内閣府大臣官房市民活動促進課 
https://www.npo-homepage.go.jp/pamphlet/tebiki_bunkatsu.html
    NPOWEB  
NPO法人シーズ・市民活動を支える制度をつくる会 
 
http://www.npoweb.jp/
    NPO書式文例 (引用)  静岡県、静岡市、浜松市、東京都 行政庁のNPO HP 
    
)
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プログラム名：  拡大鏡      Loupe2015.exe     OKADA©2015
OS:             Windows OS
· このプログラムについて。
· 拡大鏡     
特定非営利活動法人の法人設立での定款設定から、事業計画書・活動予算書作成までの手順と考え方についてお手伝いします。
· 免責
このプログラムを使用して発生したいかなる損害・障害について、一切の保障を致しかねます。使用者の責任でご使用ください。
· 製作者  岡田哲志   E-mail  tokada@bz03.plala.or.jp
                   HP     http://okadanet.sakura.ne.jp/wp/
· 問い合わせ先       E-mail  tokada@bz03.plala.or.jp

· このプログラムがＮＰＯ法人の設立・経営にお役にたつことが、できましたらうれしく思います。
今後さらに役にたつプログラムを開発したく思います。あったらいいなと思われるプログラムがありましたら、メールでお知らせください。
ご期待に添えるように作成してみます。
    
· プログラムインストール
圧縮ファイルを解凍して、「C: Loupe2015」のドライブに下記の3つのフォルダを置いてください。
setup.exe をクリックするとインストールされます。
  
  　
C: Loupe2015                         プログラムフォルダ
C: Loupe2015/LoupeData             資料　(削除しないでください)
C: Loupe2015/MyData/Print           プログラム出力 ユーザーデータ
C: Loupe2015/Work                   作業用データ (削除しないでください)



· 起動方法
スタート及びディスクトップに起動アイコンが表示されます。
アイコンをクリックすれば起動します。

· プログラム アンインストール
「スタート」「コントロールパネル」「プログラムと機能」の順にクリックします。
「プログラムのアンインストールまたは変更」の画面で、「Loupe2015」を
マウス右クリックして表示される「アンインストールと変更」をマウスクリックすれば、プログラムはアンイストールされます。

間違って「Loupe2015」以外をアンイストールしてしまうと復帰しないので注意して実行してください。

プログラムデータフォルダＣ：Loupe2015は、そのまま残っています。
























●操作説明
プログラム使用マニュアル   支援プログラム   Loupe2015

●用途       特定非営利活動法人  設立・経営  

●目次
１．定款
２．組織
３．特定非営利活動法人
４．内部環境外部環境
５．法人組織
６．事業組み立て
７．資源流通と工夫
８．事業計画・活動予算書
９．法人事業
１０．外部評価・内部評価
１１．自己評価
１２．監査
１３．About


· 「起動」
拡大鏡を起動して、「起動」のボタンをクリックしてください。
--------------------------------------------------------------------------------
新規の場合        「新規起動」のボタンをクリック
読込起動          「読込起動」をクリック     保存データを読み込みします。
継続編集の場合    「継続起動」のボタンをクリック  
                   表示されている画面をマウスクリックでも継続起動します。
---------------------------------------------------------------------------------
１．目次の画面で、記載者氏名、メールアドレスと所属を入力する。
２．入力して「登録」ボタンをクリックする。





１．「定款」
目次にある「定款」のボタンをクリックします。

１-1．ミッション・ビジョン
 (
最初にすべきこと
ミッション・ビジョンを明確に
我々は、何のために何をするのか。
ミッション(使命)とビジョン(目的)を設定することが、組織設立のスタートです。
定款には、目的と事業を記載しますので、法人にあった目的と事業を設定します。
特定非営利活動法人(以後ＮＰＯ法人とする)は、特定非営利活動促進法第二条別表(以後NPO法とする)に規定されている活動でなければ、「特定非営利活動」とは、認められませんので、この表から法人の活動目的に適合する活動を選択します。
「その他の事業」というのは、「特定非営利活動」に係る事業以外の事業をいいます。例えば、法人会員のための親睦会、営利を目的とした自動販売機での販売事業などです。特定の会員等の事業は、「不特定多数の者の利益の増進に寄与する目的」とはみなされませんので、「特定非営利活動」になりません。
また、「その他の事業」は、会計を別に区分して、その収益は、「特定非営利活動」に使用しなければなりません。
)






















「ビジョン」法人の目的は、法人内部の事項ではなく、法人の外部である社会にあります。社会への貢献、新しい価値の提供、それらの法人活動により、如何にライフスタイルに変化をもたらすか新しい価値の提供ができるかを考察します。






１－２．我々は何のために何をするのか

「我々は何のために何をするのか」を考察します。
· 法人の目的  社会にどのような貢献をするか。
· 法人の使命  法人が得意とするところを活かし、何を目的として実施するか。
法人の存続意義は、何か。
３．法人の目的を達成させる事業は何か。

 (
注意
    ミッションとビジョン
ここで、間違いやす
く混同しやすい
ところは、法人設立時、最初から
ビジョンを
「○○の事業をする」としがちですが、事業活動は、法人の目的
（ビジョン）
を達成させるための手段であるということです。
法人の目的の成果は、社会への貢献であり、法人内部に目的の成果があるわけではありません。事業の拡大等を目的としません。
法人の目的(ビジョン)は、最終的にあるべきとした社会のイメージです。
理想とする社会のあり方なので、現実との隔たりがありギャプがあり、現状とは違う状態
。
社会全体を観察し、法人の環境や立場を考慮し社会(顧客)が必要とするニーズを引き出
し、満足させることで、生まれる新しい価値や生活スタイルの変化
・状態
を目的(ビジョン)
とします。
ミッションは、法人の社会的使命。成すべき事。存続意義・価値。としました。
)















 (
◆
我々は何のために何をするか」の問い
この問いは、簡単なようで、結構難しいのです。役員・スタッフ全員で、考えてください。
この問いは、法人が進む方向・目的を明確にします。法人設立時の最初に考えて確立し、全員が共有していなければならない事項です。
全ての議論と行動は、誰それが正しい、これが良いというのではなく、「これは法人のミッションである」「これは、法人の目的を達成させる方法である」と言わなければなりません。
法人が進む方向・目的に合わないものは、切り捨て廃棄すべきです。
また、その勇気と決断がなければならないのです。
)










「設立趣旨書」
社会的問題点、社会経済情勢などから、これを改善するのに、法人の事業としてどのように取り組むか、その対象は、不特定多数の者の利益に寄与するかを記載します。
法人活動の目的と使命を明確に記載し、法人格が必要となった理由を記載します。

「定款てびき」
静岡県  「事務のてびき」です。
法人設立から管理運営までの「てびき」です。

 (
◆特定非営利活動法人とは
特定非営利活動促進法
に基づいて特定非営利活動を行うことを主たる目的とし、同法の定めるところにより設立された
法人
である。
NPO法人
とも呼ばれる
。
(ウイキィペディア)
)









●「定款   事業」
· 定款に規定した法人の目的の条項を写し書き込んでください。
ミッションとビジョンと矛盾があってはいけません。
· 定款に規定した特定非営利活動の種類を写し書きしてください。
法人は、ここに記載した特定非営利活動の種類である事業を実施します。
· 定款に規定した法人の事業を定款から写し書きしてください。
事業が特定非営利活動の種類に係る事業でなければ、特定非営利活動とは認められません。
· 法人が実施する事業は、ビジョンを実現させるための手段です。
それぞれの事業が連携し、強め合う計画でなければ、事業効率が良くありません。
事業の関連性を考え事業全体の概要を記載してください。

「マネジメント」
非営利活動であっても企業と同じように、マネジメントが必要です。

法人は、定款に規定した事業以外は、実施しません。



 (
特定非営利活動の種類
「特定非営利活動の種類」は、２０種類あります。将来には、ここにない活動がNPO
  法の改定により、追加されるかもしれません
。
特定非営利活動促進法(NPO法)は
平成10年12月に施行
され、平成２３年６月には、大幅な法改正が行われました。ＮＰＯ法の
平成24年４月１日施行
。
    当初には、四観光の振興を図る活動、五農産漁村又は中山間地域の振興を図る活動20前各号に掲げる活動に準ずる活動として都道府県又は指定都市の条例で定める活動という項目はありませんでした。法改正で追加されました。
    別表の活動の種類は、活動を大雑把に表現していますので、法人が実施しようとして
いる事業は、1から19までのどれかに該当するかと思います。
  表に掲げるこれらの活動に該当しない事業は、特定非営利活動とは、認められません。
    注意すべきは、法人の目的は、事業の成功ではないことです。
事業は、法人が設定した目的を達成させるための手段だということです。
重要で間違えやすく、なかなか説明が難しい事項なので、再度書きました。
「
我々は何のために何をするのか
」
「我々の事業の目的は何であるのか」
全員で考え、その答えを共有してください。
そのことが、全てであり、最初のスタートなのです。
それがマネジメントの考えであり、基本です。
)



























●「定款  総会の権能・理事会の権能  意思決定機関」
総会の権能と理事会の権能を定款から抜粋して、書き込んでください。
定款の権能の事項と各条文で規定されている部分があります。

「内部諸規定」
定款以外に、会計規定など諸規定を必要とします。
例えば、会員規定には、会費集金の仕方などやボランティア参加のルールなど定款には、記載がないルールについて、規定します。
 (
定款作成で、注意する事項
総会の権能と理事会の権能及び各条項の文章に、矛盾や重複がないように整合性をチェックする。
総会の権能として、事業や予算書の変更を総会の権能とした場合、予算変更しなければならなくなった時は、臨時総会で議決がなければ、予算変更ができません。
事務局の運営についても、総会の権能としてあれば職員の変動等ある場合同様に臨時
総会で議決しなければならなくなります。
総会権能の法定事項は、法人の解散及び合併と定款変更のみです。
その他を理事会の権能として、定款に明記すれば、理事会の権能となります。
ＮＰＯ法は、他の非営利組織の法律より自由度が高いのです。
簡単に手引きとおりの定款を作成しないで、法人として、社会的な責任と役割を確
立し、法人の構成員・成り立ちや経緯等を考慮して法人にふさわしい組織組み立てを
します。
総会は、ＮＰＯ法人の最高意思決定機関です。
事業活動報告、活動決算及び監事の選任・解任については、総会議決事項とし総
会の権能とすべきです。
また、事業計画や活動予算についても総会で、何の説明もないのは、不自然です。実際にそんな総会を開催する法人はないはずです。
非営利組織は、理事会単独の組織ではなく、多くの人の理解と支援を得て存続で
きる組織ですから、広く活動を広報し、理解を得なければなりません。
総会で議決権をもつ正会員と、法人の目的・使命・社会的役割を共有し法人全員
の意思としての活動としなければなりません。
監事は監査される側である理事会の議決で選任・解任は、不自然です。
)



































  「定款  記載事項」
定款には、記載がないと定款が無効になる「絶対記載事項」があります。
また、定款に記載を欠いても定款が無効になることはないけれども、記載がなければ、その事項について効力が生じない「相対的記載事項」があります。
法人の判断で簡単に変えたくない事項を定款に規定しておく「任意的記載事項」があります。

       





























２．組織
人が２人以上集まれば、組織です。
組織について、深く考えたことがなかったのですが、改めて、整理するとなかなか奥が深いものがあります。
チェックリストのチェック欄にチェックを入れて、「評価」ボタンをクリックしてください。
最高点は100点です。
ドラッカーのマネジメントを参考としています。

 (
非営利組織
とは
    非営利組織と営利組織との違い
非営利団体の対義語として
営利団体
がある。この分類は、団体を営利目的か、非営利目的かで分類するものである。ここでいう営利・非営利とは、団体が事業を通して得た利益を出資者である株主等に分配するか否かを意味している。従って、非営利団体は収益をあげてはいけないという認識は正しくない。なお、該当の団体が法人格を持っているかいないかには関係しない。
非営利団体には、
公益
性をもつものと
共益
性を持つものの2種類がある。
営利を目的とせず、かつ
公益を目的とする
団体（公益・非営利）
組織例: 社会的支援活動団体、学校・病院・介護施設・職業訓練施設・墓地等の運営団体など
法人例:
 
財団法人
、
社団法人
、
学校法人
、
社会福祉法人
、
職業訓練法人
、
宗教法人
、
特定非営利活動法人
（いわゆるNPO法人）など
ただし、実質的に共益を目的とする
同窓会
・
事業者団体
などについても、公益性を主張することによって
財団法人
・
社団法人
等になっている事例は多数存在する。
営利を目的とせず、かつ
共益を目的とする
団体（共益・非営利）
組織例:
 
中間団体
（
同窓会
、
愛好会
、
事業者団体
）など
法人例:
 
中間法人
、
医療法人
、
事業組合
など
(ウイキィペディア)
)



























特定非営利活動法人は、他の社団法人や財団法人と比べて、法人を規定する特定非営利活動促進法に自由度が高い。
その活動は、特定非営利活動促進法に拘束されるが、総会の権能、理事会の権能を法人の成り立ちやあり方を比較的自由に決定できる。
さらに、自ら規定した諸規定をルールとして、法人を構成している。



 (
ＮＰＯ法人のビジネスモデルの型
１．寄附・ボランティア型
    寄附や無償で提供を受けた物資や人力を原資とする。
２．事業型
    事業展開で得た収益を原資とする。
３．委託事業型
    行政等からの委託事業からの資金を原資とする。
４．複合型
            上記の複合型
資金の自由度
無償ボランティア 
 事業収益金 
 寄附金 
 補助金・委託事業費
        右に行くほど、さまざまな拘束があります。
)

















３．特定非営利活動法人
特定非営利活動法人について、正しいと思う項目にチェックをいれてください。
「評価」ボタンをクリックすれば点数が計算されます。

知識として、理解していても、実際判断したり決断する時になると、判断基準が、独断的になったり、損得が基準となったりします。
日常的に、知識と行動に矛盾がないということは、結構難しいことだと思います。





   「特定非営利活動法人のビジョン」について、事例で説明します。

 (
事例1
物品を製作販売する法人
ＮＰＯ法人であって、物品を製作販売することができないということはありません。
販売する事を目的とせず、障害がある方への就労支援としての物の製作であ
るなど社会貢献であ
り、販売した収益を分配しなければ問題ありません。この法人の目的は障害者就労支援という事業をすることでの、障害がある者の自立であり、笑顔・安心の居場所つくりです。
法二条別表の1.保険医療又は福祉の増進を図る活動 17.職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動に該当すると思います。
法人の事業を分解すると、物を作成する作業所での、作業所事業と物の販売事業に分けることができますが、別表の1と17の活動であり、
作業場での就労支援と販売は、
それぞれを単独に切り離すことができない事業です。販売事業は、作業所事業に付随する事業ですから販売事業を「その他の事業」とはしません。
  さらに、法人の目的
（ビジョン）
を「自立」「笑顔・安心の居場所つくり」としたのですから、具体的にそれらを促す事業でなければならないはずです。売上が多くても、作業所を含め対外的にもそれが感じられるのでなければ目的を達成できたとは言えないでしょう。
ビジョンはイメージなので、具体的に目に見えるようにすること
や数値化
は、難しいのです。
ビジョンは、活動の結果変化した社会の状態をいいます。
ビジョンを高い理想に設定し、日常とのギャプを埋める弛まない努力が法人の活動です。
)































 (
事例2
複数の事業があり、それぞれの事業で社会貢献をするとした法人
働く人へのメンタルケアをするカウンセル事業と海難事故防止の啓発事業をする法人。
この場合であっても、事業が不特定多数の者の利益に寄与することであり、収益を分配しなければ、問題がないと思います。
この法人の目的は、事業をすることで社会貢献をするのですから、事業をすること、つまり事業そのものの成功を図ることで社会に貢献するわけです。
これが、ＮＰＯ法第２条別表の1.医療又は福祉の増進を図る活動8.災害救助活動9.地域安全活動などに該当するのであれば、ＮＰＯ法人の事業として問題があるようには思われません。
しかし、異なる事業で異なる成果をあげることを目的とすると、法人全体では、説明が難しくり、矛盾が、でやすくなります。
      
見方を変えて。
目的を、事業をすることとせず、事業をしたことで社会に貢献したこと、社会から感謝されることを目的すれば、事業のあり方や展開が異なってきます。
事業を目的に置いた場合の成果
事業方法の高度化、技術の向上、参加人数の増加、開催回数の増加
このように組織内の事柄になり
がちになります
。
事業をすることで、不特定多数の人の福祉に貢献していれば、これが、
いけないということではありません。
社会に貢献することを目的とした場合の成果
働く人の笑顔、意欲・積極性の向上。 日常においての安全意識向上。
非常時での心構え。というように、法人の外である社会、人々の変化に成
果を置くことになります。
法人は目的を一つとした方が、全体として統一され一貫した姿勢をもつことができます。また法人事業はそれぞれの事業が関連性をもち、それぞれの相乗効果で同じ目的を果たす事業とした方が、効率が良いです。
法人の強みである事業を研鑚するとともに、その事業により貢献する内容について常に社会のニーズに答えようと努力すること。と、その成果を法人の目的とするならば、社会の変化にも素早く対応でき継続する活動で、新しい価値を社会に提供できるようになります。
)





































 (
事例
3
新開発の機器を啓蒙開発する法人
防災に優れた機器の開発と機器の効果を啓蒙し広報することで社会に貢献するとした法人。機器の販売を目的とはしない。
法第２条別表の８災害救援活動、 ９地域安全活動に該当すると思う。
Ａ  
開発
機器を法人の成果とした場合の目的設定
より効率が良い機器の開発
機器設置個所数
機器性能・取扱等の講座開催回数
機器による防災訓練
機器の認知度の拡大
Ｂ  防災の啓蒙を成果とした場合の目的設定
機器を使用した日常訓練を含めた地域の防災
災害時の連絡・作業分担のネットワーク構築
地域の防災意識の向上
防災知識の普及
行政・企業などとの連携による災害救援システム構築
 
ＡとＢを合わせた機能をもち、機器の開発と災害についての専門知識の研究等の法人の強みを活かし、行政・企業などとの連携による災害時に適切に対応できる地域の災害救援システム構築をすることが望ましい。これは、この法人でなければ、できない事業であり強みである。そこに、法人の社会的な役割と存続意義があります。
)

































４．内部環境・外部環境

内部での強み・弱みを箇条書きに記載します。
強みを活かして、資源を最大限に活用するには、どうしたらよいか考えます。

外部での社会の変化や顧客の変化ニーズの変化を記載します。
それを、機会とするには、どうしたらよいかを考えます。


1． 内部環境
法人内部での資源について考察します。
1. 人材資源
専門家、信頼がおけて活動にコミットできる人材、支援者などの有無
2. 財産的資源
収益が上がる活動、寄附、会計管理、キャッシュの有無
3. 物的資源
施設、資材、物資調達先の確保、活動場所、製品等の生産技術の有無
4. 情報資源
情報伝達と獲得の仕組み、広報担当者、専門知識の共有などの有無
5. 専門知識資源
マニュアル、専門家技術での連携、研修・研究の機会提供などの有無
6. 文化歴史的資源
変わらない価値、新しい価値創造、良い社風、文化歴史を学ぶ機会などの有無

これらがすべて、そろっていなければならないということではない。
役員やスタッフ全員から聞き取りして、法人内部での強みの確認と発見につなげることが大切。これ以外の強みの発見もありえます。欄に任意に書き込こんで共有してください。この情報を全員が共有することが大切です。
資源は、資金のみでなく、情報、専門知識、人材、物、施設、地域の歴史文化等さまざまなものが考えられます。








2． 外部環境
· 政府・行政の動向
ＮＰＯ法改正、制度改正など
· 経済動向
物価、給与、空き店舗の増加、ガソリンの高騰、年金、地産地消、農地山林活用など
· 社会の動向
少子高齢化、自由な働き方の機会、外人、高齢者、過疎など

· 技術動向
ＳＮＳ、クラウド、タブレット、異業種提携、経営管理手法、会計基準など
· 他の組織の動向
他との競合、他の組織の取り組み、パートナーなど
· 顧客・協力者の動向
支援先、顧客の定着、顧客の参加、協力者の減少など


     外部環境に敏感に反応できることは、顧客のニーズに早く対応できることにつながる。
     外部環境の顧客や支援者の要求やニーズを、知るということは、マーケティングであ
る。


3． 文化・歴史
文化や歴史も資源。
文化は、長い時間をかけて、つくられた地域の価値であり、人々の生活は、この価値感で連帯し協力しあえる。
  あらゆる資源を最大限に活用し、その流通を図る非営利活動にとって、無視できない資源です。
    また、外国からの学ぶということ以上に、地域の先人の知識を学ぶ必要があります。







５．法人組織
 (
非営利活動の
組織
モデル
  １
大航海時
代
    出港する船の目的は、「新しい大陸発見」であり、航路図は未知の航路をさまざまな情報からその道筋を表したもの、水夫の数、水の量、食料の量を計画し、どのように冒険について価値があるかを表したものは、ロジックモデルでありビジネスモデルです。オーケストラで言えば、全員が共有する楽譜であり、目的は指揮者が示す感動です。
    船を進めるには、氷山がないか浅瀬がないか嵐がこないか、常に見張りを置き情報を得て、キャプテンに報告しなければなりません。状況によっては、航路図を訂正し修正をします。
    今日順風であっても、明日嵐に合うかも知れません。明日の事、未来の事を予測するには、今現在の情報を最大限に収集し、その中から必要な情報を取り出して、推測される困難を回避する行動を起こさなければなりません。
    将来は、将来にあるのではなく、現在ある情報の中にあり、現在どのように選択し準備するかによって明日があります。
     
    水夫の状態やその役割をきめ全員の能力を最大限に引き出し、船を前に進めます。
    一人として必要がない人はいません。
    目の前にいるスタッフが最大の人材であり、有能な人材が船外にいる訳ではありません。ですから、目の前のスタッフを最大限に活かさなければならず、外部及び内部からの情報を収集し的確に判断と処理をしながら目的地の方向を違える事のないように修正をしつつ、船を進めるのがキャプテンの役割であり責任です。
    正確的確な情報が、得られることが重要で情報が遅延したり伝えられなかったりすれば、判断できずに重大な事態へと進展してしまいます。日常でのコミュニケーションと信頼が如何に重要であるかが分かります。      
    
そして、
      目的は、「新しい大陸発見」という未知へのチャレンジです。
)


































 (
非営利活動の
組織
モデル
  ２
オーケストラ    
(
プロフェショナルの条件  P・F・ドラッカー著 上田惇生編訳 P179～P181)
将来の組織   
情報型組織モデル  オーケストラ
これが
将来の組織のあり方で、社会を変えることができる最も基本とする唯一の方法でもあるかと思います。
)[image: ]



































６．事業組み立て
     定款に規定した事業別に、具体的な事業内容を記載します。
     その事業を、作業に分解したプロジェクトを記載します。
     プロジェクトごとに、作業内容・直接の効果・短期成果・中期成果・長期成果を記載します。
     短期中期成果は、事業によって変化した社会の状態を記載します。
     短期成果は、年度事業計画での成果目標になり、中期成果は、２年目の成果目標として考えます。
     長期成果は、ビジョン達成に必須な成果（社会の状態・環境）を記載します。

     事業は、それを成り立たせるいくつかの作業により構成されています。細かに分解した作業ごとに考えることで、具体的な成果目標を立てることができるようになります。
     さらに、事業を関連づけて計画することで、より効率が高い戦略的な事業計画となります。

７．資源流通と工夫
     各事業のプロジェクトごとに、受益者と資源提供者との資源のやりとりや成果を考えます。
     限られた資源を発掘し又は、育てて、流通させる工夫を凝らします。
     資源提供者からは、資源の提供を受け、一方通行でない魅力・意義・お礼を提供します。
     受益者は、新しい価値やライフスタイルに変化をもたらすサービスを受けます。
     法人は、資源提供者と受益者の仲介をし、コミュニケーションを促します。
     そういった、一方方向でない双方向の資源流通の工夫をすることで、事業が推進されます。
     資源は、循環することで獲得しやすくなります。この工夫がなければ、事業はうまく実施できません。

     「収益と費用」
      プロジェクトごとに、収益と費用を計算します。ここでの回数は、事業の具体的な数値で表した事業数値目標となります。また、事業計画書の予定実施回数となります。
      回数と単価から計算された収益及び費用は、勘定科目ごとに集計されて、活動予算書に記載されます。
     「管理部門入力」
      法人存続の為の管理費です。例えば、総会開催や理事会開催、会計管理などの人件費を計上します。一般管理費のことです。
     「総コスト」
      総コストは、「事業費用」（事業人件費+事業管理費+その他の費用）＋「一般管理費」です。
     「人件費」
      人件費は、費用の大半を占める金額となります。常勤者や非常勤者が何名いるかは、全体に大きく影響します。又、職員数から必要な人件費を計算すれば、おおよそ必要とする収益の金額が分かります。収益事業を何にするか。如何に収益を上げるかは、事業計画に重要な項目となります。

 (
工夫の例
高齢者への給食支援
企業より食材を無償でいただく
弁当を作る
高齢者へ無償支給
企業 
弁当を企業に提供    一般
弁当を一般に販売
収益---寄附金、弁当売上金、無償の食材
高齢者などへ無償でサービス支給するには、工夫したビジネスモデルがなくては、経営できません。
  資源(資金)がなくて、事業ができないのではなくて、
                  ビジネスモデルがないから、事業ができないのです。
ＮＰＯ活動は、資源（知識・技術・情報など）を流通させることで成果をあげる経済活動です。
資源（知識・技術・情報など）を流通させる経済活動は、新しい取り組みです。
)
















◆資源流通の工夫
  一般的には、資源を資金と考えます。しかし、非営利活動においては、資源は資金のみでなく、人材、専門知識、物、施設さらに、地域の文化・歴史も資源となりえます。
    お金で評価したり、報酬としたり、するという事だけでなく、物々交換であったり、
地域通貨の仕組みだったりしても良いのですから、柔軟な思考で工夫をこらすことが大
切です。

 (
特定非営利活動法人活動の形
寄附・ボランティア型
寄附者やボランティアを持続的に引き付ける活動
収益事業型
独自の価値ある製品や活動
公的資金型
公的サービスの提供
) (
特定非営利活動法人の収益
寄附・ボランティア型
寄附やボランティアによる収益
収益事業型
自主事業による収益
公的資金型
委託事業
)









◆マーケティング
    広報をするとか、売り込まなくても、自然と知られ、支援されるように顧客にとっての最適化を図ること。まだ、顕在化していない顧客の要求ニーズに答え顧客を創造すること。
◆イノベーション
      マーケッテイングとイノベーションは、マネジメントの基本です。
    イノベーションは、今日ある陳腐化したものを廃棄し、マーケッテイングの情報から顧客に適正化した新しい価値を創造し、提供すること。
 (
行動のマネジメント   マーケティングとイノベーション
内部の環境においては、組織や個の強みや今ある資源(人材・専門知識・物・組織文化)などを常に意識し、潜在する将来の玉となる芽を育て、個を活かし、自己実現させ、イノベーションをおこし組織を通して社会貢献する。
外部環境では、社会の変化や顧客の要求を発見認識するマーケティングに意識を集中し、金銭のみで評価せず、物々交換や支援者の支えを資源とするNPO特有の資源調達と資源流通を最大限に活かす工夫をして、法人の社会的役割を果たし、ＮＰＯセクターを構成する。
このようにマーケティングとイノベーションを繰り返し、これで良いということがない高みにある法人のビジョン達成にチャレンジする行動を基としたマネジメントは、単にイベントや活動を繰り返すだけの活動より、価値創造提供に貢献します。
)

 











 (
ビジョンは、NPO法人が目指す理想社会のイメージです。
現実とビジョンの隔たりを埋め新しい価値という成果を生む為に、
内外環境の変化を予測し、顧客の潜在的ニーズを引き出して、新しい価値と
ライフスタイルの創造へチャレンジの努力をします。
それがマーケティングとイノベーションです。
)







◆収益・費用
    費用が掛からない事業はありません。人が活動するところには、必ず資源を消費
    して費用が掛かります。  また、資源を獲得し収益がなければ、組織の活動を継続
的に運営できません。
非営利活動は受益者から直接費用の負担をお願いするということでなく、無償や格安のサービスを提供しようとします。企業とは違い、資源提供者や支援者である第２の顧客を必要とします。
ですから、収益と費用の関係は、第２の顧客や資源獲得の方法を無視することができな
く、それらのバランスと連携の工夫が必要になります。
· PDCAサイクル
 (
Mission
Vision
)      使命の目的設定

      目的を達成させる事業の設定

 (
Ｐｌａｎ
)      事業組み立て   長期成果・中期成果・短期成果  成果の設定

      内部環境   外部環境     強みと資源の発見と育成

      資源流通と工夫   資源    収益   費用   成果   資源の流通
                       マーケッティング   イノベーション
 (
Ｄｏ
)
       戦略的事業計画   それぞれの事業による相乗効果
 (
Check
)
       成果の評価    アンケート  取材  聞き取り  面接  外部情報収集
                     組織の価値評価変化   内部評価   人事
 (
Ａｃｔ
)
       改善   陳腐化したものの廃棄   みなおし  監査チェックリスト
 (
倫理・道徳
 
コンプライアンスを基礎とする
経済活動
)




 (
キーワード
マネージメントは、組織経営の考え方です。
組織は、ミッション・ビジョンからスタート
情報型組織は、縦組織に変わる新しい社会でのあり方を示します。
非営利活動は資源を最大限に活用し資源（知識・技術など）を流通させ
社会に新しい価値を与え成果を上げ
る経済活動です。
経済活動と道徳(倫理)は、両輪の輪（二宮尊徳）
歴史・文化は、地域の宝  他では得ることができない資源である。
)









 (
マーケティングとは。
顧客の要求を理解する
顧客が必要とする満足である価値を提供する。
顧客が参加・支援したくなるようにする。
積極的な勧誘や広報をしなくても自然と評判となり評価される、売れる、参加・支援されるようになること。
イノベーションとは。
物事の新結合、真機軸、新しい切り口、新しい捉え方、新しい活用法のこと。
新しいアイデアから社会的意義のある新たな価値を創造し、社会的に大きな変化をもたらす自発的な人・組織・社会の幅広い変革を意味する。 それまでのモノ・仕組みなどに対して全く新しい技術や考え方を取り入れて新たな価値を生み出して社会的に大きな変化を起こすことを指す。
まったく新しいアィデアや物は、突然に何の関係もなく社会に出現するという事はない。多くの場合、すでにあるアィデアと他のアィデアとの結合で、あることや、まったく違う分野にあるモデルから見方を変えた捉え方で応用したものなどが、発想の切掛けとなり、今までなかった革新的なアィデアとなるのです。
)





























· 事業計画・活動予算書
「事業計画」
事業年度での事業全体の成果目標を設定します。「事業組み立てでのプロジェクト」でのプロジェクトの成果目的が年度事業計画における、それぞれの事業の成果目的となります。それぞれの事業が協調して、法人全体での事業成果効率があがるように計画します。

「実施予定日日時」「事業組み立てでのプロジェクト」での回数に該当。
「従事者の予定人数」「資源の流通と工夫」での人件費と整合性。常勤者や非常勤者の人件費
「受益対象者の範囲」「資源の流通と工夫」での受益者と整合性があること。
「参加予定人数」「資源の流通と工夫」での受益者と整合性があること。

「活動予算書」
「資源流通の工夫と収益・費用計算」で計算した収益と費用の積み上げが予算書になります。
総コストは、法人一般管理の費用も計算して、費用に加えたものになります。
回数は、事業の具体的な事業実施目標の事業回数になります。数値化した事業目標となります。

 (
事業計画書・
活動
予算計画書
すべてのものは、変化して陳腐化する。この考えが前提です。
法人の内部において、変化しないものは、何一つとしてありません。人は歳をとります。役員の変更もあります。これらの変化は、法人になんの影響もないということはありません。
法人の外部においても、社会は止まることなく、変化しています。経済状況の変化、少子高齢化の影響、団塊世代の高齢化など社会は変化します。
そういった内部・外部の変化を観察し、変化に対応した法人経営をしなければなりません。
法人の経営計画に、便利な道具があれば、ステークホルダー全員に説明したり説得したり法人の目的や使命を説明するのに大変便利です。
同じ書式で事業計画書が書かれていれば、異なる法人を比較するにも便利です。
「事業組み立てでのプロジェクト」は、事業計画書であり、資源流通と工夫で資源流通の工夫と収益・費用計算は、予算計画書です。
計画書ですから、何回も見なおしをし、訂正する必要があります。一度作成すればそれで決定というものではありません。
      また、事業全体を見渡すことで、それぞれの事業を連携させ相乗効果を生む戦略的で具体的な事業目的を計画した事業計画を立てることができます。
      非営利活動事業は、受益者から直接費用をいただこうとしない事業が多く、如何に支援者に理解していただき支援してもらうかの工夫が必要です。
      「資源流通の工夫と収益・費用計算」からは、受益者、支援者、法人の良い関係をきづき、事業から収益を得て、継続的に経営できるビジネスモデルを構築できます。
)


























4． 事業計画書の作成
「事業計画書」のボタンをクリック、「年度 事業計画」のボタンをクリックすれば、事業計画の画面で入力したデータが整理されて、ワードで読み書きができるファイルになります。

5． 活動予算書の作成
「資源流通と工夫」の画面右にある「管理部門入力」をクリックすると、管理部門の収益・費用入力表が表示されます。各科目に、収益と費用を入力してください。
入力したデータは「保存」ボタンで保存してください。
「戻る」のボタンで、「資源流通と工夫」の画面に戻ると「事業別予算書」のボタンが現れるのでクリックしてください。事業別予算書 収益・費用の表が自動表示されます。これは、読み込み専用で表示していますので、書き込みや数値の変更はできません。

使用用途制限がある寄附は、その使用用途事業の欄に入力します。寄附金・会費については、一括して管理部門の「受取寄附」「正会員会費」又は「賛助会員会費」の欄に記入します。
受託事業費は、その事業の受託費の欄に記入します。

この表から、活動予算書を作成してください。


９．法人事業
     目次の「法人事業」のボタンをクリックすると、各一覧表を表示するボタンがあります。
     
各ボタンの説明
     「事業組み立て」
いままでに入力した事業リストや事業内容が一覧で表示されます。これを保存するとワードで開くファイルとして、保存されます。
    右下部のリストから該当ファイルを選択し「選択して開く」のボタンをクリックすれば、ワードで開くことができます。

    「資源流通・工夫」
     入力したデータが一覧で表示されます。「保存」で保存するとワードで読み書きできるデータでファイルが保存されます。
     右のリストから該当ファイルを選択して、「選択して開く」でワードで読み書きができます。


    「事業費用・事業収益」
     各事業の収益・費用・回数が一覧で表示されます。保存すればワードで読み書きできるファイルとして保存されます。

「年度 事業計画」
     事業計画の画面で入力したデータが一覧表示されます。保存すればワードで読み書きできるファイルとして保存されます。

     「年度  活動予算書」
      項目欄・科目欄が書き込まれた活動予算書の表が作成されますので、このファイルからワードで、「資源流通と工夫」の画面右の「事業別予算書」での出力からデータを入力して活動予算書を作成してください。

１０．外部評価・内部評価
       外部評価・内部評価のチェックリストに該当する項目にチェックを入れてください。
       自己評価による評価点が表示されます。
      
       外部評価については、取材やアンケート或いは顧客からのクレームや要望などから外部からの評価を判断するのがよいです。

１１．監査
       会計監査と業務監査のチェックリストです。該当にチェックをいれてください。
       「評価計算」のボタンをクリックで自己評価点が表示されます。

       監査は会計のみでなく業務についても監査されなければいけません。
       費用が掛かった事業の業務状態からどのような適切な成果が上がっているかの確認が必要です。監査項目チェックリストを作成して、報告されるようにしたら良いかと思います。











· 出所 引用 参考文献

サードセクタ－組織のためのオンリーワン戦略  ロジックモデル・ビジネスモデル
特定非営利活動法人市民フォーラム21・NPOセンター ©

    マネジメント  基本と原則 [エッセンシャル版] 
 P・F・ドラッカー著 上田惇生編訳 ダイヤモンド社
    非営利組織の経営   P・F・ドラッカー著 上田惇生訳  ダイヤモンド社
    プロフェッショナルの条件  P・F・ドラッカー著 上田惇生編訳  ダイヤモンド社
    究極のドラッカー  國貞 克則著   角川グループパブリッシング
    ドラッカーのリーダー思考法 藤屋伸二著  中経出版
図解で身につく！  ドラッカーの理論  久恒啓一著  中経出版
ＮＰＯ法人会計基準 [完全収録版 第2版] ＮＰＯ法人会計基準協議会著
NPO実践マネジメント入門  パブリックリソースセンター編
    ドラッカー図解 http://www.visualthinking.jp/
    特定非営利活動法人 「てびき」内閣府大臣官房市民活動促進課 
https://www.npo-homepage.go.jp/pamphlet/tebiki_bunkatsu.html
    NPOWEB  NPO法人シーズ・市民活動を支える制度をつくる会  http://www.npoweb.jp/
    NPO書式文例 (引用)  静岡県、静岡市、浜松市、東京都 行政庁のNPO HP 





平成２８年１月４日　岡田哲志　　　mail: tokada@bz03.plala.or.jp
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柔軟性と多様性をあわせもつ組織   情報型組織においては、 ( 略 ) それぞれの部門は、演奏すべき楽譜を知っているがゆえに 共演できる。たがいに協力し合えるのは、権限によるものではなく 、むしろ共通の情報を もつからである。 ( 略 )   情報型組織は多様性を許容する。たとえば、同じ組織構造の中に、既存のものの最適化 を担当するマネジメント部門と、既存のものを陳腐化し、今日とは違った明日をつくり出 すことを担当する起業家部門とを共存させる。   従来の組織は、基本的には指揮命令の権限に基礎を置いていた。流れは上から下へ向か っていた。これに対し、情報型組織は責任に基礎を置く。流れは下から上へと向かったあ と、再び下に向かって循環する。   情報型組織は、組織内の個人と部門が、自らの目標、優先順位、他との関係、意志の 疎 通に責任をもつときのみ有効に機能する。したがって情報型組織においては、みなが「い かなる貢献と業績が期待されているか」「何が責任か」「自分がおこなおうとしていること を、組織内の誰が知り、理解すれば、協力し合えるか」「組織内の誰に、いかなる情報、 知識、技術を求めるべきか」「誰が、自分の情報、知識、技術を求めているか」「誰を支援 すべきか」「誰に支援を求めるべきか」を問わなければならない。   従来の組織は、 軍をモデルにしている。ところが情報型組織は、オーケストラに似てい る。すべての楽器が同じ楽譜を演奏する。受けもつ パートは異なる。いっせいに演奏する ものの、同じ音を合奏することはめったにない。バイオリンの数が多いからといって、第 一バイオリンがホルンのボスであるわけではない。第一バイオリンは、第二バイオリンの ボスでさえない。しかるにオーケストラは、一晩に、演奏様式も楽譜もソロの楽器もみな まったく異なる曲を五つも演奏する。   ただし、オーケストラにあっては、楽譜はあらかじめ指揮者と演奏者に渡されている。 企業にあっては、楽譜は演奏中に書かれていく。情報型組織の中の人間はみな、あらかじ め明確にされ、合意された目標をもって、楽譜を 知る手がかりとしなければならない。し たがって、目標と自己管理によるマネジメントすなわち目標管理が、当然のこととして、 情報型組織を統合する原動力となる。   かくして情報型組織は、高度の自己管理を要求するがゆえに、迅速な意思決定と対応を 可能にする。さらに柔軟性と多様性を内包する。   自己管理と責任からなるリーダーシップ   情報型組織のこのような利点は、組織内に相互理解と共通の価値観、なかんずく相互信 頼があって、初めて現実のものとなる。 ( 略 )    


